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はじめに

平成 16年度筑波大学大学院図書館情報メディア研究科図書館情報メディア専攻博士前期

課程修了者の修土学位論文抄録集を刊行いたしました。図書館情報大学と筑波大学との統

合、法人化による移籍に伴い、本研究科において論文を提出した図書館情報大学大学院情

報メディア研究科情報メディア専攻博士前期課程入学者 9名を含む、計 48名の学位論文

提出者の努力を讃えるとともに、ここまで導かれた指導教員各位、各論文の審査委員会委

員各位、中間発表会・最終発表会でご指導いただいた教員各位、ならびに講義、実験・演

習をご担当いただいた教員各位に感謝申し上げます。

本研究科では、「図書館・情報ネットワークに基づく知的情報基盤の形成j を目標に、「知

識・情報の流通と新しい知識の創造に係る科学j の学際的・総合的な教育・研究を展開し

ています。人間の知的活動のすべてに情報化が進展してきているのに対応して、本研究科

の教育・研究は、図書館学と情報学を基盤としつつも、諸学問全体の基盤的要件としての

情報学のクリエイティブな役割や、知識と情報の表現記号であり媒体としての情報メディ

アにも重点をおいて、様々な領域における知識の倉1]ノ4::.流通・再生産を促進することを目

指しています。この抄録集においても、学位論文提出者-48名のうち図書館情報大学図書

館情報学部からの直接の進学者は 1-4名で、社会人 9名、留学生 9名を始め、学部におい

て多用な専攻領域からの学生が、多様なテーマの研究に取り組んだことが示されています。

修士の学位の専攻分野も、図書館情報学 22名、情報学 23名、学術 3名となっています。

博士前期課程の修了者は、図書館や情報産業など情報提供サービスの実務においてリー

ダーシップを担うことにより高度情報化社会を先導する専門職業人としての活躍を目指す

者、ここにまとめられた研究を基礎にして博士後期課程において更に研究を発展させる者

など今後の進路はさまざまでありますが、それぞれの研究内容に関し、関係各位から怠'1軍

のないご意見を演戴いただければ幸いです。

修了生各位には、この研究科で修得したこと、とりわけ修士論文を完成させるまでの研

究の過程からつかんだもの、新しい研究への意欲などを基盤にして、知識情報社会のフロ

ンティアとして活躍されることを期待します。

2005年 3月

図書館情報メディア研究科長

磯谷iII貫一
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舟木家の料理書の研究一『ちから草』を中心として-

Astudyofa∞Jfbook on Fun込afamily

-Fl∞'uson'C悩kぽ '8.gusa'咽

学籍番号:200323941 

氏名:大友信子

江戸時代の食文化を考えるにあたり、各藩でどのような料理がなされていたかを無視寸ることはできな

い三加賀藩は外様大名で最も多い石高で、あった濯で、あり、能や茶、文芸など文化が豊かで、あったことが言

われている。食文化についても同様に豊かなもので、あったと考えられるが、その研究についてはほとんど

なされていないのが実状である。

そこで本研究では、加賀藩のお抱え料理人の家である舟木家が関わった料理の伝蓄について調査・研究

する。加賀藩は大藩で、あり、海数のお抱え料理人がし 1たが、そのうち著作等を多く残したのが舟木家であ

る2 この舟木家では「伝内j という名が世襲されている。 判明しているだけでも享保 (1716'"'-'1735)から

文化(1804'"'-'1817) ころまで襲名されており、初代包早(のち幸包)、二代目長左衛門安倍、三代田光顕の

少なくとも三人の伝内が料理書を喜き記している。

その伝書からは、主に加資藩主がどのような食事をしていたかをうかがし¥知ることができるとともに、

それを作る料理人がどのような点に留意していたかを知ることができる。加賀藩の料理文化を考察するに

あたり貴重な文献資料と言えよう。しかし、これらの伝書はいまだ全文翻刻されず、原田信男氏の『江戸

の料理史』や松下幸子氏の『図説江戸料理事典』、陶智子氏の『加賀百万石の味文化』など、研究書等に部

分的に引用されるなどするが、充分に活用されているとは言いがたい。

したがって、舟木家がその編纂等に関わった料理事について翻案IJ.解説を行し 1内容を明らかにし、解題

書誌を含めた資料提供を行うことを研究の第一目的とした。また関連して、舟木家が編纂に携わった料理

蓄を比較研究することにより、舟木家の料理に対する考え方、ひいては加賀滞の料理文化の一端を明らか

にできればと考えた。

そこで今回は『料JjG守故実伝賂.~ 1 点、『調託禁忌、弁略~ 1 点、『五節句集解~ 1 点、『ちから草~ 5点のう

ち I 点、『力革問書~ 2 点、『四季三段献立~ 1点について、それぞれ全二文書現実!と解説を行なった。また全文

翻刻には至らなかったが、『庖J底調託焼3モ~ 1 点lこついても読解・解説を行い、『料理JIT~言抄』、『料理ブテ指南

抄J等についても書誌情報を調査・記載した。これらはいずれも、舟木家が編纂に燐わった料理‘蓄の中で

も名が知られており、しばしばTVf究書等に引用されているものである。

『料理方故実伝略Jは舟木伝内幸包 (1包早J改)著。 1目録Jと59ヶ条の本文から成り、故実にのっと

った膳の整え方を記した前半と、四季折々の行事の起源ゃいわれをまとめた後半にわけられる。

『調官壬禁忌弁略』は長J-:木伝内幸包著、舟木伝内光顕書写O 調妊禁

禁食、 合食禁、 政文の各音部E肋カか1ら成り、 献立.調理の;際祭の1料料:三守斗Jヰヰ1-理理Aノ人¥のJ心L心、得得.や食べ-てぐοiは土乱し 1けないもの、 してはし¥

けない食べ合わせが記されている。

『五節句集解Jは舟木長左衛門著。「正月元日J1門松JI蓬莱の事Jなどの大きな項目を 31項目立て、

古来より伝わる節句の行事そコ節句に関する事物の由来について(武家故実)、またその節句に関わる食/辺被]

について、料理人が心得ておくべきことをまとめている。

『らから草』には 5つの伝本がある。内容は前田家の日常の食膳をはじめとする献立と、その作り方だ

けでなく、大名の料理人としての心得を書き綴ったものである。一巻は汁と吸物、二巻は檎・さしみ・浸

物・和物・貝焼・香の物、三巻は煮物・鳥料理・煎物・焼物、四巻はi献立・手JI頃など、五巻は合食禁・故

実・献立書式について書かれている。唯一五巻すべてが揃っている東京都立中央図書館加賀文庫所蔵の写

本(五巻二冊)の全文翻刻をおこなった。

『力革問書Jは『ちから草』の内容の一部に沿って材料・ Ft存え・(乍り方・感方などの解説をしたもの

である。 2点あり双方「らから草J本文の異なる部分の開書きで、あるため、 2点とも全文辞i友IJをおこなった。

『四季三段献立Jは舟木伝内著。 111]討す忠左衛門j への伝書である。一月からト二月までの毎月の、「一

段j つまり上中下の三段階の献立、計三卜六通りの献立が記されている。



『庖JlH調妊規矩』は舟木伝rAJ安i言著。食品について読書や見開で得た知識を言出張したものである。上下2

巻で構成され、「麺類の部3iニ先付Ji食の音liJr酒の部Jírfl:醤油井醤:之奇I~J r漬物之官[;井俳類Jr魚、鳥漬物之

音~3:fJ佐i~.J r貯用蓋物類Ji古実の料理jの8つの部立てからなる。項告数は全体で449項目からなる。

これらの資料は全体で三つの傾向に分けられた。『料理方故実伝略』や『調妊禁忌弁略』、『玉節句集解J
の存.~な故実・行事に関する知識や食べ合わせなどの料理lA としての心得をまとめたもの、『ちから草J や『四
季三段献立』の様(こn理の献立について記したもの、『力主主|調書』や『庖厨誹]妊規矩』の様に料理の作り方

を記したもので、ある。

1へもatkind of clish you made in each clan when the gastronomic c叫tUTein Edo period is considered 

cannot be cliSI・eg31せed.There wel'e a 10t of "Kokudal泊 -akind of salary _" of Kaga Domain in lords. 

And， the cultlU'es were rich in Kaga Domain. It is thought that the gastronomic culture was a1so rich 

there. However， little being done is a fact as fOl‘ the rese31'Ch. 

Then this rese31'ch investigates the cookbook that the Funaki family of the hold cook of Kaga 

Dom臼11wrote. There were two 01' more hold cooks because Kaga Domain was a big clan. However， the 

F山 1akifamily 1eft a 10t of writings in the cooks. The name "Dennai" has been inherited in this Funaki 

family. 1 t tlU'DS outωhave succeededωthen幼児 of"Dennai" from "Kyo由 ouera(1716~ 1735)" to about 

"BlUlka era(1804~ 1817)"， and "Dennai" of at least three person of the fiTst person "Kanehaya"， the 

second person "Chouzaemon-Yasunobu"， and the third person "l¥1itsualu" is writing the cookbook. 

It can 1∞ow w hat mea1 main Kaga Dom出nchie丑yclid from the book. In addition， it can know what 

respect the cook was noting when the meal is prepar司ed.It can be said valuable document matβrial to 

consider the clUIl1ary cultlU'e of Kaga Dom出n.However， these books are not said the enough use easily 

though have not been reprLnted the f吋1tβxt yet， and紅 equoted in the rese泊、chbook etc. such as 

Harada Nobuo's 'History of the dish of Edo'， Matsushita Ytホ比o's'Illustration Edo clish cyclopedia' and 

8ue T01110ko's 'Taste culture of one 111出ionKoku in Kaga' pa此ially.

The 111おng'oal of this research was asslUl1edωdo the reprint and the exp1anation of the cookbook 

tha t the Funalu f31l1辻ywas related ωthe compilation， to clarify the content， and ωoffer material 

including the 3l1l1otated bibliography in the cookbook. Moreover， 1 think that 1 C3l1 cl訂 i命"Attitudeω

the coobng of the Flm泣ufamily" and "P出.'tofthe c吐出血γcultureofKaga Dom出n"by comp加古19and 

researching the cookbook that the Flmab family was re1ated ωthe edit. 

Then， each fu立臼xtreprint and eA'J)lanation of 'Ryomilmtakojitsudemγaku'， 'Cho可inki品立be凹 γ北ul

'Gosekkushuuge'， 'C記karagusa'，'Chikaragusa-kilロgaki'，and '8hikisandankondate' was done this time. 
IVloreover， it comprehended and it explained 'Houchuucho可inkiku'though the full text was not able旬

rep打ntin this research. And it described investigating bibliograp泌cinformation about 'Ryom'I 

111 ugonshou' and 'Ryouril泊 tashinanshou'，e仇 Thename is known in the cookbook that the Funaki 

fam辻ywas both of these involved in the compilation， and the one often quoted in the research book. 

These material was able ωbe classi五edin初 threetendencies as a whole. The how ωdivide has the 

gTOUp of the document that Wl'Ites "Ancient practices and event barrier lmowledge" and "Knowledge as 

cooks of eating and the match， etc." of 'Ryom'ikata kojitsudenryaku' ， 'Choujin bnkibenryaku' and 

'Gosekkushuuge'，ωthe五TSt

Next， there is something that records the menu of the clish like 'Chikaragusa' and '8hibsandan 

kondate'， and is something that how to make cook was recorded坦ce'Chikaragusa-lukigaki' and 

'Houchuu choujin luku' at the end. 

(1i芳究指導教員:綿抜豊昭長1)研究指導教員:太田勝也)



資料入手に関する利用者の選好と探索経路

一国立国会図書館の遠隔譲写利用者の場合一

Users' preferences and actual search routes for document delivery services : 

-A case of the remote users of the N ational Diet Library-

学籍番号:200323948 

氏 名:坂井華奈子

問題の設定 高度情報化社会が到来し、情報技術の発達、インターネットの普及などによって、情報の利

用方法には大きな変化が生じた。たとえば図書館の目録情報を電子的に共有できるようになったことで、

人々がより容易に情報にアクセスできるようになり、図書館間ネットワークを活用してより多くの資料を

入手できるようになった。また、人々が家庭や職場などからインターネットを利用して気軽に情報を探せ

るようになり、学術図書館などではウェブベースのオンラインデータベースや電子ジャーナルも浸透して

きている。

このような情報源や入手経路の増大・多機化に伴い、選択肢が急速に拡大され、人々はその自的や用途、

状況などによって情報源を使い分けできるようになった。しかし、情報への多様なアクセスが可能になり、

関心領域や個人の性向などの主体的な選択によってそれぞれに応じた多様な情報利用ができるようにな

ったとはいえ、人々は社会に存在する多犠で、幅広い情報源に対して常に十全な知識を得ているとはいえず、

各個人の知識の幅や利用可能な情報資源の種類などは、たとえば置かれた環境により決定されてしまう。

つまり、このような人々の博報利用行動を規定している主な要因には、人々の主体的な「選好Jと「与件

としての情報環境」が考えられる。

本研究ではこのことを前提として、各利用者をその主体的・環境的な要素によりグループに分け、各グ

ループに対応した情報へのアクセス・パターンや選好を解明することを呂的とし、資料入手の1擦の探索経

路と選好の調査を実施した。

研究調査の概要 調査は、国立国会図書館(以下 NDLとする)の遠隔複写利用者 (ILL'個人を含む)

を対象とし、依頼複写物の発送時に調査票を同封する形で実施した。

NDL利用者は全国規模で多様な背景をもっ人々であることから、職種や所属機関の種類をはじめとし、

利用目的、利用方法、関心などが異なるさまざまな利用者が含まれることが想定される。また、 NDLに

辿り着くまでにほかの情報源でも探索していることが推測できることから、それをたずねることで、大

学・研究所など所麗機関の図書館/資料室を利用できる利用者とそうではない利用者、情報探索のノウハ

ウをもっている利用者とそうではない利用者など、各人で異なる利用可能な情報源の違いや探索行動の違

いが結果に現れることを期待して、アンケート調査を実施した。さらに、情報要求の種頼や偲々人の状討

によって求めるサービス条件が異なるという予想に基づき、アンケートの中で CBC(Choice-Based 

Conjoint:選択型コンジョイント)による選好調査を行った。 CBCは、各属性について巣なる水準を組

み合わせた 2つのプロファイルを提示し、どちらがより好ましいかをたずねるものである。本研究では①

迅速性、②経済性、③複写物の画質/形態という 3つの属性を設定した。

知見並びに考察 アンケート調査結果から、 NDL遠隔複写サービスの利用者は、その経由してきた探索

経路などから、主に NDLを第一次の情報源として利用しているグルーフと、{也の図書館を利用するグル

ープに大別される。そのうち、前者は背景に所属組織の図書館などの情報環境をもたない人々と、所属機

関に図書館をもっていながら NDLを愛用している人々に分けられ、後者はその利用する図書館の種類に

よってさらに細分化される。また、複写請求した資料の学問分野、 Pfd員組織の穐類、文献の科用目的など

によってもその行動や選好は異なっていた。

そこで、 NDLの遠隔利用者を行動や選好に;影響を与えていた①探索経路、②所属組織の種類、③関心

領域、④文献の利用目的、⑤情報環境という 5つのアスペクトによって分類した。人々はこれらのうちど

れかひとつに属しているわけではなく、アスペクトが巣なるそれぞれのグループは重層的に重なり合って

おり、その重なる部分によってコミュニティが形成されていると考えられる。
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NDLの遠隔利用者の場合には、その背景にある情報環境や呂的、好みなどに応じて人々は情報源や探

索経路を使い分けており、また、属するコミュニティ(グルーフのまとまり)によって巣なる選好をもって

いた。また、 NDLの遠隔利用者には登録利用者の数や利用頻度から NDLを第一次の情報入手機関とし

て利用している回定の利用者層が‘定数以上存存することが明らかになった。

Problem setting: 

A:ら therapid advancement. of information technology and internet has brought about so-cal1ed advanced 

information society， people's information access method has changed enormously. People now can easily access 

and obtain much more information than before via inter library network which libraries show their catalogs. 

1¥1oreove1"， people can easily search information via internet at home or office. And now web-based online journals 

and databases are popular in academic libraries 

¥iVith such ilicreased and diverse information sources and many routes of obtaining information， now peop1e 

have many options of obtaining information for their purpose. 

AJthough they can access various information sources， peop1e don't have always enough knowledge about 

information sources all over the world. For each individual， the extent of information to which the peop1e are 

available may be limited t.o where they are as well as what they want. Therefore the factors defining people's 

information behaviors can be each individual 'preference' and ‘information environment as a given condition' 

Based on the assumption mentioned above， this study is to examine the access pattern of info1'mation 

corresponding to each user segments divided by the independent 01' the envi1'onment.al facto1' 

Research methodology: 

The target of this survey is the remote users of the National Diet Library (NDL) which include both users of 

Inter Library Loan and individual user. Questionnaires are sent to them with their r・equesteddocument delivery. 

Th3 remote users of the NDL are consists of various kinds of peop1e in 回rmsof purpose， jobs， affiliations， usage 

habit of libraries and their information literacy. 80 8urvey was designed to grasp these diversities of users' 

condition. Furthermore the users' preferences are examined by the data collecting by CBC CChoice-Based 

Conjoint) method here. CBC is the marketing technique to measure people's preference to the commodity feature 

It provides a pair of profile question that constructed by different level of each attribute. Three attributes of 

docllment delivery services; speed of delivery， price and quality/format of copied document are set up in this 

sllrvey 

Findings and ∞nsideration 

From results of survey research the remote users of National Diet Library are divided roughly two groups; those 

who uses the NDL as main information resource and who uses the other libraries on the route to NDL. Within the 

former group some have their own libraries and the others don't have司 Thosew ho use the other library before NDL 

services are categorized by the kind of using library. Moreover， their behavior and preference are different by 

subject field， a百iliationand intended purpose. 

Then， the five aspects which classified NDL users in terms offactors affecting their behavior and preference: are 

explored; l)search route， 2)affiliation， 3)sllbject fieldlinterest， 4)intended purpose， 5)user's information 

environment. The aspects are not exclusive， so people belongs to one group classified by an aspect and also belongs 

to others.. .And the overlapped area by some similar people will constitllte so called comm unity. 

The remote users of the National Diet Lit丸、arychoose convenient route or information source by their 

envi1'onment or preference. And their preference is a1so various according to their community. 

(研究指導教員:永田治樹 高IJ研究指導教員:歳森敦)
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色彩の配置による感情効果の研究

A Study of Feeling Change of Colored Figure by the Position Difference 

on the Display 

学籍番号:200323951 

氏名:志賀祐美子

本研究では、画面上の異なる位置に色っきの図形を置いた特にどのように感情の変化が喚起され

るのかを実験により検討した。被験者は正常な色覚を有する大学生・大学院生 20-25名で、あった。

まず実験1では、赤・青・黄・緑の色を着色した図形をそれぞれの“色のイメージにふさわしい"と思

われるディスフoレイ上の画面位置にドラッグ、&ドロップして配置してもらう「置きテストJにより、色の違

いによる配置位置の特性を調べた。ディスプレイは 1024x 768ピクセルで、使用された色図形は 15

x 15ヒ。クセノレの無意味な不規則図形で、あったO 配置された図形の中心度標を分布留に表し、縦およ

び横それぞれ 3エリアに分割して集計することにより配置位置の傾向を調べた。その結果、赤は上下

に傾向はなかったが、左右では中央に集まる傾向があった。黄は左右では中央に、上下では画面上

部に集中した口青と緑はどちらも左右に傾向は見られなかったが、上下では青は画面下部に、緑は

中段に集中していた。実験1の結果から、色の違いが与える印象によって配置位置も変化することが

わかった。

実験 2は、実験 1と色・形・大きさすべて同様の色図形を用いた置きテストで、あったが、今度は提示

された“形容詞にふさわしいと思われる位置"に配置することが求められた。用いた形容詞は「力強い、

弱々しい、活発な、おとなしい、安心な、不安な、ゆとりある、緊張した、安定した、不安定な、楽しい、

つまらない、未来、過去」の 16語で、あった。実験の結果、形容詞の違いにより配置傾向に違いが見ら

れたが、色の違いによる配置位置の差はみられなかった。実験 2の結果から、図形が画面の中央に

あれば安心感やゆとり、力強さや安定感などを感じ、中心をずらすと不安、不安定を示したが、上方

にずらすと活動性や楽しさなどが感じられた。逆に下部は弱々しく、不安定で、親しみにくし¥感じがす

る、とし、うように画面位置により、それぞれの形容認を表現するのにふさわしい場所があることが示さ

れた。

実験 3では、実験 2で用いた形容詞で両極を構成する 8尺度を含む SD法を用いた。画面を縦 3

×横 3の 9エリアに区切り、実験 2で、特徴的で、あった 6エリアにあらかじめ色図形を配置した。それを

それぞれ A4版の紙上に印刷して被験者に呈示し、 7段階で評価をもとめた。色図形の位置 (6ヵ所)

×色(4色+無彩色輪郭線図形)を組み合わせた計 30パターンで、あったO その結果、実験2で特徴と

された位置とはやや異なる位置に形容詞ごとの選好が認められ、色の影響が強く現れる形容詞と、

配置位置の影響が強く現れる形容詞とに分かれた。この違いは、配置位置の印象に色のもつ印象の

影響が加わった結果だ、と思われるO 同じように色を使っていても、実験 2では“配置する"としづ方法を

とっていたので、被験者は色よりも図形を置く「位置」方にかなり意識が払われたと考えられる。そのた

め、色の違いよりも形容詞の違いによる配置位置の違いとして現れた。しかし実験 3では全体的な印

「
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象として評価されため、色と位置に平等に注意が配分され、形容詞ごとに色の影響が強く現れるもの

と配置位置の影響が出るものとに分かれたのだと考える。しかし、配置に影響される形容詞で、あって

も企に影響される形容詞で、あっても、それぞれの形容認に特徴的な配置と色を効果的に組み合わせ

れば、色のみもしくは配霊位置のみよりもより感情を強く伝えることができ、逆に組み合わせてしまえ

ば効果が薄れてしまうとし、う“促進・干渉効果"が起こることが示唆された。

In this research， it was examined whether the change in feelings is derived when the 

figure with the color was placed at a different position on the screen. The subject was 20・25

students and graduates who had a no1'mal color vision. 

Experiment 1: The suitable position of each color on the display was studied. A colored 

figure of red， blue， yellow， or green was moved around by d1'ag and dropping using the 

"mouse“on the display to find a suitable position for each color. The display was 1024x768 

pixels， and the color figures we1'e meaningless， irregular figu1'es of 15x 15 pixels. The 

dist1'ibution chart of center coordinates of the suitable positions of the colored figu1'e was 

made [or each color. Also， the numbe1' of suitable points chosen by subjects was counted fo1' 

each 3 equal width of zone along the x-axis as well as the 3 zones along y-axis. The result 

showed as follows: red had no p1'eference zone along the y噌 axisbut had a tendency to gather 

in the center along the x-axis. Yellow gathe1'ed in the center along the y-axis， and it gathered 

in the top zone. Neither blue nor green showed preference zone along the x-axis. However， 

blue gathered in the top zone， and green in the middle zone along the y-axis. 

Experiment 2: The subject was presented with an adjective and was asked to put the 

colored五gureon the "Position thought to be suitable for the adjective". Adjectives used were 

16 wo1'ds of "powerlul， weak， active， quietly， safety， relieved， anxious， relaxed， strained， 

stable， unstable，台iendly，un企iendly，happy， unhappy， future， past ". The result showed that 

the1'e was no difference of the position prefe1'ence by the difference of the color. 

Experiment 3: In experiment 3， the subject was asked to evaluate the stimulus五gurewith 

Semantic Differential Method consist of eight scales that composed of the 16 adjectives used 

in expe1'iment 2. The stimulus figures we1'e 30 A4-edition“size prints: (4 colored figures + a 

black line figure) x 6 areas (out of 9 areas). The scales had 7・pointevaluation. As a 1'esult， 

there was shown a little diflerence from experiment 2 conce1'ning the most suitable position 

fo1' each adjective. The adjectives were divided into two g1'oups: the adjective in担uencedfrom 

the colo1' and the one only associated to the position. It is suggested f1'om above results that 

If position and the color are effectively combined， feelings are enhanced and the effect could 

be inhibited w hen the position and the color are mismatched. 

(研究指導教員:椎名健副研究指導教員ソト高和己)
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利用者の視点から見た公共特許サービスの必要条件

There司uirementsfor Public Patent Information Service based on user perspective 

学籍番号:200323952 

氏名:清水 美都子

自的:誰もがいつでも特許発行機関が保有する一次情報にアクセスできる、特許発行機関

がインターネット上で無料提供する、公共の特許'[青報検索サービス(以下公共特許サービ

ス)に関心が集まっている。この公共特許サーピスび〉あるべき姿を明らかにするために、本

研究では、蓄積データや検索・出力機能に、従来あまり考慮されなかったサーピスの運営

やインターフェイスにかかる部分を観点として加え、利用者にとって使いやすいサービス

であるためにはどうあるべきかについて検討した。

方法:特許情報は、技術情報であると何時に権利，t育報でもあるため、特許調査には、主題

分野の知識、情報検索の知識、特許制度の知識の 3つのスキルが利用者に求められる。利

用者が有するこれらのスキルのレベルと公共特許サービスの利用者像を視野において、公

共特許サーピスのあるべき姿を表現する項目を選定した。項目の選定に当たっては、情報

検索サーピスの構成要素である、サービスの運営、 インターフェイス、サービス機能(検

索・出力)、および蓄積データの 4つの観点を取り入れた。サービスの運営には、 Webサ

イトの評価観点を、蓄積データと検索・出力には、 従来からの特許情報検索サービスに対

する評価観点を適用した。また、インターフェイス』こは Webサイトと特許情報検紫サービ

スの評価観点の両方を適用した。このようにして、企ミ共特許サービスが備えているべき 98

の項目を選定した。選定した項目は、日本オンラインユーザ会特許分科会会員に対する質

問紙調査の結果を分析し、見直しを行なった。

結果:このようにして、サービスの運営に関して 11項目、インターフェイスに関して 12

項目、蓄積データに関して 10項目、検索・出力に関しては 34項自、合計 67項目を最終

的に公共特許サーピスの必要条件として得た。 Webサイトの評価観点と情報検索の評価観

点の両方を取り入れ、さらに公共特許サービスの提供目的と利用者の視点を加えたことに

より、公共特許サービスの必要条件を作成することができた。作成した必要条件を、自本

における特許調査でよく利用されているアメリカ、 ヨーロッパ、 日本、世界知的所有権機

関、 ドイツの各公共特許サービスに適用し、必要条件の適用可能性をテストした。その結

果、現在の公共特許サービスの現状を把握するとともに、必要条件のうち満たされていな

いものがあることが明らかになった。

本研究の課題:必要条件の妥当性の検証にあたり、 特許情報検索の専門家集団を調査対象

としたため、回答者数が少なかったことは否めなし¥さらに、必要条件の妥当性を検証す

るためには、作成した必要条件を満たす特許情報検索システムを作成し、公共特許サービ

スの代表的な利用者であるエンドユーザによる評イ西実験が必要である。また公共特許サー

ビスと商用特許サービスの相違点についても分析を行ない、公共性の観点を明らかにする

必要がある。
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Objective : 

Today， the Public Patent Information Service (PPS) is occupying the interests in terms 

of that eveηTone can access to the primary information held by Patent Organizations 

free of charge. In order to clariちTthe ideal figure of PPS， this study examines what 

PPS services should be with new view-points of service-implementation and interface 

that have not usually been considered veηT well， in addition to data-storing and 

function of retrieval & output. 

斑annerand Methods : 

Because of the patent-information's peculiarity as both the technical information and 

the one of right， it is necessaηfor the users to ca打 y3 sills of knowledge about 

intended subject-matter， that about information-retrieval and that about 

patent-legal-system. In scope of the skills and the user's image of PPS， the items， 

which would express an ideal figure of PPS， was selected. In selecting items， the 4 

view-points for information-retrieval service of service-implementation， interface， 

service-function (retrieval & output) and data司 storingwere incorporated. To the 

service-implementation the evaluation-point for Web-site was applied， and to the 

stored data & retrieval-output the point for usual patent-information retrieval service 

was applied. Meanwhileヲ tothe interface the evaluation-points for both were applied. 

This way， the 98 items were selected， which should be furnished for PPS， and which 

were reexamined with analyzing the result of questionnaire-survey directed to the 

members of patent. 

Results : 

Thus， 67 items were set up in total as the final necessaηcondition for PPS with 11 for 

service-implementation， 12 for interface， 10 for data-storing and 34 for retrieval & 

output. And， by introducing the evaluation-points of both Web-site & 

information-retrieval and by adding the furnishing-purpose & the user's prespective 

for PPS， we got able to prepare the necessa巧Tcondition for PPS. Further， by applying 

the prepared necessary condition to each PPS of USA， Europe， J apan， WIPO and 

Germany， which are well utilized for patent-suれTeyin J apan， the applicability of this 

necessaηT condition was tested. As a result， 1 grasped the current situation of todaダs

PPS， while the necessaηcondition proved to be insufficient. 

Requirement : 

Due to our analysis for validity of the req山rementsstanding on the selecti ve su打 eyon

patent information experts， it is true that the analysis is based on opinions of rather 

small number of people. Moreover， in order to establish adequacy of the fruit of the 

research， creation of a prototype of patent information retrieval system that satisfies 

all of the defined requirements and practical evaluation of the system by the end -users 

shall be needed. And furthermore， it is necessary to analyze the difference of PPS 

from commercial patent services and to clarify the view-point of the public. 

(研究指導教員岩津まり子 高iJ研究指導教員:石井啓豊)
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アメリカ連邦政府の図書館政策の展開

一全国情報基盤政策が 1996年の図書館サービス・技術法改正に与えた影響一

Evolution of U.S. Federal Government Library Policy 

-The influence of NII policy on amendments to the Library ServIces and Technology Act-

学籍番号:200323954 

氏 名:白石麿美

本研究は、アメリカの公共図書館制度において、連邦政府の果たす役割について考察を試みた

ものである。アメリカでは、教育行政に関する権限は州に帰属するものとされている。そのため、

アメリカには全国図書館法は存在しない。また、連邦政府が図書館に関与する範囲は、機会均等

の保証または卓絃した教育の追及などに限定される。しかしアメリカの公共図書館の発展に、連

邦政府が影響を与えたものとして、 1956年に制定された図書館サービス法(LibraryServices 

Act: LSA)がある。この連邦制定法は、 1964年に図書館サービス・建設法(LibraryServices and 

Construction Act: LSCA)， 1996年に密書館サービス・技術法(LibraryServices and Technology 

Act: LSTA)と改正が行われ現在も施行されている。連邦政府が州政府への補助金交付をつうじ

て、全国の図書館サービスの拡大および改善が思られている。

本研究ではこの連邦国書館法を対象として、次の三点に研究の視点をおいた。 1.連邦政府が

実施する図書館支援政策の意義、 2.連邦図書館支援制度のありかた、 3、連邦図書館政策決定

の要因について。特に、先行研究の少ない 1990年代以降の状況を中心に検討を進めた。

結果と考察はつぎのとおりである。

第一に、連邦政府が図書館支援を行う意義は、上記の限定的な関与の範協である機会均等の保

証に照らした場合、「図書館サービスを受けていない人(theunderserved) Jを対象とした支援を

行うことに見出すことができる。ただし、円theunderserved"の概念は変化しており、法律・制

度もそれに対応した改正が行われている。 1950年代は図書館がないためにサービスが利用でき

ない、人口 1万人以下の農村地区の居住者という明確な定義があったが、現在では、明確な定

義を持たないために、逆に、あらゆる文化的背景を持つすべての年代の人を対象として、情報源

にアクセスする手段や能力の向上を図るプログラムが展開されている。

次に、連邦政府による図書館支援制度のあり方については、 LSA開始当初から現在に至るま

でに、さまざまな図書館サービスフログラムへの財政援助が行われてきた。これらの補助金の交

付は制度的にほぼ変化がないことがわかった。変更点としては、 1996年の LSTA改正によって、

教育省と州政府または直接助成金交付回体/機関の問に Il¥1LSが入ったことである。補助金交

付また、 LSA，LSCAではプログラム毎に連邦と州の分担割合が異なっていたが、 LSTA改正後

は連邦 66%、チHその的非連邦負担が 34%と単純化された。

最後に、連邦図書館政策決定の要因には、議会、政府、行政部局に加えて図書館関係団体の活

動が影響を与えてきた。現在施行されている LSTAについては、政府による全国情報基盤政策

の目標である、電子的なテクノロジーをつうじた情報アクセスの普及と、これまでの連邦資金レ

ベルを維持しつつ、従来行ってきた州ベースのプログラム実施方式も併せて維持したい図書館界

の利益との妥協点から形成されたものと考える。

1996年の改正は、全国情報基盤政策の影響を多分に受けたもので、図書館における情報通

信テクノロジーの普及を図ることが白的であった。図書館におけるインターネット等情報端末の

設置率が 95%を超えた現在、改正から約 10年の新しいテクノロジーの受け入れ期間を経て、こ

のようなサービスは標準化され、定着期に入ったといえるのではないだろうか。

一そして、サービスの標準化の後には、また新たな課題が現れた。例えば、情報通信機器の維持

管理、買い替え、アップデートは一定のサイクルで行う必要があり、新たな財政的負担を課すこ
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ととなる。また進展の早いコンビュータ機器の操作や情報検索技術の変化等に対応するための、

織員や利用者への研修も欠かせないものとなる。また倫理面における新たな問題も生じている。

インターネット上にあって、 ð1J~ もがアクセスできる情報源のなかには、未成年や児童にとって有

害であるものが存在する。有害情報から児童を守るための新たな連邦法が制定され、この制定法

の施行と LSTAの履行とが連動関係で、結ばれるようになった。今後、これらの新たな課題に対

応するべく新たなサービス概念が形成されてゆくであろう。

The LSTA 1・ep]aceda 1964 fedel冒a1libl'ary progl'am ーは1eLibral・yServices and Construction Act 

(LSCA) - that was designed to improve library services and promote construction ofpublic libraries. 

LSTA pl・ovidedstates with mo1'e flexibility in how federallibrary funding cou1d be applied and ma1'ked 

a shif・tin focus from construction and conso1idation of public lib1‘aries and public library services to the 

lncol、pOl'ationof technology to link netwod¥:s of lib1'al'ies， services and resources. The networks include 

public， school， academic， research and speciallib1'a1'ies and archives. 

This research was carried out on federal libl‘a1'y legislation， taking into conside1'ation the following 

three points. 1. The meaning of lib1'a1γsupport po1icies which the federal gove1'nment implements. 2. 

The nature of the federal libral'y support system. 3. The reasons fo1' the creation of new federal 

policies 

The resu1ts are as fo11ows 

1. Fedel、a1support Is targeted at "the underserved." However， the definition of "unde1'se1'ved" is 

chang'iロg，and the 1egislation has been revised aCCOl・dingto the new definition. Services a1・eintended 

f01' use1's of a11 ages， including people of diverse geog1'aphic， cultural， and socioeconomic backg1'ounds， 

individuals ¥¥叫hdisabilities， and people with limited functionallite1'acy or info1'mation skills 

2. F01・fromthe LSA beginning to p1'esent， financial support to a va1'iety of lib1'a1'Y services prog1'ams 

has been done. 1n this system， it has been unde1'stood that it is almost changeless. The change point is 

that 1MLS pa1'ticipated with Department of Education between States. 

3. 1n the Federal lib1'al'・ypolicy decision， the Cong1'ess ， the Gove1'nment， Administ1、ationand the 

lib1'a1'Y supporter influence it. It is thought that LSTA being implemented now was de1'ived台omthe 

compromise of "NII policy objecti¥ぱ Iand "Pro釦 ofLibrary comm unities" 

The NIl policy influences the LSTA amendment in 19ヲ6.The purpose of this amendment was to 

have promoted the spread of the information technology in the libraIγ. It is thought that such service 

has already been standardized. A new issue problem appears today. For instance， it will impose a new 

fiscal bu1'den， because necessary to maintain the computer， and to update it at a constant cycle. lt a1so 

becomes the one fo1' which the training of the staff and the user is indispensab1e. Moreover， a new 

problem on the ethics side is caused， too. 1n the site in the 1nte1'net， a harmful one fo1' the mino1'ity and 

the chi1d exists. Statutory to defend the child from harmful info1'mation was enacted， and this 

enforcement of statutory came to be connected by the imp1ementation ofLSTA and the synch1'onization 

relation. A new service concept will be formed to dea1 with these new p1'oblems in the future. 

(研究指導教員:山本 )11員- ~IJ研究指導教員:新保 史生)
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戦後沖縄における学校図書館の歩み

The history of schoollibraries in Okinawa under the Rule of United States 

学籍番号:200323955 

氏 名:城間容子

沖縄における戦後学校図書館は、 1945年 5月に収容所の石川|地区で初等学校が開校され

たときに始まる。アメリカ軍民政府による 27年間の統治で、様々な経過をたどりながら、

沖縄の学校図書館は発展した。日本本土の学校図書館もまた GHQを通して、アメリカの影

響があったと考えられるが、平時占領が行われた日本本土と、戦時占領による沖縄ではア

メリカの影響力の違いは歴然たる違いがある。 1969年の佐藤・ニクソン会談において、あ干し

球の日本復帰が合意されてから徐々に日本復帰のためのシステムの移行が進められては

いたが、復帰以前から沖縄にあった思考様式というものは、琉球が日本復帰し、沖縄県に

なったからといって、突然変わることはない。

このような背景から本研究では、これまで総括的に論じられていなかった、占領統治下

での学校図書館を取り巻く特殊な状況を考慮しつつ、沖縄の学校図書館の歩みについて概

観し、学校図書館の発展と統治下における政治との関りについて明らかにする。

研究方法は、政治と学校図書館の関りを明らかにするために主に、一次資料と二次資料

を用いた文献調査を行った。なお本調査では、沖縄本島を対象とし、奄美大島及び離島に

ついては取扱わないことにした白

本論文は 6部構成とし、第 1章「はじめにj において、先行研究・研究背景について述

べ、第 2章「沖縄戦j において、戦争による学校施設の壊滅と学校教育での人員不足の原

因、占領下での行政・支配機構について述べたD

これまでの先行研究では、戦後沖縄の学校図書館の展開を歴史的な区分によって論じら

れてこなかったO そこで本研究では、新しく時代区分を 3つに設定し、第 1期を占領初期

の教育への影響、第 2期では、学時iJの移行 (8・4→6・3・3詰iJ)を伴って、法的な設置義務

がない状況での学校図書館の状況を論じ、統治機構との関係を明らかにした。第 3期では、

法的設置義務となる、琉球学校図書館法へ事前承認・事後承認という形での統治機構の介

入があったことを学校国書館運営に係る議事録をとうして明らかにした。また独自の人材

養成が行われ、日本政府援助によって学校図書館が充実した状況を論じた。

まとめとして、戦災による教育施設、人材の不足から、本土との学力格差が広がった。

格差を是正すべく方策が練られたが是王にまではいたらなかった。そのため、自主的学習

に自が向けられ、その自主的学習を支援する施設として学校図書舘が発展した。発展まで

の経緯は、法的設置義務がないことで、予算問題で、困難に状況に陥るが、教師や地域住民

の努力により、日本本土と肩を並べるレベルにまで達した。自政援助の拡大が学校図書館

充実費の姿をとり、予算のめどが立っと、更なる発展をとげた。この学校図書館の発展の

下地ともいえる教育観は、占領初期に行われた米軍指導の基、地域住民参加型の教育委員

会が設立されたこと、独自の教育カリキュラムといった、詰め込み式の学習に傾斜してい

た日本本土と、沖縄が切り離されていたことと、独自の予算形成が沖縄の学校図書館発展

の要因であったと言える。
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Schoo1 libraries start after the V¥内町立 in Okinawa in what the elementary schoo1 

opened at camp Ishikawa in M"ay， 1945. The schoo1 library developed following various 

progress occupation under the Rule of United States for 27 years 

Japan was also occupied by the Unitβd States through Gl-IQ. However， the kind of 

occupation is different. Japan was occupied with implement peace treaty. Okinawa was 

armed occupation. Okinawa returned to Japan in 1972. Okinawa have way of thinking 

doesn't change suddenly after Japanese return. Precedence research don't discuss 

panoptica1 about the history of scho01 libraries in Okinawa under the Rule of United 

Sta胞s.The purpose of this research is historically discuss history of the deve10pment of 

school libraries by using the primary documents and second documents on ground of 

Okinawa in the specia1 situation that Okinawa relates to the U.s.A， the Rule of U.S. and 

Japan. For this reason， the research region was extracted from the finer viewpoint 臼

Okinawa Japan ωcatch the history of deve10pment of the postwar schoo1 libraries in 

Okinawa. and it decided not to deal with it aboutAmami and remote islands. 

This paper considered the paper as 7 part composition. Chapter 1 described precedence 

research and the research background. Chapter 2 described the situation of the w位

devastation of scho01 education， the administrative organization under occupation， and 

the rule mechanism. Chapter 3， Chapter 4， and Chapt目 5described changes of the 

schoo1library in Okinawa after the war 

Chapter 7 considered the relevance of the American government， the Rule of United 

Statβs， and the Japanese government as "conclusion"， and the conclusion oftbis research 

was described. The academic abili匂!gap spread from shortage of the educational 

institution by war devastation and talented people as a result of research. Although the 

policy was elaborated that a gap should be corrected， it did not result in correction. 

'rherefore， their eyes were turned to independent study and the schoollibrary developed 

as an Institution which supports the independent study. Although interrupted by the 

budget problem for the finances depending on assistance， when expansion of Japanese 

government assistance reflected the circumstances to deve10pment as schoo1 library 

fullness expense and the budget was in prospect， they deve10ped at a s廿etch.

The educationa1 views which can say it a1so as the ground of deve10pment of this schoo1 

library were that the basis of the Ru1e of U.S. instruction performed in ear1y stages of 

occupation and the local resident participa世ontype board of educa註onwere founded， an 

origina1 educational curriculum， and origina1 budget type， and separation with the 

Japanese which brought about development original with these was the factor into which 

the schoollibrary developed. It can be said that it became the base into which a factor 

original with these overlaps and the schoollibrary in present Okinawa develops. 

(研究指導教員:山本順一 副研究指導教員:後藤嘉宏)
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特別支援教育における教員の情報利用に関する考察

The Examination of sch∞1 teachers) inおnnationusε:S in Special Support Education 

学籍番号:200323956 

名前:高矯智子

文部科学省の 2001年(平成 13年)1月に 121t!t紀の特殊教育の在り方についてJや2003(平成 15)

3月「今後の特別支援教育の在り方(最終報告)Jにみられるようにわが国の障害のある児童生徒の教

奇は、特殊教育から特別支援教育へと変化しているO この結果、これまで特殊教育諸学校で必要とされ、

活用されてきた指導方法等に関わる情報や学習障害(以下 LD)や注意欠陥多動性障害(以下ADIHD)

とい、った新たな障害に関する情報を入手・活用し、障害のある児童生徒の教育的ニーズに対応することが

必要になっている。しかし教員による問題解決場面における情報の入手と情報利用に関する実態は十分

に明らかにされていないし、教員が情報を十分に入手利用するための体制も整備されていない。

本研究では、教員の情報利用の現状と問題解決場面での情報利用を調査し、教員の情報利用と教員が

直面した問題解決との関係を情報の種類、情報源、探索方法の 3つの子見長から考察することを目的とし

た。これは学校図書館、公共図書館、各地方自治体の教育研修センター資料室等が、教員の問題解決を

支援する情報を効果的に提供していくうえで有用な示唆を示すものであると考えられる。

調査は、教員の情報利用の現状と問題解決場面での情報利用について、情報利用を捉える 3つの視点

(情報の種委買情報源/探索方法)から尋ねた。この 3つの視点は、教員の情報利用に関する先行fl]f究を援

用し、教員の情報利用を反映した内容構成になっている。調査対象は、茨力]匙黒内 2つの市立および1町立

の小学校と特殊教育諸学校の教員 550名とした。

研究の結果、教員の情報利用と問題場面の情報利用について、以下のことが明らかになった。

教員の情報利用については、利用の多い情報源と利用の少ない情報源とに明雄に分かれ、その情報源

の選択には学習指導における実践性、即時性という観点が重視されていた。特殊教育については、[教科

書の指導書j の利用が低く、逆Lこ特殊教育の実践に!謁わる情報は「教青研究会や研究発表会の報告」や

自作教材を含む「学校内の資料JといったJ情報源の利用が高くなっていた。教員が利用する探索方法は、

利用の多い探索方法と利用の少ない探索方法が明確に分かれ、その探索方法の選択には即時性、入手可

能性という観点が重視されていた。特殊教育の情報については、学校内の先生や戸j僚から得られない情

報を得るため「学校外の専門家に尋ねるj といった探索方法がよく利用されていた。しかし特殊教育経

験の有無による情報源、探索方法の利用に違いは見られなかったo

教員の実際の問題場面における情報利用は、必要とする情報の種類は、特殊教育経験のある教員は、

「医学的・心理学的背景に関わる情報J1相談できる諸機関に関する情幸良jを、特殊教青経験のない教員

は「児童生徒の生活に関する指導の情報Jを役立つ情報の種類として認識していた。教員が実際の問題

場面では、譲数の情報源と探索方法を利用しているが、その情報源と探索方法の利用は特殊教育経験の

有無により違いはみられなかった。その一方で、情報利用の 3つの視点の分析から明らかになった教員

の利用の多かい情報源、探索方法には違いがみられた。実際の問題場面で利用した情報源の特徴は、よ

り実践に活用できるような情報源であり、実際の問題場面で利用した探索方法は、より専門的な情報を

提供する探索方法で、あった。そしてJ情報利用のつまずき傾向は、何を必要とするのかという情報の種類

でつまずくことは少なく、情報にたどりつく過程の情報源と探索方法につまずき傾向があることが分か

った。また教員カ海IJ局した情報の共通点は、実日新5"Jに関する情報、相談できる関係諸機関に関する情報、

学校内の過去の資料、障害の背景に関わる情報、指導方法に関わる情報だ、った。

以上のことから教員は、教員は入手した情報が問題解決に結び、つけば、自らの情報利用のつまずきに

気づ、かない傾向にあった。しかも、問題解決できたことにより情報利用の 3つの視点全てに満足し、入

手できなかった情報についてなぜ入手vで、きなかったのかといった手斜面はなされていないために、つまず
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き傾向に気づ、かない場合が多かった。しかし教員が問題場面において、より多方面からの情報を得るこ

とにより、効果的で適切な問題解決を行うことができる。したがって今後教員が、自らの問題場面での

情報利用を省みる機会が必要がある。さらに教員が実際の問題、場面で利用した情報(実践例に関する情

報、相談できる関係諸機関に関する情報、学校内の過去の資料、障害の背景に関わる情報、指導方法に

関わる情報)を入手することが、効果的で適切な問題解決への糸口となる。

ln Japan， the∞nαpts of education for students with disabi1ities change from Special Education to Special 

Support Education 10 meet the needs of each chiJd. Because of this change in special education， a11 teachers for special 

suppo汁 educationneed information about teaching methods for chiJdren with disability and Ule medical and 

psychological facts about Leaming Disabilities (LD) or Attention Deficit-Hyperactivity Disorder (ADHD). Up to now， 

the facts of school teachers' infom1ation uses in problem so]ving situations have五口leshown， and also the systems， 

such as educational resource centers， are not organ包edadequately. 

The purpose of thjs research is to know the present sta出sof information uses and the information uses in 

problem solving situations. This study will show the expectations that school libraries， public libraries， and 

Information centers in teachers' development center. 

The survey investigates the present status of information uses and the information uses in problem solving 

siωations from 3 viev..rpoints which are∞mposed of teachers' information uses elements. The subjects are 550 

teachers who は'orkelementary school and school for special education in Prefecture of Ibaraki， Japan. 

The results of the survey can be summed up as fo11ows: 

The tendency of infom1ation media's uses in daily works can be divided two groups: the greater information 

media's uses and the smaller uses.τeachers select the凶 ormationmedia whether or not information media are 

practical infOnllalion media (practicality) and immediately possessive information media (immediacy in information 

media). The tendency of seeking process's uses in daily works also can be divided two groups: the greater uses and 

the sma11er uses. Teachers select the seeking process whether or not seeking process is immediately access seeking 

proc岱 s(immediacy in seeking process) and accessible see泊19process (aαessib出ty).

On the other hand， real problem solving situations can relate 10 teaching subjects in educational activities. 1n 

these problem solving situations， teachers who have worked on special education in any schools may have 

information needs for medical and psychological facts while teachers who have no experiences on speciaJ education 

in any schools may have information needs for instructing s如dents.百lerefore，depending on special education's 

experien∞， teachers have different information needs. Also， the feature of the greater information media's uses in 

problem solving situations is more practical出組問 dailyworks， and the features of the greater民 C恒ngproce岱 m
problem solving situation whether or not seeking pro∞ss aαesses professional information. The tendency of U1e 

obstade I11 I11fomlation uses relates not to infom1ation needs but information medias and seeking process. 1n other 

words， teachers can know what they need to know， but t11ey have some obstacles on the process to u記 information

media or seeking process. FinallyらtheI1uom1ation that teachers use in problem solving situation is infom1ation about 

educational practice， related professional organizations or institutions， medical or psychological factsフ andiona1 

methods， and infonnauon 1n sc11oo1. 

The above findings indicate t11at teachers may not notice the obstac1es and so紅esatisfied with their 3 

viev..rpoints if acq山edinfoDnation help problem solving. Also teachers tend not to evaluate own information and its 

search process which teachers had done. Henceforth teachers need to ref]ect own information uses， and scho01 

libraries， public libraries， universities libraries， and educational research centers can be expected to offer information to 

use in problem solvI11g situations. 

(研究指導教員:薬袋秀樹高!J研究指導教員:平久江祐司)
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口ドラム認識に基づくドラムパターン検索に関する研究

Dnllll Pattel'll Ftetrieval Using Voic:e Pcrcu川 iOllRccognitioIl 

学籍番号:200323958 

氏 名: l:!寸~T 倫情

本{iJj究では，人がドラム音(楽器音)を真似てはずさんだ音声(仁jドラム)を認識し，それに対J芯する

ドラムパターンを検索する手法を提案する.口ドラム認識手法が実現すれば、 ドラムパートの楽譜(ドラム

譜)のi出法的な入力や， ドラムパートを考慮した音楽情報検索が可能となる しかし，従来のドラム

手法や BeatBoxing認識手法では， lコドラムの声質・表現の個人差への対処が縦しい.

提案手法は， ドラム音の擬音語を中間形式として採用することで， ilaij人差の問題に対処する 仁iドラム

の歌唱者は各ドラム音の音響的性質の違いを音語の違いとして表現することが考えられる.仁iドラム

の表現に([主人差はあっても，各ドラム音の表現に用いられる擬音語の種主主jはある程度 I)l~定することができ，

事前に発声辞書を構築することで表現の差異に対処できる.声質の{信人差(こは，多数の話者の音素がとの

ようなスペクトル構造になるかを学習した確率モデル(音響モデル)を用いて対処する.これにより，擬tk

語の各音素と lJドラム音のスペクトル構造とを対応付けることが可能となり，仁iドラム歌唱における声廷の

異を吸収できる.また，音響モデルは歌唱者へ適応させることで，より認識精度をあげることができる

ロドラムに対応したドラムパターンを検索するためには， f毘々の楽器名と，発音開始時五IJを認識する必

要がある.そこで，口ドラムとドラムパターンデータベース中の全パターンを比較し，口ドラムと音響的に

最もj互いドラムパターンを推定する.すなわち，仁iドラムの認識率をドラムパターンの検索精度として♂

価する.異体的にはヲまず，口ドラムと全ドラムパターンの全擬音語系列lを比lji交して最も尤j互のP"Jい楽器名

の並び(シーケンス)と発昔開始時刻を得た後， シーケンスの発音開始時刻がi誌も傾似しているドラムパ

ターンを最終的な検索結果として出力する

本研究では， ドラムパターンの擬音語変換に関する調査(口ドラム表現実験)と，提案子法によるシス

テム構築及びその評価(口ドラム認識実験)を行った.対象とするドラムパターンは， ドラム音で最も重要

な BassDrumとSna.reDrumのみで構成され，音は 2つIf:ijll寺に鳴らないものとした

口ドラム表現実験では， 19歳から 31歳の男女 17名の被験者(打楽器演奏経験者 2名)による口ドラム

の歌唱を収録して分析した.実験の結果，口ドラム歌唱者の用いる擬音語は，モーラ表記における 4種類

の形態 "CV")"CVQ"， "CVN") "CVRN" (C:子音ヲ V:母音， Q: {足音， N: J餐青， R:長音)に分類で

きた.例えば， CVを「タ iとすれば“タ ??744タッ" ，.c.タンペ“ターン円が用いられていた.

口ドラム認識実験は，異なる音響モデルと発声辞書を組み合わせた，以下の 4種類の条件で評価した

(A)通常の音声認識用の音響モデル十通常の発声辞書

(B)適応用口ドラムデータで適応させた音響モデル十通常の発声辞書

(C)各被験者ごとに歌唱者適応を行った音響モデル十通常の発声辞書

(D)各被験者ごとに歌唱者適応を行った音響モデル+各被験者ごとの表現だけを手録した発声辞書

認識実験には，表現実験で得られたデータのうち 10名 200発話を評価し，それに含まれない 5名 100発話

を実験 (B)の適応に用いた. ドラムパターンデータベースには， 538種類の異なるシーケンスからなる，全

1169種類のドラムパターンを登録した.実験の結果， (A)66.5%， (B)69.5%， (C)87.5%， (D)93.0%の認識

率を得た.ここで，実験 (C)(D)は，認識率を crossvalidation 法で評価した.

提案手法により口ドラム認識が実用可能となったので，仁iドラムによる楽譜入力インタフェース Voice

Drummerを実装した. Voice Drummerは，仁iドラムによるドラムパターンの入力機能(楽譜入力モード)

と既存の楽曲のドラムパートだけを差し替えて編曲する機能(編曲モード)を持つ.さらに，練習しながら

口ドラムを学習させることで認識率を上げることができる歌唱者適応機能(練習適応モード)も用意した.

本研究により，個人差へ対処したロドラム認識が実現し，音声でドラムパートを検索することが可能と

なった 今後は， Bass Drum， Sna.re Drum以外を表現した口ドラムへの対応や，仁iドラム認識の楽曲検索

への応用に取り組んでいきたい.
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This 1('S0:(l1'(・hprescnt日 alnethod for retrieving dl・umpattern只 fromhuman lltte1'ances imitating drunl sOllndsう

like don】 i(Ln“do-do-lll'J2. 1元日tri(うvingclr・umpatLerns b_v thc recognition of such /)ο2ce percusswηhas prospccts for 

variolls appliωLions. 1勺1、 exarnple，Sじoreinpu1， Hsing voic:e perc:ussion wiI1 be o valuable tool for those with little 

cxperi印 cr主 illclr11111 pnformallce Or comp凶 itiOll. fur1，l1er lilOl、e，Lhis metbocl can lw appliecl to music information 

reLrieval 

FOl・L!l('sePU1i)OS(汚ぅ iiis necessary 1，0 dCCil witb int七vic! ual clifl"cう1"encεinthc utterances. h口ldiれvidua1仁di百erenκぱ仁ce

in voωic下 pe臼円r虻山‘て℃引c引:九uS泊凶S幻iOliis 1η1Ot.仁， 0∞nlva 1口11はalυ1，('ω円r、 01 voic 己 q中中ua叫lit_vノ υωn ζcl u什tιtい似e臼ran比山C(ωes1，川}

b仔叫Lw(り肘子Cll山ルl(ln川 dz川 -t川仏 sotlw I川f.h吋ぉ llsedfor c!rurn sωnd / Jゴeat.l3oxillg陀 cog山tionis ∞t sufficienL or 
('日、e(白川ve

111 tbis ¥Vorkぅ()l}oma1，opoeicexpressions are usecl as an intenneclia.te representation. Singers of voice pe1'cus-

針。11call bc cOllsicler(;d Lo distinguish ac心usticdifferences of percussion instruments by di百8ren1， onomatopoeic 

expressiOllS. Tlぽ indiviclmildifferences residing in the original uLterance can be greaUy restricted at this 1'epre-

行entationlevel，泣ndcan be dealt with by a pronunciation dictionary. 1ndividual di百e1'encein the 

以 ωsLicCjtlalit.¥ぱ v川cesare 巾 altwith b‘V a probabilisLic moclel (αcoωlic model) mapping the spectral structure 

LO phollelllcs， Lr8ined 011 a 1九rgebodv of lltterance data. By rnapping the spectra1 struc1，ure of voice percussion to 

!.he phollcmcs in I.he onomatopoeic expression， we can absorb 1，he differences in the acoustic quality of the voices. 

The aCOllSLic moclel call be fu1'ther tunccl 1，0 an indivi仁lualsinger Lo irnprove precision of 1，he recognition. 

1n orcler to retrieve I.he drum pa，LLern C01・respondingto a voice pe1'cussion utterance， it is ncccssary to identify 
inclividual insLrumenLs and their onse1， timings. The utterance is compared with a11 the patterns in a drum 

pattern clatηbase， and I.he paLtern LhaL is estirnatcd to be acoustically mos1， c10se to the 11tterance is selected 

as t11ぞ reLrievrdresult. Thc search firsL looks for c1r‘um patterns over onomatopoeic sequences. This selects 

illstrument sequences with the highest 1ikelihood ratings， whic:h are thcn checked ove1' their onset timings， The 

paLtern wiLh Lhe highest ranking is ouLput as the五nalresulL 

Two expcrirnents were performecl. The firstぅ vozceper-cv，sswηexpr-ession e1;peTimeηt investigates how d1'um 

i沿い，ernsare conveneι1 in1，u onomaLopoeic expressions， and the second，υoice pen~ussio九アecogηitioη expeTÍηìeηt

evaluaLes O¥lr jJl・oposeclmethocl. T'heιlrum paLterns used in the experiments (・onsistof two instruments， Bass 
Drum and Snare Drum， with 110 sin11l1ti:ll日 Ousbeats 

1n Llw cxp陀 SSiOllexperiment， there wcre 17 s山 jectsof ages 19 to 31 (two with experience in percussio吋.
Tlw voicc p円 Cllssiollsang by the subjecLs were recordecl ancl analyzed. As a result， the onomatopoeic expressions 

llsecl by Lhe sllhjecLs were classified into 4 Lypes in I¥Iora form 、name1yう"CVう刊う， "CVQ 

( ¥川W叶v叶山Fイ七h日01'閃♂ C: c(οlnS以ω(心)!比lは泣川n川(.， V: vo礼W削ザelう升iうQ 仁chω叫O叶ke町吋clsωt封K泊o凡川川u山l口nχ仁cl，N: s勾)月yl肱i主aω山Lυは山bi比Cn 泊 a叫1，R: IOl1g vow礼v刊f刊匂叫e叶う斗1).Fo1' example， if CV was "ta" う

いossibleどxpre只SiOllSare "La"，“taq"， "Lan" ancl "ta-n" 

The 1・ccognitionexperimellts were performed o¥'er a c:ombination of di百"erentsettings of the acoustic moclel 

and thc pronunciation clictionary. The following 4 conditions were evaluatecl 

(A) Gene凶 1acoustic model of speech 

(B) Aco凶 Licmodel tunecl by voice perc凶 sionutterances not in eval凶もiondata 

(C) ACOl凶 icm吋 elLuned to indivi山 als山 jecもS

(D) Samc aco凶 ticmodel， with the pronunciation dictionary restrictecl to the expressions used by the subject 

The data of 10 subjects (200 凶 terances)from the expression expe1'iment were usecl as the evaluation data， and 
Lhat of 5 subjects (100 u1，もerances)were used as theもuningdata in experiment (B). The drum pattern database 

has 538 distincL (insLrument name) sequences， and 1169 drum patterns (seque恥 estogethe1' with onset timing 

information). The recognition rate in the evaluation experiments were (A)66.5%， (B)69.5%， (C)87.5%， and 

(D)93.0%. The recognition raLes in experiments (C)， (D) were obtained through a cross validation method. 

Following 1，he encouraging results of the proposed method as a practical too1 for voice percussion recognition， 
an application score input interface， Voice Dγωη7ile7、¥vasimp1ernented. Voice Drummer consists of a SCOTe input 

mode which is usec1 [or cl1'um pattern input intenclcd [or use in compositioll， ancl an arァαngementmode which edits 

drum patterns in a given mllsic piece. The1'e is also a pmcticejαdαptαtioηmode whe1'e the 11se1' can p1'actice and 

adapt Lhe system Lo his/her voiceヲもh凶 mcreasl時 the間 cognitiollraLe. 

This stlldy sets a pioneering step to voice pe1'c11ssioll 1'ecogniLion considering individual c1ifferences， and prか
vicles a practical basis for drum part ret1'ieval by voice. Remaining issues such as the inclllsion of inst1'uments 

other than Bass Drum ancl Snare Drum， and application to music infoI・mationretrieval， are topics of future work. 

(研究指導教員:平賀譲 副研究指導教員:小高和己)
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高等教曹における構報リチラシ一帯戒の在り方

Information Literacy Training in Higher Education i且 Japan

学籍番号:200323965 

氏 名:前田芳宏

本研究では、高等教育における多様化・大衆化や生涯学習字土会の現状を踏まえ、 f情

報リテラシーJを習得すべき基礎的学習技能であるとする立場から、自本国内におけ

る大学の育成体制の現状を見直した。これらに基づき、多様イ七・大衆化や生涯学習社

会に対応したその育成体制の望ましい在り方についての方向，t生と可能性を考察するこ

とを呂的とした。

全体の論文構成は、 6章構成である。第 1章では、研究背景と自酌・研究方法・先

行研究についてまとめた。第 2章では、「情報リテラシーj および「情報リテラシー

教育j の定義や(類縁)概念ついて明確に整理し、その理論構造を 「情報リテラシー

の概念図J として提示した。また、その意義と効用についても明らカ瓦にした。第 3章

では、清報リテラシー育成に関する初等・中等教育の動向について明らかにした。第

4章では、日本の大学と米国の大学それぞれの情報リテラシー育成に関する現状の実

施方法とその特徴を明らかにした臼そして、その[現状における問題点と課題j を指

摘した。第 5章では、この f現状における問題点と課題Jを 1解決するにあたり、 fシ

ステム化j および[ネットワーク化とインテリジェント化j の 2つの観点から考察し

た。第 6章では、本研究を研究成果としてまとめた。また、今後の課題について体系

的に整理し、これらの解決に向けて取り組みの観点を明確に示した。

その結果、次の点が明らかになった。まず、 f現状における問題点と課題Jでは、

育成体制において各大学問で統一性がなくバラつきがあり陪質ではないことから、多

様化した全ての学習者が伺じ内容・スキノレを同等に身につけることは非常に困難であ

り、様々な側面から格差を広げてしまうことが明らかになっ 7こ。その解決策を「シス

テム化j と fネットワーク化とインテりジェント化」の 2側面から検討した。 Iシス

テム化j については、統一化・共通化および資格認定化の側面から米国大学研究図書

館協会 (ACRL)の「高等教育のための情報リテラシ一能力基準」を検討し、「情報リ

テラシー育成におけるシステム化モデ、ノレJとして提示した。また、「ネットワーク化と

インテリジェント化Jについては、この「システム化Jを高等教育機関、公共図書館、

その他公的機関や民間機関など多様なサポート施設に統合し、 教育標準化と連携・協

働の実現に向けて「教育標準化におけるネットワーク化連携モデ〉レj として提示した。

本研究では、この 2つのモデ、ルを提示することによって、フに学における情報リテラ

シー育成体制の「現状における問題点と課題j を解決した。そして、多様化・大衆化

や生涯学習社会に対応した全ての学習者が向じ内容・スキノレを習得することのできる

同質的な教育を実現し、情報格差を防ぐための望ましし、在り方について一定の方向性

と可能性を示したものと考える。
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Synopsis 

This paper reviewed the present training system of information literacy of 

university student corresponding to the present diversification-popularization in 

higher education， because information literacy is thought as the fundamental 

study skills in the lifelong learning society. Therefore， the purpose of this paper is 

to examine the directionality and possibility about what the training system of 

information literacy in higher education should be in the lifelong learning society. 

As a result， this paper showed "the model of systematization in information 

literacy training" and "the model of network cooperation in educational 

standardization" as the solution for the present problems on the training of 

information literacy in the higher education. Then， it can be though that they lead 

to the directionality and possibility about w hat the training system of information 

literacy in higher education should be in order to achieve the education of quality 

to which all learners can acquire the same contents and skills and to prevent the 

digital divide of university students. 

(研究指導教員:緑川信之 副研究指導教員:平久江祐可)
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図書館利用場のモデ、ノレ

AModelof“the Library U se Space" 

学籍番号:200323967 
氏名:村杉篤子

図書館の利用者は、なんらかの自的や意図を抱えて館内を行動する。この行動を通して、

利用者に認識されるのは、単に物理的な空間だけではなく、他の利用者、働きかけてくる

図書館員、資料など多様なものである。それらは利用者が図書館を訪れるに至った状況と

の関連において利用者に認識され、評価されると想像される。本研究では、 このような図

書館利用者の図書館に対する認識を図書館利用場と呼ぶことにする。そして、この図書館

利用場の着想、を具体化させて、国書館利用行動を分析するためのモデノレ枠ゑ且みを構成する

ことを本研究の目的とした。

最初に、 Wilsonの 1999年の文献 fModelsin information behaviour researchJ を中心

に、 Wilsonや Dervin、Ellis、Kuhlthau、これらの研究の流れを組む三輪真木子の[情報

行動文法モデノレj を取り上げ、図書館利用行動研究において場がどのように扱われてきた

のかを調査し、図書館利用場を示すモテ、ノレがないことを確認した。モデルイヒの方向性につ

いて、特に、三輪異木子のモデ、ノレで、示唆された情報システムに対するメンタノレモデ?ノレが図

書館利用場にうまく適合すると考えられた。次に場について、ひとの認識σコ変化に関わり

のありそうな既存の研究の枠組みとして、 KurtLewin、清水博、野中郁次長目、竹田青ー広の

場の理論を取り上げた。特に清水の場の考え方が図書館利用場に適していると思われたが、

この場合も場の内部を規定したモデ:ルは示されていない。

以上の調査と考察に基づいて、図書館利用場を図書館利用行動の環境としての図書館に

対して利用者が持つメンタルモデルと捉える口モデル化において取り上げるべき要件とし

て、①図書館利用場は「情報探索行動Jとその行動の中で生れる「図書館和j用に関する問

題解決行動Jの再レベルに対応で、きるものであること、②利用者の環境認Z哉の動的な変化

に対応できるものであることの 2点を重視し、それを踏まえつつ道具的メンタノレモデルと

して規定することとした。

図書館利用場はいくつかのサブモデルからなるものとした。すなわち、 j盟書館機能に関

する認識を示す機能サブモデル、図書館構造に関する認識を示す構造サフ、、ニεデル、図書館

利用の手続き的な認識を示すスクリプトサブモデ、ノレの相互関係によって構成されるモデル

を想定し、さらに、図書館手Ij用におけるルールと図書館員や他の利用者、および環境の感

性的側面についてモデ、ノレに紐み込む方法を検討した。

今後の課題として、残された要素のモデ、ルへの組み込みを検討するとともに、実際の図

書館利用場の調査方法の検討と調査によるモデノレの可働性と有効性の検証、それに基づく

モデ、ノレの精微化を図っていく必要がある。
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A library user behaves in the library with some purposes or intentions in mind. He or 

she is aware of not only physical environment in the library but also other users， 

librarians， library collection and so on. It is thought that a user becomes aware of and 

evaluates them based on the context in which he or she visits the library. In this 

research， such library user's cognition is named “a library use space". The purpose of 

this research is to develop a model of“the library use space" as framework for analyzing 

the library use behavior. 

Existing studies on library use behavior were examined. Studies by Wilson， Dervin， 

Ellis， and Kuhlthau and “Information behavior grammar model" by Miwa were taken 

up. After examining how "the place" had been discussed in library use behavior research， 

it was shown that there was no model which describes “the library use space". It was 

thought through examining Miwa's study on information system use that a mental 

model approach was hopeful for modeling “the Library U se Space". Four approaches for 

studying place which relate to changes in human cognition. They are“place theory" of 

Kurt Lewin and Shimizu Hiroshi， Nonaka Ikujiro Takeda lkuhir・o.Especiallyフ theidea 

of Shimizu's place seemed to be applicable to "the library use space"， but Shimizu did 

not show a model which described the structure ofplace. 

Based on these consideration mentioned above，“the library use space" is defined as a 

mental model of library user on the library as environment of use behavior. Two points 

were taken as important requirements for a model of“the library use space". (l)J>the 

library use space" should be applicable to both levels of behaviors，“information seeking 

beha vior" and “problem solving behavior concerning library use" that arise from 

"information seeking behavior"， (2) It should describe a dynamic change in user's 

cognition on environment through library use. Based on these considerations， "the 

library use space" was defined as instrumental mental model. 

臼Thelibrary use space" is defined as interrelated system of sub-models. A functional 

sub-model represents cognition concerning library functionう structuralsub-model 

represents cognition concerning library structure， and script sub-model represents 

cognition concerning library use method. In addition to these sub-models， rules for 

library use， librarians， other users and sensuous aspects of environment were supposed 

to be related with “the library use space" and it was discussed how to incorporate these 

elements in the model. 

80me points are left to be resolved concerning model building: some elements 

mentioned above should be inco叩 oratedinto the model， experimental scheme should be 

established to test the model， the model should be tested for applicability and 

effectiveness， and the model should be tuned based on these future studies. 

(研究指導教員:五井啓豊 富Ij研究指導教員:禄J11信之)
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カナダにおける図書館アドボカシー

Library Advocacy in Canada 

宇中番号:200323970 

氏名:Shaney Crawford 

本研究は、カナダにおける図書館アドボカシーの過控について説明し、さらにそれを分析することを

詩的としている。カナダにおけるアドボカシーの過程を明確に珂~解することにより、カナダだけでな

く世界的に図書館アドボカシーの取り組みを改善するための某礁を得ることができるであろう c

アドボカシーとは、「図書館に影響を守え得るような政治的決断を下す人たちに、図書館および図書

館界の活動を考慮に入れさせるため、図書館員及び図書館協会の職員をはじめとする図書館界が行う

継続的な取り組みJとして定義されるの図書館は国の社会福祉某舷に必要不可欠な要素で、あるが、そ

の資金認遣や計画¥r案などが、政治環境の変化によって脅カミされる可能性がないとはいいきれないの

本研究ではアドポカシーの過程を LibraryBook Rate (LBR)を用いて明らカミにする。 LBRとは、図書

館がカナダ国内の他の図書館や個人宛に本を送る際に利用できる郵便料金の優遇制度で、ある。この優

遇制度は、カナダ連邦政府の方針に基づいて、へリテージ省 (Departmentof Canadian Heritage) の

管轄のもと刊行物支援計画 (PubJicationsAssistance Program) の一環として行われているのしBRは

1939年から実施されており、図書館界では 1967年以来、この方針を守り充実させるべく、さまざま

なアドボカシーの取り組みを続けている。その中心的役割を担っているのが、カナダ図書館協会

(Canadian Library Association)、フランス語を話す人を対象とした図書館協会 ASTED、カナダ国守:

図書館 (NationalLibrary of Canada)、連邦政府、カナダ郵政公社 CCanadaPost Corporation) であ

。。

本研究は、 1960年代から現在まで行われてきたアド、ボカシーへの取り組みの暦史を詳細に検言、jする

ことにより、カナダの図書館アドポカシー活動の特徴を明確にし、臨書館界が自らの利益を守るとき

に直面する問題を探ろうとするものである。 LBRのアドボカシー活動は、 1960年代後半にはカナダ

郵政省との直接的な話し合いによって行われるもので、あったの 1970年代後半に郵政事業が連邦政府

から事実上分離し、国営企業として独守すると、ロビー活動の相手は連邦政府となり、連邦政府が郵

政公社と交渉するという三段階方式がとられるようになった。 1980年代後半以降はアド、ボ力シーに

共同作業的な性格が増し、 1990年代には研究が雪主要な役割を果たし始めるようになった。最近では

戦略にプロのロピイストを利用したり、図書館界の主要なメンバーが直接患会議員に接触するなど、

より先進的な手法も取り入れられている。

カナダの図書館アドボカシーでは、予防手段的な活動よりも、どちらかといえば何かの問題が記きた

ときにそれに対処する活動が中心である。党派の枠組みを超えて活動し、政治家より官僚に接触する

ことに重点を置く。アドボカシーには活動期と休止期があり、近年ではこの活動期と活動期の間隔が

短くなってきている。アドボカシーを成功させるためには、「先導者Jとなる中心的な人物の存在が

重要となるが、その先導者が交ナにすると、変革を実現するために用いる手法も変化せざるを得ない。

またカナダの図書館界では、アドボカシーの説得討すがよく理解され、アドボカシーに対ーする研究の重

要性も認識されている。

カナダでの図書館アドボカシーの課題は、図書館界がコントロールできる因子とできなし、因子とに分

類できる。図書館界はアドボカシーの時期や、外部に知られてはならない、図書館界内部での議論を

どの程度抑えるかに関しては、ある程度コントローノレすることができる。内部の意思疎通を改善し、

成功と失敗をどのように定義するかも自ら決定することができる。しかし、図書館界がどの程度政界

に受け入れてもらい、どの程度情報を提供してもらえるかといった点や、特定の問題に長期にわたり

取り組んでいるときの疲労の程度などをコントロールすることはできない。

本研究では、アドボカシーが一次元的ではなく、コントロール可能・不可能なものを含む多彩な因子

を巻き込んだ複合的な過程で、あることを示すことを自指している。この複合性ゆえにアドボカシーの

成否は予測できず、特定のキャンベーンに投入した労力の大きさとはほとんど相関関係がみられない。

図書館界にアドボカシーが必要であることに議論の余地はないものの、図書館に求められるものを最

も効率よく獲得する方法を知るには、さらに研究を進める必要がある。
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τhe present study aims to describe and analyze the processes involved in library advocacy in Canada 

A clear understanding of these processes will serve as a basis for improvement in advocacy efforts， 

both for Canada and for libraries around the world. 

Advocacy is defined as "a sustained eftort by librarians and library association staft to keep libraries 
and the work they do in the minds of the people who make the political decisions that affect libraries" 

While libraries are integral units in a country's social welfare infrastructure， they are not immune to 
having their funding or programming jeopardized by changing political environments 

In the present study， the Library Book Rate (LBR) is used to illustrate the advocacy process. The LBR 
is a preferential postal rate for libraries to send books to individuals and other libraries within Canada 

The rate is based on a federal policy that is overseen by the Department of Canadian Heritage as a 
paパofits Publications Assistance Program. TheしBRhas been in existence since 1939 and the library 

world has engaged in various advocacy efforts to protect and enhance this program since 1967. Key 
players in these efforts include the Canadian Library Association (CLA) and its French language 
counterpart (ASTED)， the National Library of Canada， the federal government， and Canada Post 

Corporation 

By examining a detailed history of the advocacy efforts from the 1960s to the present， the current 

study aims to define the characteristics of library advocacy work in Canada， and identify the 
challenges that the library community faces when trying to protect its interests. LBR advocacy work in 
the late 1960s involved communicating directly with Canada Post. In the late 1970s， the postal service 

effectively split from the federal government to become a crown corporation. The library community 
was then faced with a dual-tiered system， in which they would lobby the federal government， and the 
government would then negotiate with Canada Post. Advocacy etforts became more collaborative 
from the late 1980s and research started to play a more important role in the 1990s. Recent strategies 

include more advanced techniques such as the use of a professional lobbyist and direct contact with 
legislators by important members of the library community. 

It was found that library advocacy in Canada is reactive rather than pro-active， it is non-partisan， and 

relies more on contact with bureaucrats than with politicians. There are spurts and lulls in activity， with 
intervals between forays becoming shorter in recent years. A key individual， or "champion"， is 

Impo吋antto the success of advocacy; however， each champion uses different techniques to effect 
change in her era. Furthermore， the Canadian library community understands the rhetoric of advocacy 
and recognizes the importance of research in advocacy work 

Challenges to library advocacy work in Canada include factors that the library community can control， 

and some that they cannot. The community can control， to a certain extent， the timing of its advocacy 
work and the amount of dissent in the community that is made public. It can improve communication 

amongst its members and decide for itself how it defines success and failure. Factors that cannot be 

controlled include the amount of inclusion that the library community enjoys in policy communities， the 
amount of information they are given， and the amount of fatigue they experience when dealing with a 

paパicularissue over a long time. 

The purpose of this research is to show that advocacy is not unidimensional， but that it is a complex 

process involving myriad factors， some controllable， others not. The success or failure of an advocacy 

attempt cannot be predicted and can even have little to do with the amount of eftort put into a 

paはicularcampaign. While the need for advocacy in the library cOlllmunity is indisputable， more 

research is necessary to determine the most efficient way for libraries to ask for， and get， what they 
want. 

(研究指導教員:UJ本順一 郎研究指導教員:緑川信之)
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中国少数民族自治地区における公共図書館サービスの変遷について

一延辺朝鮮族fl治州、|公共図書館を事伊!として-

Library services fo1' Chinese minol'ities in minority-autonomy-district public libral'y 

-a case study of the Autonomous KOl'ean Pl、efectureofYanbian Public Library -

学籍番号:200323977 

氏 名:梁英姫

中国の少数民族自治地区の公共図書館では、当地少数民族を対象とするサービスが提供

されている。中国少数民族自治地区における公共図書館は、中国の公共図書館の一部であ

ると伺時に、民族的な特色を持ちつつ発展してきた。しかし、公共図書館が少数民族住民

に対してどのようなサービスを提供するかということについてはまだ十分議論さ才1ていな

しし

本研究では、 1949年中華人民共和国建国以降の時期を対象とし、 55少数民族の一つであ

る朝鮮族に焦点をあて、民族政策との関連から延辺朝鮮族自治州公共図書館のサービスの

歴史と現状を明らかにする。中国の少数民族に対するサービスは、公共図書館的な本幾能を

持つ少数民族自治地区公共図書館の役割の一つである。この少数民族自治地区公共図書館

の発展の経緯を明らかにするとともに、現状と課題について多文化サービスの視点えから検

討する。

研究方法は、中国公共図書館の歴史とサービスの経緯、少数民族政策、少数民五矢地区公

共図書館に関する文献研究を行った。さらに、延辺朝鮮族自治州公共図書館を対象とし、

資料調査と図書館関係者に対するインタビュー調査を実施した。そして、それらの誠査結

果を分析し、考察を加えた。

論文の構成は、次のとおりである。第 1章では、研究の百的、研究方法、本論文の構成

および用語の定義について論じた。第 2章では、中国公共図書館の歴史的経緯、辛子に中華

人民共和国建国以後の公共図書館の変遷について概観した。第 3章では、r-tt冨におけるあ

の少数民族の状況について、中国政府の少数民族政策を中心にその変遷についてまとめる

とともに、少数民族自治地区における公共図書館の概要および少数民族自治地区における

公共図書館の政策について論じた。第 4章では、具体的事例として 55少数民族の一つであ

る朝鮮族をとりあげ、中国の朝鮮族形成の歴史、現状および中国政府の朝鮮族に対する政

策について検討し、朝鮮族自治州公共図書館の成立とその後のサービスの変遷について分

析した。第 5章では、中国少数民族自治地区における公共図書館のサービスについて考察

を行い、問題点と今後の課題も提示し全体的な結論を述べた。

本研究において、中国の少数民族自治地区における公共図書館は民族政策の影響を受け、

当地の少数民族に対するサービスを提供していることを明らかにした。しかし、少数民族

自治地区の公共図書館が抱える問題は山積している。 (1)少数民族自治地区における公共図
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は経済基盤が弱い、 (2)少数民族自治地区の公共図書館サービスに関する政策が不ト分

である、 (3)中1111の少数民族自治地区における公共図書館の機能およびサービスの目的は利

用者の情報要求よりも国家政策の遂行することを優位にある、 (4)少数民族自治地区におけ

る公共図書館は少数民放利用者に対するサービスの意識が低いといったことが明らかにな

った。

本研究では、中国の民族政策が少数民族自治地区における公共図書館のサービスに与え

た影響の検討に重点をおき、延辺朝鮮族自治州公共図書館を事例として検討したが、他の

少数民族自治地区の状況や延辺朝鮮族自治州内の他の図書館について十分な分析を行うこ

とができなかった。これらの有について今後の課題としてとり組んでいきたい。

This research focuses to analyze library services in Chinese minority autonomic 

district after the founding of the People's Republic of China in 1949. The research 

Inainly summarizes the history and the current state about the services for Chinese 

minorities in lninority-autonomy-district public library， and i辻tis clarif五iedfrom Chinese 

gover、'nmηe1川ltpo叶li犯cyon mlnon甘此tieωs.

The Autonon10us Korean Prefecture of Yanbian Public Library is taken up as a 

concrete case. Details of the histOl・yof the Autonomous Korean Prefecture of Yanbian 

Public Library are clarified， and the cun・entproblem are examined from the aspect of 

111ulti -cultural services. 

The research lnethod is collected the documents of the Chinese public library and 

library services， Chinese lTIinority policies， the minority-autonomy-district public 

libraries and the Autonomous Korean Prefecture of Yanbian Public Library. Those 

investigation results are analyzed， and some considerations are added. 

The composition of the thesis is as follows. Chapter 1 discussed the definition of the 

terms in the research， the purpose and method of this research. 1n Chapter 2， it took a 

general view of the transition of history of the public library in China. 1n Chapter 3 it 

was mainly brought Chinese minority policies， and discussed the policies of the public 

library in the minority autonomic district. Chapter 4 dealt with the history of Korean 

people in Chinaフ andanalyzed the policies for them， and summaried the history of the 

Autonomous Korean Prefecture of Yanbian Public Library including the transition of 

service with the changing of polity in China. 1n Chapter 5 it was presented the problem 

and described the overall conclusion. 

(研究指導教員:溝上智恵子、部研究指導教員:山本JI慎一)
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大学図書館における潜在的利用者につし 1て

A Study on the PotentialむsersofむniversityLibraries 

200323979 

飯島恵子

社会はここ数年、デジタノレ技術にもとづくコンピュータとネットワークによって著し

く変化し、様々な情報を簡単に、場所を特定することなく得られるようになった。しか

し、それらは、大学図書館の学術的情報の宝庫に全てかわるものではないと考える。こ

のような情報社会において、大学図書館では大学在学iゃに、図書館にほとんどあるいは

全く来なし¥(利用しなしサ学生(潜在的利用者)が存在する。図書館員は図書館を利用して

いる利用者を対象とした動態調査をすることで満足しているが、その陰にいる見えな

し1利用者(潜在的利用者)の存在に呂を向ける必要があるのではないだろうか。それ

らの学生は、なぜ菌書館に来ないだろうか。来る必要がないのだろうか。また、 1者報は

どのようにして得ているのだろうか。

本研究は、上記問題意識に基づいて、日本では十分に検討されてこなかった潜在的利

用者の概念、情報行動について研究し、潜在的利用者の定義を明確にした。また、現在

日本の大学図書館において行われている実態調査等を分析することにより、潜在的利用

者についての調査、分析の必要性を確認、した。次に、大学図書館の学生の利用状況、大

学図書館や勉学などの意識について、アンケート調査を実施し、その結果をもとに分析

を行った。

アンケート調査は、大学図書館を事例に、昼間部に在学する 3年次生 (4，528名)を対

象に実施し、有効サンフ。ノレ数は 740であった口調査項目は、 (1)利用状況 (2)利用頻度

(3)満足度 (4)利用指導状況 (5)情報収集の方法 (6)学生生活や考え方・感じ方など

である。分析については、学生を図書館の利用頻度によって①高利用層 ②中利用層

③低利用層 ④未利用層に 4分類し、ほとんどあるいは全く図書館に来なし、(利用しな

しサ利用者(④未利用層)を潜在的利用者とし、顕在的利用者(①②及び③)との比較・分

析を行った。

研究の結果、大学図書館における潜在的利用者について次のことが明らかにな

った。(1 )就学時など、読書に対する家庭環境や小中高等学校で、図書館利用指導を受

けた経験が大学図書館の利用頻度に影響するとは限らない。(2 )潜在的利用者は、大

学図書館の必要性を感じない割合が高い。(3 )潜在的利用者は、レポートの作成日寺と

授業・ゼミナーノレの発表時においては、大学図書館よりインターネットを利用する。

( 4 )教員から資料の推薦、図書館の資料の探し方の指導の有無が学生の図書館利用頻

度に影響する。これらのことから、潜在的利用者の図書館利用頻度を高めるには、潜在

的利用者自身が図書館の利用の必要性を感じるということが重要であり、それには大学

図書館が彼らの勉学にどれだけ役に立っかを知らせる必要があると考える。

その方策として、まず、教員による図書館に対する協力が必要であると考える口家庭



環境や大学入学前図書室の利用指導が利用層に直接影響をあたえているとはいえないと

いうことは、大学入学後の利用指導が重要であるといえる。利用層に大きく影響を与え

る教員による図書館利用指導や授業、ゼミナーノレなどで図書館の利用を促すことにより、

学生は図書館を知り、多くの資料から研究することを知り、図書館の必要性を知ること

と考える。また、図書館も IT社会に却した利便性を活かした図書館作りをしていく必要

があると考える。そして最後に、図書館員による「図書館利用ガイダンスJを単位制に

し、それぞれの時期に応じて行う講習を学生に義務付けることにより、学生全員が図書

館を知ることになると考える。図書館員も教員と連携し、学生が何を求めているかを常

に理解するよう努め、協力していくことが今後の大学図書館の存在値値につながるであ

ろう。

Most students in a university use the servIces of the university librariesラ butthere are some 

who seldom make their appearance in them. Presumably there are some reasons for their limited 

Llse of them. This paper investigates into the inaccessibility of the services that the university 

libraries provide and is an attempt to indicate what should be done to encourage the potential users 

to utilize them. 

1 have conducted a survey on 4，528 junior students at a university. The number of effectual 

samples was 740. The questionnaire I sent out to them included the following questions: Why do 

they not use the libraries?; do they not recognize the need for them?; how do they gather 

information， if not from them? 

The findings of the survey have shown that there are four reasons for the students' failure to 

Llse their library. Firstly， neither reading experience in their childhood nor education they get at the 

levels of elementary school and junior and senior high school is correlative to the frequency of 

their visits to the libraryラ andthe two do not help increase it. Secondly， few studentsおllygrasp the 

necessity of it， even though they can be potentia1 users. Thirdly， they utilize the Internet instead of 

their library when they are working on research papers or preparing for classes including seminars. 

F ourthly， instructions 合omteachers on research materials and methods are related to the frequency 

of their visits to their library. 

The results of the survey have also revealed that recognition of the necessity and usefulness of 

the library on the p出iof students wiI1 increase the frequency of potential usersラ libraryuse. 1n 

order to inculcate its importance in them， 1 suggest that the introduction of the library should be 

il1corporated into a subject of study， and that teachers who exert a great influence on students 

should play a significant role in directing their students' attention to the library. This requires a 

high level of cooperation between teachers and the librarians. 

(研究指導教員:溝上智恵子高Ij研究指導教員:石井啓豊)
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学術情報アクセスにおけるリンキングプロセスの研究

Research on the Linking Process in Access for Scholarly Infom1ation. 

学籍番号:200323980 

氏 名:小田切夕子

語的:本研究は、文献選択と原報入手の両プロセスをつなぐ新たな1)ンキングフ口セスを提示する

ことを目的とする。そのための研究デザインとして、通合性判定のフ口セスを利用者の認知的側面

から分析し、どのようにリンキングシステムにつなげるかについて検討した。本研究では、適合性

判定プロセスの理解に認知心理学における「表象j の概念を導入し、「表象化・すりあわせモデル」

として次の仮説を提示した。 H利用者は、タイトルや抄録中のキーワードから論文本体をH表象牝H し、

適合|主の判定をおこなっている。その表象と、 BrendaDen'Inの意味付与アプローチにおける"ギ

ャップ刊とをすりあわせることが適合性判定-の中心的なプロセスである。 11

方法:このモデルを検証し、適合性判定で行なわれている情報処埋を具体化するために、適合性判

定の実証実験を行った。被験者は、図書館情報学、獣医学、動物応用科学を専攻する学部学生と大

学院学生(修土)の 7人で、ある。被験者自身の検索要求に基づき JSTPlus(JDream)を検索し、プ

リントアウトした結果に対して、注目する箇所にマーキングを行いながら適合性を判定した。判定

の過程をすべて発話する発話思考法により被験者がどの様な内的プロセスを経て判定を行うかのデ

ータを収集した。この発話データは、書き起こしてプロトコル分析し、「表象化Jrすりあわせ・評

価Jr言及要素」の 3つの側面からコード化を行った。また、検索結果レコードは、入力値の特徴を

学習して似たヰ幹設を持つものを近くに集めるアルゴリズムにより多次元データを2次元に視賞化す

るSelf-OrganizingMap (S01l1:自己示Jli織化マッフヲによる分析を行った。

結果:プロトコル分析の結果、適合性判定のプロセスにおいて表象化仮説を支持する結果が符られ

た。すりあわせについては、すりあわせのフoロセスがあることは否定できないという結果にとどま

った。言及要素は、「主主題性j が最も多く、次いで「文献あるいは文献が扱う内容の種類・レベルj、

「新奇吋|也、「被験者との関連性」、「権威ム「新しさJであった。また、キーワード情報あるいは利

用者自身の経験に基づいた知識を用いる発話も確認された。 ぬ方、各レコードに含まれるも主星カテ

ゴ1)ーコードの件数を SOMによる分析用データとした結果、類似文献が近くに配置されたことか

ら、この方法がSOMを使い検索結果のレコードを分析する!擦の妥当な一手法であることが示され

た。また、 SOMの各レコードを示す領域に被験者の発話を重ねたところ、“文献内容の深さ門や“文

脈のもつ特徴"を反映したと考えられる配置となっていたo

結論:利用者が原報の具体的な内容を類推しながら判定を行っていると考えられることから、利用

者が文献を選択する際にフルテキストがすでにリンクされており、その内容を随時確認しながら文

献を選択するという新たなリンキングフロセスを提案した。また、「ある分野の権威者Jr *在!或ある

機関Jr雑誌の質」などを、リンキングシステムの知識ベースとすることを提案した。最後に以上の

提案を総括する、新たなリンキング?システムモデ、ルについて検討した。また SOMについては、 SOM

の配置に重ねたフロトコルが正しく SOMの配置を説明しているかについて検証を行い、 SOMが

カテゴ1)ーコードを入力値として“論文の取り扱う内容の深さ"や“抄録の文脈的特徴"を分析で

きる能力があることが示されれば、 SOMは新たなリンキングシステムのインターフェースとなり

得る。このことから、今後SOMについて詳細に検証する価値があると結論した。
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Objective : This paper ainls to present a new lnodel of the linking process using an 

investigative 111ethod出atanalyzes the process of document selection frOIn the user's cognitive 

pointペコf-view and examining how to incorporate出isprocess into the li叫くingsystem. In this 

research paperヲ thefollowing hypotheses are presented as the "Representation -Gaps -

Evaluation" ITIodel; To judge the relev組 ceof a docun1entラ auser makes up the "'Mental 

Representation" of the main body of the paper based on the ke戸;vordin the records. The 

process of judging relevance depends on the userヲsevaluation of the Mental Representation vs. 

the Gap. 

Methods:百出 researchset up an empirical expe出nentto velify the model and to 

evaluate how the user processes infonnation while judging relevance of documents. The 

participants were graduatε(master) and undergraduate students， from Libr紅yInformation 

Science， Veterinary Science， and Animal Applied Sciences. Participants were asked to search the 

JSTPlus (JDrean1) database with their actual information needs in mind. They marked 

portions of the printouts which they paid attention while thi叫cingaloud about their process of 

detem1ining docUlnent relevance. All sessions were audio-recorded and仕組scribedラ andthen 

anal yzed to detem1ine出esubjects' cognitive process.百lere甘ievalrecords were also analyzed 

bya Self心rganizingMap( SOM) algorithm that auton1atically orga出zesthe documents onto a 

two-din1ensional grid with related docun1ents appe訂ingclose to each other. 

民esults: The results suppo口theMental Representation hypothesis was suppo抗edラbutthe 

full "Gap -Evaluation" is inconclusive. Moreoverヲ theprotocol data出atused the knowledge 

based on keyword infum1ation or出euser's own experience were confIrmed. On the other 

handラ thesedocun1ent data were arranged by assun1ing出esubjωcategory codes included in 

each record to be an input value so that similar documents were nearby. 官邸 shows出at出e

method of analyzing the retrieval result with a SOM algorithm is an appropriate sole method for 

analyzing these results. 1t was an紅Tangementthought to have reflected "the depth of也e

docun1ent 's content刊 and"the feature of出econtext刊 sincethe紅 白 of出eSOM where each 

record was compared wi白血esubject's protocol in出at紅 白 .

Cond出 ion: This paper proposed a new linking process "Re出evalresult 0 L凶∞g

document 0 Document selection 11 based on the idea that the user judges document relevance 
while analog立mg出econtent of a full四textdOCUlTIent. ¥¥もen出euser selects the documentラ it

lS n1初 erof executing the selection while confIrming infonnation on a full-text document at any 

time. ln additionラ itproposed "AuthOlity person in a certain field"， "Organization where the 

authorityexisted"ラ 組d "Quality of出ejoumal" to be the knowledge base ofthe Iinking system. 

Moreover， i f it can be shown that SOM make it possible to analyze "the depth of the document 's 

content"乱nd"the feature of the context"う SOMcan become the interface of a new lit水mg

systen1. 1t would be worthwhile to further exan1Ine the possib泣itiesfor the SOM algori出m.

(研究指導教員:永田治樹 高IJ研究指導教員:宇陀員IJ彦)
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IFLA(国際臨書館連盟)の現状と塵史的概観

Present State and Historical Surνey of IFLA (Internationα1 F ederation of Libralツ

Associationsαnd Institutionsノ
学籍番号 200323982

小泉徹

IFLA(国際図書館連盟 lnternationalFederation of、LibraryAssociations and lnstitutions)は

1927年エジンパラで、フランス、英国、ドイツなど 15ヶ閣の代表により、国際連盟内のI1lC(国際知的

協力機関)の援助を得て設立された。第一次世界大戦後の軍縮と国際協調の時代であった。束の

間の平和の時代も 1939年には第二次世界大戦が勃発し、 IFLAも7年間活動を停止せざるをえな

かったが、戦後は他の国際組織と同様にユネスコのサポートを得て、各国の国立図書館やliJ際組

織とも協力して組織と活動を拡大していった。現在は、約 150ヶ国、 1700の各国図書館協会、国立

図書館等の機関が加盟し、図書館関係では最大級の団体に成長している。

本稿は、図書館の専門職協会としての IFLAの全体像をテーマとして、運営・組織の現状、およ

び歴史的背景から将来的な展望までを概括したものである。結論としては、以下のような項目にま

とめられるD

(1) IFLAの活動は4つのカテゴリーに区分できる。分科会 Sectionと呼ばれる約 50のテーマ別の

常任委員会(委員は約 700名)による専門活動、国立図書館が主体となったコア活動、各回の

会員代表と参加者によって開催される年次大会、執行部による対外的活動、である。

(2) rFLAの活動の各レベルからは、宣言 Manifesto、決議 Resolution、声明 Stateme川、指針

Guideli問、基準 Standardなどが公表され、図書館諸活動の国際的な標準となっている口

(3) IFLAは戦前には欧米諸国中心の国際組織で、あったが、戦後は第三世界の図書館協会や

国立図書館等の参加によって組織が拡大したO アメリカの経済的・技術的影響も無視できない

が理事や委員の 6害IJはヨーロッパ出身で、あり、財政や運営方針的にもヨーロッパの影響力が現

在でも強い。

(4) 組織拡大を続けてきた IFLAは 2000年に規約を改正し、会長任期、選挙方法、会費制度な

どを改訂して、組織をリストラクチャリンクマし、脱国家主義的な政策への移行が窺える。また、今

後はヨーロッパや東南アジアなど地域主義的な図書館の連携も強まるのではなし¥かと思われ

るD

(5) 対外的には IFLAは国連 NGOのひとつであり、理念的にも資金的にもユネスコとの結びつき

が強い。その意味でIFLAの根本理念、には強し¥平和希求の底流がある。 IFLAにはこれまで政

治的に対立している国も参加してきており、近年関係が薄くなったイスラム諸冨と‘も今後は積極

的に交流を回復してし¥くべきではないか。

(6) 日本を代表する IFLA会員である日本図書館協会は、運営方法や定款などについて国際的

な標準に基づいてより民主的かっ機能的な方法を再検討し、国内の図書館や諸団体に対して

IFLAへの積極的な参加を要誇してし 1くべきであろう。
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IFLA (the International Federation of Library Associations and Institutions) was 

established in 1927 in Edinburgh by the representatives from 15 countries including 

Franceラ theU nited Kingdomラ andGermany et al. It was the time of disarmament and 

international cooperation. But it did not last long. Soon after， in 1939ラ WorldWar n 
broke out and IFLA was not active for 7 years. Howeverラ afterthe war， it expanded its 
organization and activities againラ gettingthe support of the UNESCO as well as other 

international organizations. At presentヲ IFLAis a large international organization with 

1700 associations and libraries from 150 countries are affiliated. 

This thesis deals the present state of IFLA and its historical background. The 

conclusions of this thesis are as follows. 

(1) Activities by IFLA are categorized in the following four activities: Professional 

activities by about 50 Sections (the SalTIe as Standing Committees) which include 700 

librarian volunteers world wideラ theexternal activities by the executive committeeラ the

core activities mainly by the national librariesラ andthe annual meeting by the 

representatives of membership and all other participants. 

(2) IFLA releases statements at various levelsう suchas a n1anifest， a resolution， a 

regulationラ apolicy， a guidelineラ aregulation and so on. In general they are regarded 

as universal standards for library activities. 

(3) After the World War II， IFLA was expanded with the participation of the 

Third-World countries. The economical and technical influence of the USA is 

negligible， with sixty percent of members of executive board and committees coming 

from Europe. Financially and administratively the European influence is still much 
larger. 

(4) In 2000 IFLA revised its Statutes and restructured its organization. The term of the 

President was shortened， the postal n1ethod of election was adapted， and the al1ocation 
of the national men1bership fee systen1 was changed to institutional basis. In terms of 

policyラ thereis a trend to trans寸1ationalismand regional cooperation which wiI1 be 

strengthened in Europe and Southeast Asia etc. 

(5) The external character of IFLA is that of NGO having formal associate relations to 

the United Nations. UNESCO is supporting IFLA financially and ideologically. In the 

senseラ thereis a strong longing for peace underlying the policy of IFLA. Hostile 

countries are son1etimes involved in IFLA activities. These yearsラ restoringits 

relationship to libraries in Islamic countries should be a pressing necessity. 

(6) As the representative member of IFLA in Japanラ itis necessary for the J apan 

Library Association to exan1ine their administration and statutes in light of the more 

deITIOCratic and functional ways of the international standards set by IFLA. JLA should 

urge other libraries and associations to bεmuch involved to IFLA's administration. 

(1l]f究指導教員:寺田光孝高!日1芳究指導教員:薬袋秀樹)
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大学図書館における CR臨 (CustomerRelationship脱anagement)の構築

Appl ication of CR問 (CustomerRelationship Management) 

in University Libraries 

学籍番号 200323983 
氏名斎藤未夏

今日の大学図書館においては、情報処理技術の革新とインターネットの急速な進展の影響に

より、紙媒体資料に関わるサービスだけでなく、電子化された多数の資料や情報をも提供して

おり、ハイブリッドなサービスを展開している。それに伴い、図書館と顧客(利用者)との~与

のコミュニケーションのあり方もハイブリッド化し始めている。このような変化のなかで、顧

客に対する新しいコミュニケーションのあり方を確保した顧客リレーション(顧客との関係)

を再構築することが求められている。

本研究は、顧客のニーズを的確に把握し、環境変化に対応できる図書館のビジネスプロセス・

モデル策定を目的として、近年産業界において注目されているマネジメント・ツールであるじ問

(Customer Relationship Management)の、大学図書館における構築を試みるものである。

CRMは、企業と顧客が接するすべての場面(コンタクト・ポイント)において、顧客情報を

収集し顧客に関する知見。理解(顧客インサイト)を形成することによって、適切なコミュニ

ケーションを行い、顧客とのリレーションを形成・維持するものである。

そこで、大学図書館と顧客とのコンタクト・ポイントを明らかにし、そのコミュニケーショ

ンの実態を把握するため、顧客及び図書館職員に対し間取り調査を実施した。顧客に対する調

査では、 A大学図書館に来館した学生 28名に対してインタビューを行い、その発言からコンタ

クト・ポイントを抽出した。 一方、図書館職員に対する調査では、同図書館において、段々な

立場や年代の図書館職員 6~7 名から構成される 2 つのグルーフに対し、フォーカス・グループ・

インタビューを実施し、発言のトランスクリフトを起こした後、文脈を踏まえてアイテム化し

たうえで、重要なカテゴ 1)ーを抽出した。

産業界においては、 CRMにおけるコミュニケーション戦略として、一種のコンタクト・ポイ

ントとしてのブランドに注目し、ブランド価値を高めコミュニケーションを促すことが試みら

れている。しかしインタビ、ュー調査においては、大学図書館におけるブランドたる、図書館が

提供するサービス名は顧客からまったく言及されず、図書館側と顧客併!とで共有できているブ

ランド、価値は確認できなかったし、顧客側からみた図書館のコンタクト・ポイントは物理的な

エンカウンターの場など極めて機械的な理解であった。一方、図書館職員に対する調査では、

職員が、人員の不足や顧客との視点のずれなどのために有効なコミュニケーションが行われて

いないと感じていることが確認された。人材育成(研修)制度や組織体制、組織文化(l織員の

意識)を変化させるとともに、顧客と図書館職員との間でブランドなどを通じて共同意識を育

むことによって、コミュニケーション改善の枠組みを急ぎ構成する必要性があると考えられる。

これらの調査結果を踏まえて顧客インサイトを形成する j二で有用な、各コンタクト・ポイン

トにおいて入手すべき顧客情報について選定を行った。今後のサービス戦略として有効な「図

書館ポータルJを想定し、ブ、ロップィ (PeterBrophy)の包括的な図書館モデ、ノレに基づ、き有用な顧客

情報を選択し、またそれらが登録デー夕、選好デー夕、過去の情報アクセスの履歴に分類されること

を明らカ瓦にした。

以とのことから、大学図書館においては、顧客との適切なコミュニケーションが行われてお

らず、言い換えれば顧客リレーションが形成・維持されていないことにより、 CRM構築のため

には、ブランドを含むコンタクト・ポイントの再設計、またそれを支える業務体制や組織文化

の改変により、顧客インサイトがもたらす大学図書館における顧客リレーションの改善とその

検証を行う必要がある。このことがビジネスプロセス・モデルの設計の前提となる課題である。
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Nowadays in university libraries， the innovation of information technology and the 
rapid progress of Internet. have brought so to speak hybrid service which cover both 
plwsical informat ion resources and digi tal resources are provided. Based on this 
situation， the communication between a library and customers (users) has become to be 
hybrid. Accordingly new custo附 rs' relationship management which is secured the state 
of the new communication to customers is reQuired. 
The aim of this research is the app! ication of customer relaUonship management (CRM) 

in university libraries in order to setロpthe bus iness process毘odelwhich is conformi ty 
wi th the needs of customers exactly and continuεrea 1 i z ing and prov i d i ng 1 i brary serv i ces. 
CRM builds up and maintains relations with customers in al1 the scεnes that a co田pany

and cus tomers to日ch(“contact points")， by forming customer knowledge-base and 
understanding about them(“customer insight" ). 
Then， in order to clarify the contact points between university libraries and cひstomers

and to grasp the actual condition of the communication， two types of interviewing were 
conduct巴d.Firstly 28 interviews to the students who ca盟eto A university library were 
contacted and the contact points were extracted fro部 interviewee's statemenし And
Secondlyas， lwo focus groups of 1 ibrary staff interviews were carried 0江tat A universi ty 
1 ibrary. Focus groups were consisted of 6 and 7 staffs of varioむspos i t i ons or age groups. 
After itemizing the transcript based on the context， the important categories were 
extracted. 
1n the industrial world the brand as a kind of contact points is paid attention， and 

the communication is urged to raise this brand value in CRM. Then， however the brand， 

na悶elythe name of services in university libraries was not referred in the student 
interviews. which means al罰ostno brand value sharable by the library and the customer 
side at present. And it can be said that the contact points of library see丑fromcus tomer 
side are a very mechanical understanding. Moreover， according to thεfocus group 
interviews of the 1 ibrary staffs. they don' t think effect ive communicat ion is performed 
because of shortage of staffs， a gap of viewpoints with customers， etc. While changing 
staf[ training syste乳 anorgan i sm sys tem and corpora te cu 1 t自re，i t i s though t tha t there 
is the necessi ty of consti tuting the framework of a communication improvement by growing 
joint consciousness belween customers and library staffs through the brand etc. 
Then， it selected customεr information which should get in each contact point to form 

customer insight. I t was shown clearly that useful custo毘erinformation is selected based 
on “generic library田odel" of Peter Brophy， and it is classified into the history of 
information access of registration data， preference data， and the past supposIng 
effective If library portal" as a future service strategy. 
From the above th i ng， f or C附 applicationin university libraries， it need the 

i賠provεmenLand lhe verification of customer rel呂tionwhich is brought by the customer 
insight by the re-design of the contact points containing a brand and the improvement 
the operat ing organization and the corporate cul t日re，because the sui table communication 
wi th customers is not performed， in other words. the customer relation is not formed and 
出aintainedin university libraries. This is the issue which will be the presupposition 
for the design of a business process model 

(研究指導教員:永田治樹 副研究指導教員:溝上智恵子)
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大学図書館における ILLサービスの受付業務に関する研究

AStudy on 1江..Jservice transactions in ul立versl句 協ral'1eS

学籍番号:2002518 

氏名:I河本奈津子

図書館関で、行われる相互貸借{Interlibr担 γloan:ILL)サービスにおいて、現在この業務は現物貸f昔や文

献複写に関わる所在探索とメッセージ交換を結び、つけたシステムにれを一両院に iIはJ システム」と呼ぶ)

を中心に展開されている。

1992年に開発された NACSIS-ILLシステム併殺によって、わが国の大学図書館のILLサービスは大

きく伸張し、 ILL業務の場面で、受付件数の急激な伸びがみられた。この結果、業務量は増加した。 しか

しそれにもかかわらず、電子的なメッセージ交換により生琉8された時間を除いても処理の日数はわずかで

はあるが短縮されてきた。

ILLサービスの受付件数増加と処理日数の短縮の要因がILLシステムにあるといった全般的な報告はい

くつか存在する。しかし、どの部分が、どのような対応をしたから変化したという報告は少ない。報告は

されていないが、なんらかの変化、あるいは業務改善があった可能性はあろう。

そこで、今後も予測される ILLサービスの高依存化趨勢において、この業務態勢はどのように展開され

ていくべきかを考えるために、本研究ではILLサービスにおける処理工程を精査することによって、 ILL

システムの導入によってどのような問題が発生し ILL業務がどのように展開されるようになったカ1をと

らえようとした。

ILLサービスの受付業務における作業の処理工程を明らかにするために、 ILLシステム・フローを調査

した後、各大学での実践を正確に把握するために、国立大学・私立大学の中央図書館・分館図書館への訪

問調査を試みた。

訪問調査ではまず、個々の大学図書館における受付業務における作業の流れ、作業内容、そしてイ乍業条

件等を確認し、その作業内容や作業条件を、受付開始時間や担当者の人数などの処理体制・提供範!If:1.受

付方法・資料の配置場所情報の点検に必要な目録数・資料の確保手段・発送経二路などの要素に整理した。

また、調査で得た情報から大学図書館の受付業務が受付・所在調査・資料確保・発送準備-発送によって

構成されているととらえた。

そこで、さらにより詳細に ILLサービスの受付業務の処理過程を把握するため、回(Industrial

Engineering)の手法を適用し、分析を試みた。

分析ではまず各大学図書館の業務における作業を工程・単位作業・要素作業・単位動作の 4つのレベル

に区分し、作業を階層化した図を作成した。このことによって分析においてと、のレベルまでの作業を見れ

ばよいのかがわかった。

単位作業のレベルで作業の段階を示す工程図の作成では、作業を加工・検査・移動および停滞に分類し、

作業の段階を把握することで、各大学図書館の作業の処理工程の差異やILLシステムを使用した受付とそ

うでない場合の受付の場合の作業との比較をした。

次に、単位作業からは見えなかった取り組み方の違いを見るために、単位作業がどのような動作で=なり

たっているかを示す要素作業のレベルで工程図を作成し直し作業の段階を確認した。

その結果、本研究では、次のことカ瀦認できたといえる。

ILLサービス受付業務の処理工程において ILLシステム導入が受付・資料調査・発送ヰ封語部分に影

響を与え、作業票の受付番号の自動記載や資料配置場所の自動記載がFaxや郵便など他の受付方法に

比べ、作業の省略を実現させている部分もあった。しかし、依頼機関の判別など作業が増えている部

分もあった。また、資事↓石室保工程では受付方法による差異はほとんど見られず、 ILLシステムによる

作業の変化はみられなかった。

各大学図書館における作業の判断基準をまとめたところ、受付方法の違いによって所在調査をf乍業票

だけで判断するかOPACで検索するかなど、受付方法・支払い方法・資料の種別・目録データの統合

性・提供方法などによって異なる作業パターンが発生していた。また、これらの判断は作業票に記載

されている情報を元に実施されていた。
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作業の停滞は他の作業終了待ちと資料入手時に発生する問い合わせの図答待ち、そして遠方からの資

料入手時の資料到着待ち、先払いの際の入金待ちに見られた。

今回の調査では移動~ê再任や作業時間などは計測していないため、作業の差異における具体的な処理時間

の差を見ることができなかった。移動E酪ltや作業時間を百一間IJし、今回得られた作業パターンの差異がどの

程度の作業時間の違いを生むのかを見ることを今後の課題としたい。

Generally nowadays rrよ(Inter-libraryloan) service transaction in university library us白 出eNACSIS-ILL 

system但よsystem).

百leILL service of出euniversity library of our∞untry has expanded greatl y.百les甘etching出enumberof

acce凶 ncema佐官soccurs rapidl y and was s伐 nwith the environment of出e宜上 businessdue to the 

O戸支ationof the NACSIS-ILL system develo戸din 1992.百lebusiness acti吋ti岱 W倍近soinαeased 

because ofthis. 

百lesystem aIso hel戸 inincreasing出equantity of service request and shortening the inαease出es詳氾dof

戸ocessingwhich inれll11providing faster services to出ecustomers since the in甘oductionof ILL systemJ 

Howeverヲthere泣"ea few reports of a work change by in甘rx:luctionof the 宜上system

The PUrJXぉeof this paperヲ出e陀 fo陀， to make clear the problem generated by introduction of出eILL 

system and change of豆上回nsactionby scru也1lZillg出eprl舵岱smgprlぽ ess.

hぽ dぽ tocheck出ework f10w of n上 proc岱 smgラ thecontents of work a working condition， etc吋 it

mv岱 tigatedin Nationa1 universiti岱 librari岱 andPrivate山首versityli肱加岱.

1t caughtヲ whenthe凶 nsactionof ILL sむvicein unIversity library consists of request is received， 

determine material availability by library ca凶og，picked up materiaI， materiaI prlα::essing， and mail goods. 

And in ordぽ togr出 p出epr抗出smgpr伐疋ssof ILL service in de泊並smoreラ it3I温lyzedwi白血e

application of the technique of IndustriaI Engineering. 

1 : Work was classified into foぽ levelof a process， funぬmental0戸ration，element work， and unIt 

operation，and出ehier訂-chyfigure of work was created. 

2: The prぽ岱st10wchart was created on the Ievel of the work of u11It opぽation. 3: By出国lysis2ラinordぽ

to s白出edifference in出eILLpr低岱singwhich did not becoロ1eclearラ出ef10wchart was 民-createdon出e

level of element work 

百le出r伐 followingthings have been checked in this research. 

1:百leILL system has changed出ework of acceptance， arrangement information acquisition of material 

andmailg以対s.However， whethぽ in住吋uctionof ILL system made reasonable prぽ岱singdiffered in each 

山立versitylibrary. 

2: As fiぽ出ecrit白iaof the work in each山古versitylibraη，出eacceptance me出od， method of pa戸nent，

bookormag泣 ine，integration of catalogラcopyor material， etc. were various. 

3:S臼gnationof work was caused by some next factors. 

a.atthe町田of waiting for other work end in也ecase of processing two or紅白rea宜むrssimultaneously 

b. it is waited fiぽ aninquired answer to occur at出etime of document acq出sition

c. it is waited for d悦 umentanival at出etime of document acquisition企oma distant place 

d. Payment waiting in the case of pa戸nentin advance. 

h 出isinvestigation， nei出町 movedistance nor working hours was meas町 ed. A 白血resubject is 

measuring distance and出neand grぉpinga time difference. 

(研究指導教員:永田治樹菌防庁究指導員:石井啓艶
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高等学校図書館における利用指導のテキストに関する研究一東京都立高等学校の事仰jを中心に-

Rβsea1・chon the textbωk oflibrary use education in high school己br訂γ

-Case with public 1立ghschool il1 Tokyo-

2002525 

小林忠告

利用指導は学校図書館の重要な役割のひとつである。利用者向けの利用指導テキストは刷用指導を支援す

るツールの一つで、学校図書館の萌芽期である 1950年代頃から各地の学校図書館などによって作成されてき

たが、近年は作成されていなしl。そこで、本研究では 1950年代から 1970年代にかけて、東京都立高等学校

の専任司書教諭らが作成した数冊のテキストと当時の類似の資料、現在の資料を比較し、それぞれの内容と特

徴を明らかにする。また、専任司書教諭のテキスト作万む邸主における活動を調査し、その役害せを明らかにする。

以上をもとに、専任司書教諭の作成したテキストの意義と限界について考察する。

研究方法は、文献・資料調査、アンケー卜調査、インタヒ‘ュー調査を行ったO

現在の利用指導の現状、及びどのような資料が作成、使用されているかを調査するためlこ、東京都立高等学

校図書館へアンケート調査を行った。また、テキストの作成のための活動やテキストに対する当II寺の評価、現

在の評価を調べるために、東京都の元専任司書教諭、現在の学校図書館職員にインタヒ、ユーを行った。テキス

トについては、その発展過程、特徴を明らかにするために、作成の儲章、自的を調べ、当時の他のテキスト等

と比較した。研究会の活動については同研究会から出版されている文献やii形宅会に関するj在言語己事などを収集

した。

本論文は次のような構成となっているG 第 l章では研究の目的と背景、研究方法、先行二研究についてまと

めている。第2章では、学校密書館の歴史を概観し、東京都の専任司書教諭制度の歴史的経主主章と砂汚モ活動につ

いて述べている。第3章では、現在の東京都立高等学校における利用指導の現状について、使われている資料

や利用指導の実施状況について調査した。第4 章では、 1950 年代~1970 年代に作成された数fTHの利用者向け

利用指導テキストについて比較し、作成の経緯をまとめている。第5章では、以上をもとiご、考察を行い、第

6章では今後の課題をまとめている。

学校図書館は 1953年の「学校図書館法Jtこよってその必置が定められた。戦後、多くの学校て盛んに設置さ

れ、{iJ祝されたが、その後の教青改革の流れによって、その儲リは教育現場から忘れ去られてしむ 1980年

代後半、再び学校図書館に注目が集まり始めた。学校図書館への関心が高まり 1997年にt学校図書館法の改正

がなされた。

学校図書館の利用指導の概念、は1950年代に生まれた。当初〕はモデル指定校を中心にできたばかりの学校図

書館でさまさ寸まな実践カ背子われた。しかし、利用指導に対する教員の理解が進まない、手IJ1=円指導を実践する担

当者がいない、教科書中心の詰め込み教育で図書館を必要としないことなどが原因で、そσコ実践はなかなか根

付かなかった。近年になって、「総合的な学習の時間j、「調べ学習jなどで、再び利用指導力ざ重視されるように

なり、その担五念も単なる技術の指導から自学能力、情報活用能力の育成へと変選してきたO

東京都の司書教諭制度は、私費雇用職員の公費化i室動の成果から生まれたものであり、当時としては画期的

なものであったが、制度面での矛j雷、新しいlfi誌に対する周囲の理解が進まなかったことなど問題点も多かった。

しかし彼らの研究活動がその後の都SLAや東京都立高校の図書館に与えた影響は少なくなし1)0

都立高校の利用指導の現状の問題点として、利用指導に当てられる時間の不足、現場担当者の時間の不足が

指摘できる。現場担当者を含め、教育現場における利用指導に関する知識の不足も指摘できる。しかし、教科

学習での図書館利用が比較的活発であること、図書館だよりなど様々な方法での利用指導と図書館利用在百韮の

ための活動カ守子われていることは評価すべき点である。

1950 年代'"'-'1970 年代に出版されたテキストに共通することは、計画的な利用指導でf舌fl~するために作ら

れていることである。これらのテキストの効果としては、利用指導の実施を助け、生徒による学習の参考資料

となり、生徒に密書館や学び方への関心を持たせる機会の一つになることが挙げられる。また、可書教諭や学

校司書にとって、利用指導に対する知識がより一層;架まり、図書館担当以外の教師や教青島寄係者達の学校図書

館、利用指導についての関心を高めることができる。テキストの意義はこうしたことにあるのではないだろう

か。『学び方の;力闘はこれらの全ての点で役立ったテキストといえる。
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東京一郎で:tt、1950年十切ら 1970年代に均、け、これらのテキストが専任司書教諭らlこよって作成されたが、それ

以降、新しし¥ものは作られていない。教育改革の影響で利用指導の取り組みが衰退したことも一因だが、作成者で

ある専任司書教諭の人数が採用tl1IJJ支の中JIこによって減少し、その活動が衰退していったことも原因と考えられる。

また、現在はこうしたテキストを作れる人が現場にいない、 n寺1mがないことも明ら泊瓦になった。このことから、東京都の

専任可書教諭がテキスト作成に大きな役割を果たしたことがうヵ、がえる。

Libr泊γeducationis an important r01e of the schoollibrary. Users depend on librarてyeducation

tεxtb∞ks to he1p them 1e担 .TIhowお usethe libr3ly School libraries in J apan have been engaged in 

making library education textbooks since the 1950s. However， recent years have seen a decrease in the 

ntU11ber oflibrmy education textb∞ks that have been produced by sch∞1libraries. The pw下oseofthis 

Iモse3l'chis to discover the ch3l'acteristics of library education textbooks that were created by fu.ll-time 

teacher出rariansin public high schools in Tokyo from the 1950sωthe 1970s and comp3l'e them匂 the

books that a1'e in cWTent use. The cont:ribution ofthe teacher libr3l'Ians in publishing these textb∞ks is 

considered from the wider perspective of their 1'o1es within the schoo1s. 

The cUITent 1‘ese訂 chused three methods of investigation. The五rstwas a literatUI'e review of the 

textbooks and various 3l'ticles that have been written about them. Se∞nd. cWTent sch001 librarians 

were sUlveyedωinvestigate the present state of library instruction and the textbooks they use. Finally， 

cUlTent and retired schoollibrari3l1s were interviewedωdiscover their contribution to the pl吋 uctionof 

both the newぉ1dthe old textbooks andωhear their evaluation of the textb∞ks. 

This rese3l'ch∞nsists of six chapters. The purpose and background of the study， the research 

methods， and previous rese位、chare cliscussed in Chapter 1. 1n Chapter 2， we give an overview of the 

hisωry of schoollibr3l'ies and present a detailed history of fu立-timeteacher libr3l'Ians in Tokyo. Chapter 

3 includes and analysis of the plモsentstate of libr3lJ' education and the mateoals that訂 ebeing used. 

1n Chapter 4， we have a 100k at the main li旬、担yeducation textbooks that were published台omthe 1950s 

ωthe 1970s. 1n Chapter 5， the informationω立ectedin the pre吋ousfOUl' chapters is used as a basisω 

evaluate the 1'01e of lib1'担γeduca tion textbooks and their sigr立五canceωtr出ningin lib1'mγuse. Finally， 

some of the challenges of providing librarγeducation in Japanese high schoollibra1'ies訂 ediscussed in 

Chapter 6 as a guideline fo1' fu1'ther research. 

1n the 1960s， a movement by suppor初出 of schoo1libra1'ies 1'esulted in the practice of providing a 

full-time librarian in Tokyo public high schools. This was a revo1ution3lJ' idea at the time. However， 

many regul3l' teachers did not UI1de1'stand ro1e of the new full-time teacher librarians， regardless of the 

fact that these libr3l'Ians and the Schoo1 Libr担:yAssocia世onpelfonned a g1'eat deal of research that 

continuesω立uluenasch∞1lib1'aries in Tokyo even now. A common feature of library educa註ontextbooks 

企omthis time is that they were designed fo1' 詑 gular，planned use of sch∞1libr3lJ' functions， including 

也、ectionsfo1' students， teachers and schoo1 librmy sta:ff. The textbooks had the effect of promoting the 

students' use of the libl四 γandthe regular teachers' use of the lib1'mγin teac記ngtheir own subjec臼， and 

fostering the expertise of the schoollibrmてystaff. The CI、eationof these text加okswas 13l'ge1y dependent on 

the fuJl-time teacher librarians in 1960s臼 1970s.The eventual decrease in the number of library 

education textbooks that are published can be attl'Ibuted to the fact that educational refo1'ms have 

dec1'eased the ro1e of出r担 γeducationin the cW1'Iculwll， and further・more，that the nunlber of五ill-tinle

teacher librm'Ians has decreased dr3l11atically sina the Tokyo government decided to stop hiring people 

for this position. It was found that there 担~e no people within the CUITent schoo1 system who have bo出

the know ledge and the凶 1eぬ cre府 suchmaterials. 官 官 民fore，the advancement of librmJ1 education 

in public high schools is dependent on the existenぽ offull-tlllleteacher libr3l'Ians. 

(研究指導教員:薬袋秀樹高IJ研究指導教員:平久江祐司)
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視覚障害者のえ‘宇情報環境

The state of text立品rnla註un五)1'百suallyIlllpanモd

??籍番号:2001505 

氏 名:伊吹英里奈

視覚障害者は情報障害者と言われる.なぜなら， 日常生活の中で提供される様々なf静長の 7 害!j~

8害1jは視覚的な情報であり，その大部分は[読み・書きjが必要な文字情報だからである、また，

とれらの口常牛活における情報は毎日総流出守に発信される?個人を対象とする情報である.

視覚障害者は日常生活の様々な場[乱 1おを， f上事?学習，社会参加などにおいて，必要不可欠な

文字情報を利用することが困難なため，今日の社会では，情報弱者であることを余儀なくされてい

る.視覚障害者は文字情報をそのままでは{史崩できないため，情報は彼らに適した形，すなわち墾

宇から点字，音声，拡大文字，デ、ジタノL久書などに変換し，また逆に点字べ音声から塁字に変換を

することが必要である.情報のメディア変換は，できる限り，情報の発信段階で視覚障害者の利用

に過した形に変換して提{会することが望ましくかっ効果的と考えられる. したがって，情報の発信

源である各樹子政機関や民問機関が視強宮古者の情報摂取を倒草することが望ましい.

本研究では，視覚障害者の日常生活における文字情報の利用を援助するための取り組みにつし 1て，

その現状と問題点を明らかにする.情報の発信源である行政及び民間機関の現状，さらにそれを補

完する社会福祉及び社会教育機関の果たしうる役割を明らかにする.

研究方法は，①関係する文献や臨む論文，記事，当該機関の刊行した資本村〉考察，②視覚障害者

へのインタビュー調査， (診行政及び、民問機勢の実態調査(地方自治体へのアンケート調査と出問機

関への関き取り調査)， q活社機関及び社会教育機関の文字情報サービスにえすする考察である.

研究の結果，視覚F章害者の文字情報環境は少しずつで・はあるが，改善されつつあることが明らか

になった. しかし，視覚i宮古者は，周囲の不理解や仏渦な制度の不足などから，木だ多くのぷ字情

報の利用が困難であり， 日常生活に支障をきたしている.とれらの文字情報の発イ部京である向治体

と企業に関する調査では，以下のことが分かった‘(1 )自治体においては，視覚院害者に対するサ

ーピス体制がマニュアノレイヒされておらず，部署ごとに対応が違うなどの問題がある_ (2)ボランテ

イア活動など，発信された文字情報を視免樟害者の利用できる形にして変換して提供する氏持サー

ピスはし 1くつカヰ子われているが，企業が情報を発信する場合，視覚障害者の情報摂取を側1章ずるこ

とはほとんどない. (3)足X)i共iこ，先駆的な自治体や企業と，そうでない自治体ベペ予業との格差が

大きし¥

文字情報のメディア愛換サービスは先進的な自治体や企業の特殊なサービスに留まり，社会全休

ではまだまだ一般的なサービスとしては)1;く普及していない.また、発信された文字情報を個々の

視覚j)章害者の利用できる形に変換して提伊tずる福社機関皮ひ計会教育機関のサービスにおいては，

今後それぞれの利点を活かして互し\~こ連携し，サーピスの意義を佐立し網羅的なサービスを行う

必要があることが明らかiこなった.

このことから，第一に情報の発信源で、ある行政や持笥機関が責任を持って視覚障害者の丈字情報

環境を保除する制度を確守することが急務である.そのためには，行政による視覚障害者の文字情

報環境の大規模な実態調夜を行わねばならない.第一iこ?福祉機関及び社会教育機関のサーピスを

全国的に充実させることで，すべての視強嘩言者に日常生活上のあらゆる文字情報を提{共すること

が必要で、ある.

The visually impai民 dぽ ealso切 lledilinformation disabled，" because the various information 

encountered in eve巧rday益金お 70to80戸工閣はthroughvおualme必.a.， and "reading・andWI"I出g

18正常q山red"for m08もinforTIlation.Tl:回出01宮 崎tionIBωn也luouslysent to individual pe1'8o:ns 
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every day. As吋suallyimpaired色ld託必盟cultωusein必spensabletext inforrnation in the 

variOl凶 scenesof everyday life， they arモ forωdωbeinfurmation出sabledinωday's sωiety. 

Visually impaired cannot凶 etext inあrmation部お.It is neceSSal)Tωchange the charac飴m

mωrneclia t泊ableby them， BI・aillepoin民的tU1ds，expansion characters，出gita1documents， and 

∞nversely chang-e Bl'おllepoints 01'ω凶l(1sinω 舵xt.ltおdesirablefor governnlental agencies 

and private sector organizationsωdo informational media ∞nversio孔

This跨 se訂 chclari五esthe p陀 sentsituation and the problemsあrvisually impaired of using 

text in their everyday life. 

um. research methods位モ as長Jllows:ω∞nsiderationof related papers， articles in magazines 

and jotu'naJs) reports， andおclIDlentswhich the側関口ledorganizatiDns have publishedヲ(2)

interview investigat10泊withvisually llnp加吋pωple，(3) a survey of goverlUl1Bnt agencies and 

private sector organizations， and ゆ asurvey of the text services of welfare org創立zationsand 

social education org'dI立zations.The陀 sult.sof our時 間archshowed that vi刊 allyimpaired 

people's text situation has been g:radually improved. However， it also became clear that mωt 

text information is必血cultto useあrv1sually impaired， and that they紅ち stillcaused trouble by 

people' s in∞mprehension around the visually impai四 dor shortage of public systems evecyday. 

At t胞 p詑 sentstage， a meclia ∞nvel"Sion servia必rtextおonlya special se1¥柱aofadvan偲 d

local au加nomousbo住 8and companies， and it h部 notspread widely though the whole of 

ωcle旬

Moreover， in tl挺 serviasof welfare orgar立.zatおnsand social education org加盟.zatio国， it is 

fOlmd that they shouldωoperate mutually by taking advant勾eof each capabili旬 thatthe 

meaning of servia was estab五shed，and that itおnecessぽ y紛 o島r∞mprehensiveserviωS. 

At first， itおapres.sing needもoestablish a司Tstemby w mch government agencies and private 

sec:加rorg紅 rizationscan responsibly secure v:isually impaired people's state of text information. 

For that plu'pose， government agencies mu..':lt perあIrma 1m事前alesurvey of the tθxt 

mあrmationsituation of visually impaired and must proμsethe∞ncrete me槌 mモforsecuring 

the state based on the investigatioll. se∞n偽Tit is necess位 yあ'rthe public services of welfare 

organizations and social educa討nnorganizationsω 快 enhanadfor a11 VI8ua11y ilnpaired 

persons on a nationwide scale by offering alllife text inあrmationevery day. Thls will民∞mea

b士gtopic in future. 

(動指導教員:薬袋秀樹醐税指導教員、:寺出光孝)
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クリテイカル・シンキングの図書館利用教育への導入と実践に関する考察

ーアメリカの大学図書館を中心として一

Study of Critical Thiηki口gApplicatio日 a円dImplementation to Library Instruction 
Academic Libraries in the United States 

学籍番号:2002521 
氏名:河合葉子

ITの発達により、学翠・研究の擦に利用する情報の枠組みが広がり、現在利用できる情報

量は従来に比して膨大な量となってきている。図書館においては、図書館利用者がいかに

効果的に、求めている情報にアプローチできるかが最大関心事であることは変わりなく、

情報量の増大に考慮しなければならなくなってきている。殊に自ら情報収集をすべく求め

られている大学図書館利用者は、膨大な情報を前に、情報を取捨選択する術が必要になっ

てきている。

このような情報量の増大に対して図書館情報学分野では様々な側面から研究・分析が進

められているが、利用者に直結する図書館利用教育に主題を求めた。日本の図書館情報学

は常に大きくアメリカの影響を受け、特に図書館現場においては一層その傾向は強い。そ

こでアメリカの図書館情報学のなかでも図書鎗利用教育を見てみると、比較的新しい潮流

としてクリテイカル・シンキングの導入が認められた。

クリテイカル・シンキングは、哲学・教育学-心理学・などと、様々な分野で分析・研究さ

れている概念である。未だ完全なるコンセンサスを得ている定義がなく、クリテイカル・

シンキングの端緒を何とするかも様々な論議があるが、一般的には J.Deweyが reflective
thinki ηgとして語ったものがクリテイカル・シンキングの端緒であると認められている。

その後 Ennisが現在もクリティカ)(;.シンキングの基本文献とされる 1962年の論文で「ス

テートメントの正しい理解J"the correct assessi ng of statements"と定義し、広く受

け入れられた。引き続きこの定義を基に様々な議論を経て、現在も後々な定義が試みられ

ている。

図書館情報学分野では、 1988年にアメリ力学校図書館協会が学校図書館基準として発表

した InformationPowθrが、大きな契機となり、児童-生徒を対象とした矯報の収集や取捨

選択・検討・評価する能力の研究-分析-開発が促進された。その流れを受けて、情報教育の

一形態として学校図書館では、クリテイカル・シンキングを図書館利用教育に取り入れる

方向が出現したのである。近年、大学教育でクリテイカル・シンキングを取り上げること

も多くなり、それにつれて大学図書館においてもクリテイカル・シンキングが分析ー検討さ

れ、一部実施されている。

このようにクリティ力ル・シンキングが一定の評価を得ているアメリ力の図書館におい

て、クリテイカル・シンキングはどのような文脈・観点において扱われているのであろう

か。本研究では、 1)問題解決能力に関連して学校図書館において、 2)成人数青の一部とし

て、 3)実生活への適用を念頭において、 4)大学取得単位授業において、 5)教育効果の評価

基準の方法として、 6)情報の取捨選択基準の方法としての S点、に分けて分析をした。

図書館情報学分野でクリテイカル・シンキングを主題とする多くの文献が、冒頭でその

文献としてのクリテイカル・シンキングを定義し、概念を説明し、扱う範囲を指定してい

る。つまりそのように定義・説明しなければ、クリティ力ル・シンキングであると主張する

ことができないからなのではないか。実践報告なども、どの部分がクリテイカル・シンキ

ングにあたるのか、又はクリティ力ノレ・シンキングと特定することができるのか、明確で

はなかった。

以上のことから、アメリカの図書館情報学分野において、学校図書館分野では現在もクリ

テイカル・シンキングが議論されていること、また成人教育など実生活への適用への方向

性があること、教育効果の評価として注目されてきていることがわかった。しかし、アメ
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リカの図書館情報学の全てにおいてクリティ力ル・シンキングの導入を標携-効果があると

するわけではなく、意見は分かれているところである。

Critical thinking research has been involving various learning fields such as 

philosophy， pedagogy and psychology. However， there is no consensus in regard to 

definition of critical thinking. Although there still be some controversial what is an 

original idea of cri↑ical thin!くIng，generαlIy， most researchers recognize that the 

concept of "reflective thinking" ， which was proposed by J. Dewey is the earliest 

idea of critical thinking. Now， "the correct assessing of statements" has been most 

widelγaccepted definition of critical thinking. Robert H. Ennis proposed the 

concept in 1962 in his article， which is known as the most basic text of critical 

thinking. 

In the field of librarγand information science， American Association of School 

Librarians firstly proposed the concept of c刊行calthinlくingin the guideline text 

Informafion Power in 1988. This guideline became momentum of the critical thinlくIng

in the library and information science. Afterward， most pedagogues， school library 

media specialists and teachers recogれize the importance of promoting the 

children's ability to select and evaluate the information. And thεn， the school 

libraries take the concept of critical thinking in educational program for library users. 

Recently， as many universities induce critical thinking in educational program， the 

academic libraries are beginning to research， evaluate and utilize critical thinkiれ9
as 0 paけoflibrarγeducation 

sased on these baclくgrounds，I conducted the present study to research the 

management and strategy of critical thinking in American library. In the present 

paper， ， analyzed focusing the following six points. 1) Critical thinking in the school 

librarγ， especially program for promoting ability of information problem solving. 2) 

Critical thinking as 0 part of adul↑learning. 3) Critical thinking with everγday life in 

mind. 4) Critical thinking as 0 lecture for credit course. 5) Critical thinking as an 

assessment tool for effect of education. 6) Critical thinking as standard for selection 

of information. 

Literature reviews revealed the several important points. First， most researchers 

describe their definition of critical thinking， explain their concept of critical↑hinlくing，

and define their field of work in the first part of their reports. It looks like that they 

cannot demonstrate their works as critical thinking without their own definition 

Second， similarly in the field of practical works， it is not clear what parts of their works 

conducted as results of critical thinking. Third， definition of critical thinking in school 

libraries is now controversial among researchers in the field of library and information 

science in the United states. Fourth， there is clear direction for application of critical 

thinking in everγday life or adult learning. Fifth， critical thinlくingis considered as 

excellent tool for assessme叶 ofeducational effect. 

However， there still be controversial on the usefulness of critical thinking in libraries. 

And some researchers do not decide to entitle the concept of critical thinlくing

Further investigation and discussion is needed to make consensus the meaning of 

critical thinking in the field of library and infornlation sciencε. 

(研究指導教員:山本I1良一 郎研究指導教員:石井啓豊)

~ 40-



「ビジネスモデ、ルによる図書館サービスの分析枠組みの構築」

Construction of a Business Model Fran1ework for Analysis of Library Services 

学籍番号:2 0 0 2 526 

氏 名 : 坂 井 ま さ み

大きな環境変化の中で、図書館は図書館サービスを創造的に変革し、展開する必要に迫られて

いるが、そのためには「どのようなサービスを、誰に、どのようにして提供し、それによってど

のような成果をあげるかj という具体的な構想が必要であると考える。このような捉え方は、企

業活動における事業構想においてはどジネスモデルの創出として表現され、認知されているが、

図書館サービスのような非営利活動を対象としたものとしては規定されていない。そこで、本研

究は、既存の営孝Ijビジネスに対して構成されたビジネスモデル概念を手がかりとして、図書館サ

ービスに適用できるビジネスモデルを構築することを目的とした。

営利ビジネスを対象としたビジネスモデルには国領二郎、根来龍之、丹羽哲夫らによるものが

ある。はじめにこれらの既存のビジネスモデルを分析・整理し、それらを統合した初期モデルを

構築した。次に、 この初期モデルを図書館サービスに適用する場合の問題点を考察し、この問題

点を克服したど yネスモデル(以下、拡張ビジネスモデル)を構築した。さらに、拡張ビジネス

モデ、)yを小規模ゴ丈学図書館に試験的に適用して、適用方法と拡張ビジネスモデルの問題点を検討

した。

構築した拡張ビジネスモデルは、戦略サブモデル、価値交換サブモデルとアーキテクチャサブ

モデルとからなる。主な拡張点は、営利ビジネスにおける収益モデルを非営利活動へも適用でき

るように価値交換として捉えて構成したこと、また交換を事業の所有者との事業全体の価値の交

換レベルと、製品・サービスの顧客との交換レベルに区分したこと、モデルを戦略レベルとアー

キテクチャレべjレに構造化して捉えたことである。

さらに、拡張ビジネスモデ、ルの分析枠組みが図書館サービスを分析するために適当であるかを確

認するため、実E祭に図書館を事例として調査した。ただし、拡張ビジネスモデルの全体を一括し

て謂査するのではなく、モデルの記述に必須と考えられる顧客ーサービスの構成を中心とした。

対象は、拡張ビジネスモデルの枠組みの適用可能性を求めるため、比較的シンプルなサービス

構成をもっ小規キ莫な大学図書館等を選択した。調査方法はアーキテクチャの中心となるサービス

の構成を把握するために調査票による調査と、その後のインタビューでは、顧客ーサービス構造

を中心としたアーキテクチャを確認し、戦略モデル、価値交換モデルについても聞き取った。

調査の結果、「教育サービス全体に対する授業料を支払い、学修ニーズをもって来館する学生に、

資料利用のための適切な案内と、蔵書、設備の利用サービスを提供することによって学修を支援

するj というビジネスモデルが得られた。また、コンテキストは、

「学生は図書館サービスと図書館員の援助なしで、放っておいては、学修に必要な資料アクセスを

十分に行うことカ古出来ないJという認識であった。

よって、図書館サービスを具体的に検討することでビジネスモデルの記述は可能であると考え

られた。また、 方法的にはビジネスモデルを記述するためには、対象者へのインタビューが重要

であることが号月らかとなった。ビジネスモデルの調査は、アーキテクチャレベルの顧客一サービ

スの構成をまず、明らかにすること、その構成にもとづいて、アーキテクチャの他の要素を記述す

ること、さらにその上の戦略レベルの記述を行うことが適切であると忠われる。

本研究は、営利活動を対象としたビジネスモデルの概念を整理し、図書館サービスに適用可能

なモデルを構築した。残された課題として重要なのは、モデルの改良と、調査法の擁立であると

考えられる。同時にビジネスモデルによる多様な図書館サービスの分析を行うことによって、図

書館経営の実務と図書館サービス研究の両面でのビジネスモデルの有効性を検証する必要がある。
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Current changes in environment of libraries force libraries to innovate their services. 

Libraries are confronted with designing new service concepts that includes the 

definition of customers， service contents and methods， and outcome through service. 

Service concept is expressed as business model in enterprise activities， but there Is no 

model for describing service concept for non -profit activities， such as library services. 

This study aimed at construction of a business model applicable to library services， 

based on a business lllodel for enterprise activities. 

A new model was constructed through three steps. First， an integrated model of 

existing three business models for enterprise activities. Then the model was extended so 

that it was applicable to nOIγprofit activities. Finery， the extended model was tested to 

current services of a small size college library. 

The extended business model consists of a strategy sub-model， a value exchange sub-

model， and an architecture sub-model. Principal differences of the model from models 

for enterprises are adopting concept of value exchange instead of profits， distinguishing 

value exchange with customers and with owner of activities， and constructing the model 

as stratified at two level， a strategy level and an architecture level. 

A case study was cond ucted in order to check how college library services could be 

explained by being applied the model as framework. It was focused on customer-service 

relationships which is central for the explanation of service concept. Questionnaires 

and interview to a librarian were adopted as study method_ 

A summary description of a business model of object library service was obtained: "A 

business which supports students who paid tuition and come to library with study needs， 

by providing with suitable guidance， and collection and equipments." A context 

description was that "students are dif五cultto achieve their access to study materials 

required without proper support by librarians and library services." 

Thus， it is possible to describe library service concept using a business model 

framework. And it is revealed that a method of describing a business model should 

include interview， and customerservice relationships should be depicted at first， 

followed by description of other elements of architecture， then description of strategy 

level sub‘models. 

This study constructed successfully a business model framework that was applicable 

to library servIces. Improvement of the model and establishment of method for 

analyzing Iibrary services using the 合ameworkare remained. 

(研究指導教員:石井啓豊 富Ij研究指導教員:緑)1I信之)
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子どもの読書活動の推進に関する法律の成立

Enacむnentof the Children 's Reading PrOnlotion Act 

学籍番号 :2002538

氏 名:E3置将之

本研究は，-子と、もの読書活動の封お~Hこ関する法律J (以下， r読書活動捕手主法」という)が)j文立するまでの

経緯と，その社会的背景をi明らかにした上で，同法の特徴や課題について考察したものである。

読書活動推進法は， 2001年 12月に公布・施行された法律である。同法の成立を受け，文音i別学省や地方

公共団体では，子ど、もの読書活動の封お韮(こ関する様々な施策を進めており，出版社や民間読書団体等も活発な

読書活動を展開している。この法律の存1'-rは，今後の子どもの読書活動の行お主に大きな影響を与えると考えら

れるが，現時点では，同法に関する包括的な研究はほとんど行われていない。

本研究の目的は，読書活動t白1M去Jj訂正の社会的背景と成立までの経過をまとめ，近年における子どもの読書

活動封お主運動の特徴を明らかにするとともに， I司法の内容についても検討を加え，そのヰ者数や課題を明らかに

することである。

研究方法としては，文献調査とインタビューを中心とした。文献調査については，読書活動J伯隼法成立の社

会的背景，成立までの経過，法律そのものに関する文献を網羅的に収集し，その内容を検討した。インタピコー

ーについては，間法が成立するまでのま五品に関与したと考えられる人物 5名に対して実施した。

本研究では，まず第 1章で¥研究目的，先行研究，研究方法等について述べた。第 2章では，近年の子ど

もの読書や児童書の出版状況等を明らかにし読書活動封お韮法成立の社会的背景を探った。第 3章では，法

律が成立するまでの1あ晶をまとめ，その特徴を考察した。第4章では，法律が成立するまでの過程で交わされ

た議論についてまとめた。第5章では，法律の概要について概説した上で性質を分析し，そのす好投や問題点に

ついて考察を行った。そして最後に，第6章では，本研究のまとめを行った。

。院の結果，読書活動格差法の背景と成立までの樹主について，以下のことが明らかになった。

( 1 )読書2謝{挫泊Jt立の村会的背景には 1980年怖1ら顕著となってし1た中学・高校生を中心とした読書事

の低下や究室書出版の守司氏読書環境の不備等に基づく，読書議hや児童書出腕菊係者のj笥潔惑があった。

(2)このような危機感を背景として， 1993年には子どもの読書や出版に関わる民間出体が結集した「子

どもと本の出会いの会j が発足し，これに呼応した多数の民会議員により「子どもと本の議員連閉J

が結成された。また，文部省も学校図書館の整備に関する施策を積極的に展開していた。

(3) 1鰍年の動きを起点として，時官J桐土の協力{*ffj桝線され国会議員と問初本との逝莞も賂なも

のとなった。盟会:義員と国司王体との問では謡2作家の肩書きも持つ月町美代子議員州中介役となっていた。

(4 )読書活動推進法の構想、は， 1993年のu寺点で既に符右:してし!~たが，同法の成立に関する動きが活発化

したのは2000年に入ってからで、あった。

(5)民・政・官の積極的な取組みの展開により，学校!図翠書法の

も図書館の設立等が実現した。読書活動;位t隼2法の)成友て立王は，関係者にとつて，このようなー連の敢り組

みの， 一つの到達点で、あった。

読書活動推進法の特徴や課題については，以下の点が明らかになった。

( 1 )読書議jポ縫出立 1993年以降の取り組みの中でなされた議命の内容をある問主国支映していると考えら

れるカミ法案作成から詑爺の成立までの期間では関系者による議餅汁分に展開されたとは言えない。

(2)読書活3雪崩縫法の成立過程では十分な議論引なされていなし1が，同法およぱ;mの基本計画に基づ、しだ作成

される，地方公共団体による「読書活3雪崩進計画j策定の関皆では，議論を行うことが[1張主である。

(3)読書調ポ健法の成立iJ測幾となり，読書鴎J]の意義等を再考しようとする動部活発になっている。

(4)読書活動推進法が効力を発揮するかと、うかは，向法に基づいて策定される菌及び，地方公共団体によ

る計画の内容と，この計画の適切な実行にかかっているo

(5 )地元ω招附こよる「読書調長鑓十1酉J oJl沫知立地詠嘆i続考j意し，民意を応決した上で行う必勝切る。
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This paper examines the social and other backgrounds出ate氾stedbefore the enac加 entof the Children's Reading 

Promotion Act ("出eAct")ラ 組d∞nsiders出emain featur目印dissu出 associatedwith it. 

百leChildren's Reading Promotion Act was promulga阪jand implemented in D関口立町2∞1.百leActen∞urag白血e

J叩組問Minis町ofEduω柱。n，u蜘民SportsぅScienceand Technologyの伍CSSn，local public organ立泊。民組do出er

b吋lesむ promotea varie1y of polici目的en∞uragec凶drenむ read，and en∞urag回 publisherち訂ldrelevant private s配的f

O培出回目onsね e出ance出 世 間ding寸志latedactiviti出.Al出ough出eAct is ex昨制約 havea rnajor effect on出e

promoむonof reading an10ng childre凡由自己is currentl y no res伺詑hthatm地出a∞mp詑hensiveanalysis of it 

The p山poseof the PIでsents加dyis to examine the social background behind the Children's Reading Promotion 

Act and events leading up to 出 passageうtoleammo問 about出erl配 entactivities designed to promote reading訂nong

childrenヲandto examine出efeatures of the act and associated issues. 

The methodology∞nsis阪 iprimarily of a review of the literature加 dinterviews with relevant persons.百leli民阻む児

review consisted of a∞mprehensive∞llection組 dinvestigation of reference m純白地問1atedto出es∞凶background

ofthe Actラ出eprocess leading up to its passage， and information about the Act itself.官官 interviewswe詑∞nducted

with five people who we詑∞nsider吋 tohave been ins凱lD1entalin the prc服部 leadingup to出epas泊 geoftheAct. 

Chapter 1 of this paper詑 portson the p凶poseofthe pr岱 entstudy， previous res悶 ch，組dme出odologi岱 usedhere. 

Chapter 2 gives an overview of the詑centconditions surrounding出epublishing of books for sch∞1 age children釦 d

toddlers， and an in-depth look at出esocial background出at∞mpelled出epassage of the Act. Chapter 3 ex担nines出e

procεss leading up to the Actラ whileChapter 4 gives an account of the debates出at∞Cぽ詑dupto出epassage of the 

Act. 01apter 5 provides a summary of the Act， an出国lysisof its ch訂ヨcteristicsラ anda discussion of出especial 

fωtures and issues associated wi出theAct.官官paperends with the conclusions出at訂ep詑 sentedChap町 6.

Asar阻止tof低限;entstudy，むefoll即時曲活白伊werem減配伊I也19仕定評改定追leadingup to the戸ssageof恥 Act:

(1)百r蹴 ialbackgro凶1dbehir1d位Actwas a grow由gsense of aJ.arrn on松岡tof children's book publis加川白山甲山佐江

i凶山町制批依liningra巴ofr凶 ingamongjuniαhigh制 highsd問 lstuc士郎削除凶lrquiむ;oot].∞ililein the 198臼.

(2) ll1Is sense of alarm led to出eestablishment in 1993 of the JapaI1ese Network for B∞ks， which was a collec討onof 

pnvate sector orgm立zationsrelatι1 to出epublishing and reading of children's b∞ks. In rlむponseto出isdevelopment， 

several members of the J apaI1ese Parlimnent formed出eParli訂nen泊ryA出aI1ceおrC国ldrenaI1d Bωks. At出esame time， 

出ef¥伍CSST出1plementedpolicies designed to improve sch∞11ibrari白.

(3) WiU1出eactivities of 19ヲ3as a laW1Ching point， private secωrorg組問tionsbeg却 toわm 江沿戸Tdtivesys詑ms出1des回blish

closer connections \\~th members ofthe JapaI1ese Parlimnent. Betw白 nthe rrrmbers ofthe Jap街路eParliament aI1d the priva記

sector organizぬons，Senator Miyoko Hida also wi出awriter's of children's stori出品tlehad b配 omeaI1 rnterr班活iary.

(4)百leW1derlying conαpts of the Children's Reading Promotion Act were a1ready in p1ace in 1993， but it was not un世

2段目Jthat there was a conceI1ed effoI1 to get出岱e∞nceptsmade into law. 

(5)官官 strengtheningof間制nonggovernment， business組 dacademia 1ed to the partial 詑VISionof the Scb∞iμbraryLaw， 

出edesignation of出eYt回rof Children's B∞ksヲaI1d出eest必lishmentofthe Intemational Librarv ofChildren's Litera田町.百1e

enactment of the Children's Reading Promotion Act was one of the sucαsses forthe戸均pleinvolved with this work 

About the feature and subj倒 of出eAct，出efollowing points b配制eclear: 

(l)Itis出ou抑制acertain grade is reilec出19出eωntentsof the紅gumentby which Civil Code wぉ madein出emeasl脱

出 1993 and afterwards. However，出血eperiod from bill creation to legal enactment， it c担motbe said that出eargument by 

出epersons concemed was fu11y deve1oped. 

(2) While there was insufficient debate of the Act in the national p叫釦廷はヲ thereis s世1opportunity to debate出eproposed 

"PlaI1 for Promoting Reading Activities" that is being fomlLuated by 1∞al public org紅1izationsbased on provisions of the act 

and the Basic PlaI1 ofthe Japanese govemment. 

(3)刀1e戸ssageof the Children's Reading Promotion Act has sput冗daI1e旺倒的re∞nsidぽ仕1eSignifiCaI1白of母adingacti吋益出.

(4) Whether the Act CaI1 demonstrate effect has stmted contents being scheduled to accord ゎtheJ apanese government upon 

which it is decided based on the law， aI1d a municipal co中oration， aI1d sLUtable execution of this plaI1. 

(5)百lefonnu1ation of the "PlaI1 for Promoting Reading Activities" must consider the situations of local∞mmuniti白血d

reilect the opIl1Ions of the戸ople.

ω?究指導教員:薬袋秀樹高'J研究指導教員:田村肇)
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博物館における倫理について

Museu誼 Ethics
学籍番号:200323939 
氏 名:蟻坂亮子

日本の博物館においては、博物館を効率的に運営する「博物館経営」の分野は意識されることは少ない

が、外国の持物館では早くから意識され、発達してきた。博物館は公私の設霞主体に:関わらず、公共の利益

に努める姿勢が求められるため、博物館と博物館専門職において定立されたのが「博物館倫理Jである。

これは、博物館において守られるべき決まりであるが法的な効力は持たない。しかし、博物館と専門職が自

発的に自覚し遵守することによって静物館における職務の発達を促し、公共の利益の充実が期待できる。

博物館専門職における倫理規定の必要性には次の 3点が挙げられている。 fl.倫理由守な呂擦を自覚する。 2.

目的を描写し、 3.倫理的な目的を達成する。JI加えて、博物館倫理には博物館にi現わる様犠な問題を未然

に防止したり、既に起こってしまった問題を改善に導ける可能性がある。博物館の主な活動は資料の取得、

保存、展示(公開)、調査研究であるが、どの国の博物館の、どのような活動においても問題が起こり得る。

この内、博物館専門職と公共に対して最も強く博物館倫理の問題を提起していると考えられる活動が資料

の取得と展示である。

取得においては、取得した資料が実は盗まれたものであったり、条約で輸出が禁i上されているなどの「不

法資料」であったという問題が多く関かれている。また、取得した資料が贋作や複製であることが判明し

た場合も問題となる。これらは事前の調査不足や職員の認識不足などが原因で起こるとされている。しか

し、不法資料を取得してしまった博物館がそれを元の持ち主やもとの留に返還するか否かは殆ど博物館自

身に委ねられており、博物館倫理においては「返還するべきJとの記述がなされているものの持ち主が分

からない、博物館が敢得にかかった資金面の問題や、所蔵資料が減ることなどを理由に(返還を求められて

いるにも関わらず)返還されないという事態が起こっている。展示においては前述。コ不法な資料を展示する

ことは望ましいのかという問題を始めとして、美術館やギャラリーにおいては作家の「表現の自由」とそ

れを利用者が「見るj 自由が問題となり、それに対応する美術館の在り方がしばし L二玄関われている。また、

戦争などの特定の表現を巡って博物館側と設誼主体側、作家側に確執が生じており、これらの問題への対

処や説明責任も未だに問われている。資料の取得と展示は博物館の中でも重要な活艶として位置付けられ、

公共との接点が多いのにも欝わらず、これらの問題に対する関心や意識は日本においては決して高くはな

い。これは日本における博物館の設置背景、博物館職の未分化や学芸員自身が多十亡であるためという理由

も考えらえるが、日本における博物館経営学の分野と大学の博物館学芸員養成課程において明白な博物館

倫理意識の定立が求められなかったことも大きな要因であるといえる。

本論では 1CO括(国際博物館会議)の取得における倫理や職業倫理を始め AAM(アメリカ簿物館協会)など

の博物館関係機関における博物館倫理の定立背景やその構成を調査し、加えて博物舘倫理との対比として

UWA (UnI ted Way of A阻erica:アメリカの非営利組織)における組織倫理をも調査した。そして外国での博

物館に関わる法律と倫理との関係を検討し、日本における博物館倫理に関わる動i珂と博物館倫理に関する

認識を検討した後に、現状の「薄物館倫理Jに関わる実擦問題を具体的に示した。こヰ1らを踏まえた上で現

状の博物館倫理に必要であろう新たな項目を数点提示した。その上で、外国にお ~t る博物館学教程や専門

職における博物館倫理の実践や教育についての調査を行い、将来日本の博物館が倫理を導入することによ

って博物館環境の改善が如侍に期待できるかを示そうとした。

明日eJapan回 emuseums have 訣~n slow to embm回出e五eldofmuseはnman.agBment， foreign 

museums伽 kto也e∞口問pt切 rlyandarepぽticipa住宅mrぉdevelopmentMuseums， whe也ぽせley

泣 erun by private or pub五co培自由atio明 白出tωserve註1epublic.政支auseof出Is， museums and 

muse山 npro:fi臼羽onalsinむoouc凶せ1e∞ 配eptof“)nuseumetl討0:3'. Muse山 nethicsぼea配 tofrul白

1 Gary Edoson. Rou t 1 edge， E t h i c s f 0 r Museums， 1997. p. 43 
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出atmust be followed in a museUl1¥ but出eydo not have any 1句alimpact. However， by bemg 

∞n幻ousof也脱e出icsand taking care初値ow也erules， museums and m田 eumprofession地位旦

improve themselvl回 andfurther serve the public interest.α'8a世19a setofe也lCS五)rせ1eprofession of 

museum management serves也efollowing pur抑路: 11句reCDgtllZ8e出ialobjectives， 2 to d倒由民

etlrical obj町出1es，and 3 to achieve e出icalobj配町出JIn addition，出eappliation of museum e出口

ωnp陀 :vent也e問日詑naof prob1ems出atoften∞meup at museums， and help ω旋rolveprてあ，lems

ona they doぽur.Muse四nsare mainly mvo1ved with也ea叫吋sition， preservationラば曲i註on

(disc1osure)， andはudyof materials. All museums e却 erienaproblems， no matter what∞m句r也ey

針。 i叫 andno matter what activiti邸 they泣Ben伊gedir工 α出任記配位vities，however， the 0:班活出品

問 n民 thoughtof as mlωt也e1yωαateproblems 民twan出e坑affand the public脱 出ea仰 llsition

ande油ibitionofo同町也.
In terms of acq山sitio叫 problemsca口紅色ewhen it is discover吋伽ta artain item has ban s加，1en

frDmi包 righ出 10wnera七回mer泊intinits p叫 orthat it :is 官icit"inωmeway;五)rexample by having 

協組問movedfrom a∞m町出athas banned such items伽 m民~mgeヰ泊武ば ltems can also be 

間V回 1edas forgeries or詑:plicas.官1邸 eproblems can be aused by inad句 uateinVI油 ga註onbefore 

a時辺mg出eobj叫 orby a lack of awaren出 son也e伊 rtof出e坑af[However，出刊のsionto闘はna

p詑MOusly坑olenitemωi也 OTI伊1alowneξor陀加ma∞ntrabanditemおitsoriginal∞un句1:is largely 

18ft upω出eindividual museur乱 Museume出icsdictat白 血tmuseums must re加m 也悦 items，

but museums 80me也nesr曲活eωIB加m such items (when也eirretum has h溜 1r判 u出版:l)for a 

numberof陀蹴出:the陀 alowner cannot民 deteロ也n吋;せ1eexpen邸主1CUI1'ed1n a何回出19せ1eo同町t

annot民 recou附 ;or仕1eycancite也eeffi的 on出e∞E的 onos佃 19theobject.
自由11emscan a]釦cxx::uron the拙 ibi世onside. For examp1e，出問 maybe issues wi出品splaying

items such as出e泊citma加 担lsmerr柱。nedabove. Also， in紅 tmuseums and galleries，也ぽeαn民

issues with the泊武s'丘制omofe)中間sionand the pa回 m'h卵白紙也eworksandせ1税関自

白ncausethe 由也ibi出19 O:培直也ations'meせlodsめ民問lledin匂中部柱。孔官1eIBcan(陪 prob~ョmswith

works on司朗五c出em邸ヲ suchas waζ 出atw辺set吐1emuseum m Op戸沼tionwith也e出世stor也e

govemment and in such aぬ民 itis not clear how to m紅 泊ge出esr加ationor who should匂ke

託将m 必出勾r伽臼cplainillgit . a句uisitionand exhibi註onare two ofせ1eml邸 timr泊此antroles of 

mL聞はns. However， d邸 pitethe fact出atmuseum work provid白 agreat deal of OpJ.:泊詑目立匂Tfor 

m恰~racting¥紅白thepublic， museums in Japan have not e)中間seda伊atin'脳 部tin or awarene部 of

th脱出制.R鰯 iblereasons for帥 include郎副oricalp<団onof museums， the初出atが::>Sill

muse田nshave not凶 ditionallybeen 組問ntia凶， andcura加工'8'already busy ahedul邸'. Howeve巳

也em侃 tbkely causeお出atmuseぼ neせII岱 hasnot ra:.Bi¥li吋 ad匂 la飴位atmentin museum 

mar羽gementand curaωrむ泊nmg∞UI'S部inJapan.

官官山rrent坑udyw道l∞kat出ee出i岱 for配 q叩 tionand professionalism propc凶 bythe1∞M 

and也emuseume出i岱 pro戸政rlbytheAM生 Wewilll∞kat how museum e也i岱紅e回ぬblish吋

也err位印加。， andhow也ey∞m伊児おせ1eeせllCSof 0:也ergrou院 suchas也e1J¥.¥必 e出icsfor 

O増加也ations.We w坦thenexamIne the relationship betwan museum e出icsand the law in 0:也ぽ

∞m凶es，む-endsin Japan蹴 museume出ics，and howせ蹴 e吐llCSare reco伊 宏 美iby Ja戸n目指

museums. Finally; we w選 d配凶sthe∞立'el1t坑a加 ofmuseum ethics in Ja伊 n也rough司Jecific

exampl邸 ofproblems出athave arisen.百1epr旺凶lllgd:iscussion should serve的自plain仕len任rlfur

museumeせllcs.Ifweヰ児ndmore也nemvi邸 tiga出19museUffiぬldil出∞rriculaand practial註ammg

and臼iuationin museum e出lCS出atare alreadyav:おlablein other ∞un出銭 wew週1鎚 n伽 tby

adop也事由悦e出ics，we will be ableωnnprove museurns也roughoutour∞un句

側部講教員:は雨11賢一高i腕部議教員:中LIJf中)
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診療ガイドラインの患者中心型情報提供モデゾレ

一糖尿病を例として一

Patient-Centered Information Model for Pracuce Guidelines 

-in case olDiabetes -

学籍番号:200323940 

氏 名:岩田智美

患者や箆療消費者に対して、専門的な知識を一般向けに分かりやすく編集・加工した医療情報

が提供されているが、患者からみた医療情報利用には、医療情報の所在、根拠の明示、および医

療情報の質の判断に関する 3つの問題がある。その一方で、医療提供者の知識背景となる医学知

識は、専門家向けのさまざまな情報メディアを介して専門的な医療情報として流通している。な

かでも、診療ガイドライン(以下、診療 GLと略す)は、最新の知見が反映され、診断・治療など

に関する医療知識が根拠とともに集約された診療のための有用な情報源とされている。診療 GL

は、内容を吟味して利用することが望まれるが、根拠が明示されている診療 GLは、患者の医療

情報による支援のための有用な情報源になると考えられる。

本研究では、疾病を基本骨格として、診療 GLから抽出した情報の組織化を行ない、診療 GL

からの情報を患者に提供するために、患者中心型情報提供モデルを作成した。

疾病の構造化は、一般医学図書に利用されている疾病の知識体系を基本骨格として用い、患者

のアクセスポイントとして病名を配置して行なった。このとき、診療 GLから抽出した病名を標

準病名と対応させるために、 rrCDI0対応電子カルテ用標準病名集」を参照した。診療 GLから

は、疾病・治療、および記述レベルに関する情報を描出し、提供することにした。記述レベルに

関する情報は、 AGREE共同計画が開発した「ガイドラインの研究・評価チェックリスト」を基

に項目を設定し、診療 GLの記載項邑確認表を用いて表現した。この確認表は、患者にも分かり

やすいように、「作成範囲Jr情報の入手可能性Jr作成関係者の参加Jr中立性Jr推奨決定の過

程Jr参照文献」の 6つの観点で構成した。確認表を診療 GLに適用した結果をグラフとして表

現し、診療 GLの評価に、記載状況のばらつきを利用できるようにした。これらの情報は、作成

した鋲病の基本骨格に、病名で関係付けて蓄積し、提供することにした。また、本モデルを具体

イじするために、糖尿病を例として用い、診療 GLおよびその記述レベル等の医療情報を提供する

Webページを、 HTMLを用いて作成した。

本モデルを実現することができれば、患者が知っている病名を手がかりとして、診療 GLが提

供する医療情報を探すことができる。また記述レベルから、診療 GLの記載状況のばらつきを知

り、医療情報の有用性について患者自身の意見を持つことができるようになる。さらには、患者

の治療意欲を高め、患者と医療者との積極的なコミュニケーシヨンを図り、患者の積極的な匿療

参加を促進することが期待できる。しかしながら、本研究には、疾病の拡大、合併症の扱い方、

本モデルの有用性評価、モデルのシステム化、さらには、診療 GL以外の有用な医療情報源との

リンクという課題が残されている。

There are medical information for patients and medical consumers that are edited 

and processed from specialized knowledge， but the medical information from the 
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view-point by patients carries 3 problems in terms of the location of the information， 

existence of information source supporting the medical treatment and evaluating the 

quality of the information. On the other hand， the medical knowledge for 

medical-workers is distributed as specialized information via various media for the 

professionals. Especially， practice guidelines ("PGLs円 hereafter)are the useful resource 

for clinical practice， ref1ect the latest information and sum up the medical knowledge 

about diagnosis and treatment together with their information sources. Although 

PGLs are expected to be checked beforehand， the one may be considered to be the 

valuable source for supporting patients with medical information. 

Thus， this study was proposed the "Patient-Centered Information Model for Practice 

Guidelines." in which the information extracted from PGLs was organized by using 

core-skeleton of disease-names. 

In the structuring diseases， the knowledge-system of diseases utilized in general 

medical books was used， while allocating disease-names derived from PGLs as the 

access point for patients. In this allocating disease-names， the "ICDlu taiou 

denshikaruteyou hyoujunbyoumeishyuu" was used in order to relate disease-names ω 

the standardized. Meanwhile， the information about disease， treatment and description 

level from PGLs was extracted ωprovide. As to the information about description level， 

1 set up the corresponding field based on“Appraisal of guidelines for research & 

evaluation instrument" and represented it utilizing the verification table of entry-items 

from PGLs. This verification table was consisted from the 6 view-points for ease of 

patient's understanding; “scope of preparation"， "availability of information"， 

“involvement of persons related to the preparationぺ“neutrality"，"progress of 

recommendation" and "references". The result of verification table applied to PGLs was 

represen加dgraphically， so that we could utilize the unevenness of en仕y-situationfor 

our evaluating PGLs. These medical information were designed to be deposited and 

provided in relation to disease-name based on the prepared core-skeleton. Meanwhile， 

in order to give shape ωthis model， the case of diabetes was used as an example and 

designed the Web-page in HTML. 

When this model is realized， the patients will be able to obtain those advanced 

medical information that are provided in from PGLs even with the clue of their known 

disease-names. Further， with their knowledge about the unevenness of entry-situation 

in PGLs， the patients will get able to carry their own comment on the value of medical 

information. And further more， this model is expected to enhance the patient's 

motivation for their own treatment， activate a communication between patients and 

medical-workers， and promote patient's positive participation in medical cares. However， 

in this study， such subjects as illness-expansion， organization of complication sympωm， 

evaluation of this model's practical value， implementation of this model and linking 

with other source of medical information remain ωbe solved. 

(研究指導教員:岩津まり子 高IJ研究指導教員:小野寺夏生)
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学籍番号:200323942 

氏名:岡多恵子

World Wide Web Consortiumに設けられた WebAccessibility Initiative (WAI)やネットワ

ークの教育学修理用を進める組織である IMSのAccessFor Allの活動に代表されるように、

障害の有無など、利用者の特牲に関わらずWeb上のりソース(情報資源)へのアクセス性

を高めるべきであるという アクセシピリティの問題の重要性が広く認識されている。

従来の情報資源発見のためのメタデータは、利用者の特性に合わせて適切なリソースを

選択するための記述を十分に行うことができないため、アクセシピリティのためのメタデ

ータスキーマの開発が進められている。たとえば、 IMSで提案された AccessFor All Meta駒

data (古田 IMSAccessForAll Meta-data Specification) およびACCLIP(The IMS Learner 

InformatIon Package) では、 リソースの特性と利用者の特性を結び、つけることを提案し、そ

れに基づいたメタデータスキーマを開発している。

本研究では、利用者の特d性に合わせたリソース選択のために、利用者やその利用環境と

いった Contextを反映したりソース選択とリンキングのメカニズムが必要で、あると考え、

Contextに応じたリンキングのメカニズムを提供している OpenURLに着呂し、そのりンキ

ングメカニズムの基本的枠来立みを与えている ContextObjectの概念を利用することにした。

一方、利用者の多様な特十生にあったリソースを見つけるには、同一の知的内容を含み、

かっ表現方法や実現方法の異なるリソースを見つけ、それを利用者の特性に合わせ、利用

者の環境で実際に利用することが求められる。また、リソースの知的内容に関わる基本的

なメタデータエレメント記述だけではなく、利用者の特性と照合し適切なリソースを選択

するためのエレメントが必要である。そのため、同ーの作品であっても、利用者の特性に

合わせた表現形式であるリソース、利用者の利用環境に適した実現形式であるリソースを、

利用者の特性に合わせて選択することができるようにするための仕組みが求められる。本

研究では、知的内容、表現方法、具体化形式等のレベルに分けてリソースの特性を表現す

ることが適切であると考えた。

こうした要求に対応するため、本研究では、 IFLAによって提案されている、書誌記述対

象となるリソース実体の捉え方を与える目録階層モデ、ノレである FRBR (Functional 

Requirements for Bibliographic Records) を基礎とすることを考えた。たとえば、南じ f風の

又三郎j という作品であっても、異なった表現形式をもつことや、異なる具体物として実

現されることがあり、こうした関係を表すためのモデ、ルを FRBRは定義している。

本研究では、以上のような条件を考察し、下のような要件を導いた。

@ リソース特性と利用者特性の両面から Accessibilityに関するメタデータを記述する

こと

「間一j の内容をもっとみなすことのできる複数のリソースの中から、利用者の特

性に適合した表現内容あるいは実現形式のリソースを選択するための仕組みをもつ

こと

@ 利用者の特性や環境要件などの Contextに応じてリソースを識別し、アクセスする

ための一般化された仕組み(あるいは、リソースへのりンキングのためのモデル)

をもつこと

本研究では、こうした考察を基礎にして、 Web上のリソースへのアクセス性を高めるた

めの仕組みのモデルを提案し、それに基づくメタデータスキーマを定義した。
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It is widely recognized that digital resource民especiallythose on the Internet， should be accessible 

for a11 users regardless of their disabilities. The term "Accessibility円 Iswidely known as an 

important issue for networked communities. For exampleヲ theWeb Accessibility Initiative (W AI) of 

the World Wide Web Consortium and the IMS， which Is a notイ0トprofitorganization to promote 

educational use of the networkラ havebeen actively working on standardization of accessibility 

guidelines and metadata schemas. 

Metadata schema for accessibility have been developed in parallel to other descriptive metadata for 

resource discoverγbecause the accessibility metadata description requires elements to select 

appropriate resources in accordance with user's characteristics which are not included in the core 

part of resource discovery metadata such as the Dublin Core. For example， IMSラsAccessForAll 

Meta-data and ACCLIP (The IMS Leamer Information Package) as proposed by IMS have elements 

to associate characteristics of resources with user's characteristics from the viewpoint of accessibility. 

This research is based on the basic policy that any user should be able to choose an appropriate 

resource in accordance with hislher characteristics from a group of resources that have the same 

content in different styles of expression and manifestation. The author has found that a context-based 

resoぽ celinking mechanism is useful to choose and refer to appropriate resources in accordance wIth 

userラsch紅 acteristics.She has also found a model to group resources based on some criteria such as 

intellectual content， style of expressionラ andform of manifestation. She has found that， from the 

viewpoint of accessibility， the OpenURL企ameworkand the FRBR model by IFLA are suitable to 

define a context幽 basedli法 ingmechanism and resource groupingラ respectively.

The ContextObject model of OpenURL， which gives a framework to describe a contextラ hassix base 

at廿ibutes，i.e.， Referrer， Referring Entity， Requester， Referentラ ServiceType and Resolver. The 

model proposed in this thesis extends the descriptions of Requester and Referent from the viewpoint 

of accessibility based on AccLIP and AccMD. Resourcesヨ whichare referred to as referentsラ訂eto 

be grouped using FRBRラsentity types， W ork， Expression and Manifestation. 

The following requirements were significant in order to define a metadata model for resource and 

user characteristics to enhance accessibility based on the analysis mentioned above. 

Metadata for accessibility should be able to be wロ仕切 to represent both the resource 

characteristics and the user characteristics. 

Resource selection and linking mechanisms which associate accessibility characteristics of users 

to those of resources are required. 

A generalized framework to identify and access resources based on a context should include 

characteristics of a user and hislher access environment. 

This thesis describes the models and concepts which form the base of this studyラ e.g.OpenURLラ

AccessF or All metadata出ldFRBR are described， and then it describes the model proposed to 

enhance accessibility. 

(研究指導教員:杉本重雄 副研究指導教員:阪口哲男)
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Study ofI...ong-Tm・mStOl・agethrough Linkag-e between Dig'ital Al・chiveSystems 

学jt話番号:200323943 

氏 名:I司EEI 武

インターネットの普及により、ディジタルコンテンツがwの中に溢れてきている。それに伴い、大学や公共団体でもコ

ンテンツの長期保存を主iヨ的としたディジタルアーカイブシステムの導入の1あ軍が高まっている。本研究ではこれらのデ

ィジタルアーカイブシステム問で互いに保存情報を預け合うことにより、ディジタルコンテンツのより長期にわたる保存

を図る方式を考究する。

本研究ではOAIS(OpenArch:ival 1ぱo1'mationSystem)参照モテゾvというディジタルアーカイブシステムのおOlil際標

準上で考察する。 0必Sでは捜数のディジタルアーカイブシステムを連携して情報を利用するモテルについては言及してい

るが、連携して皆報を保存するモデルについては言及していない。そこで連携保存のモデルを提案し、実証するためのプロ

トタイプを開発する。 OAlSでは保存情報はコンテンツと保存メタデータから成っている。本日干究では源システム側のコン

テンツと保存メタデータをカプセル化して、それを自的システム側のコンテンツとみなして預ける方法を提案した。また、

本研究では大学図書館関での連携のような大規模なシステム間での連携を対象としており、個々の保存情報単位のみならず、

コレクション単位での連携モデルを提案した。

本研究で考える連携モデルの概要を説明する。まず源システム側で預けたい保存情報、すなわちコンテンツと保存メタデ

ータを一つのカプセルに入れる(封入作業と呼ぶ)。そして、カプセル化された保存情報(カプセJHU呆存情報)は自的シ

ステム側に送られる。目的システム側では、送られてきたカフセル化保存情報を自身のコンテンツと見なしてそれに自身の

保存メタデータを付け、システムに格納する。その後、源システム担IJから預けた保存情報を返却して欲しいとの依頼があれ

ばそれを源システム側へ返却する。その際、源システム担Ijでは返却された力プセル化保存情報の開封作業(カプセル化保存

情報を元の状態に戻す)を行い、システムに格納する。

さらに、目的システムにおいてカプセル化保存情報の中身を開示したい場合についてのモデルを提案した。開示とはカプ

セル化保存情報の中身を覗き見て必要ならば潤封し表示する機能をいう。開示機能はカプセル化保存情報の中の保存メタデ

ータを頼りに開示したいコンテンツを同定し、必要であればそのコンテンツを開封し表示する。

次に本研究で開発したフロトタイプについて説明する。本研究ではデ、イジタルアーカイブシステムとして DSpaceを採用

した。 DSpaceはマサチューセッツ工科大学とヒューレットパッカード社が共同開発したオーブンソースのディジタルアー

カイブシステムである。 DSpaceはその機能がOAlSのそれらによく対応したものになっており、 DSpaceを構成する各種

ソフトウェアはオーフンソースやフリーウェアのソフトウェアが活用されている。本研究では2つの異なる UNIXサーバ

ー上に DSpaceをインストールし、互いに連携させた。

連携モデルの3つの機能(封入、開封、開示)について説明する。封入作業ではコンテンツと保存メタデータのカプセル

化を行うが、本研究ではカプセル化にXML技法を採用した。具体的には、一つの沿札文書にコンテンツと保存メタデー

タを格納することでカプセル化を図る。ここで、活任J文書ではピット列を扱えないので、ピット列であるコンテンツにつ

いてはそれを文字列に変換してから氾仏文書内に格納することにした。また、開封作業はXJVIL文書からコンテンツと保

存メタデータを取り出し、コンテンツについてはそれを文字列からピット列に戻す。次に開示作業について説明する。開示

作業はコレクション中のカプセ)v化保存情報を覗き見て、必要ならば開封し表示するものである。プロトタイプでは

:M:icrosoft Accessの検索機能を活用して開示機能を実現する。そのためにロι文書の扱いに長けている.MicrosoftExcel 

でXl¥1L文書をいったん取り込み、 Excelファイんを生成する。生成された Excelファイルを Accessで利用する。異体的

には、コレクション全体を 1つの沼氾J文書にするために、コレクションの要素であるカプセル化保存情報を連接し、 1つ

のXl¥1L文書にしてから Excelに取り込む。そして、 Excelで生成されたファイルをAccessに取り込み、 Accessの検索機

能を利用して保存メタデータを検索し、閲覧する。さらに必要であればその保存情報を開封し表示する。本研究ではこれら

寸車の機能を実現するプロトタイプを開発し、サンプルデータを用いてモデ‘ルの実証を行った。

以上、本研究では OAlS参照モデルというディジタルアーカイブシステムの国際標準上で、長期保存のためのシステム関

連携のモデルを提案し、プロトタイプでそれを実証した。
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E;q)ansion of the Internet has C1・eatedan incl'ease in digital contents. Univer・sitiesand pubhc institutions have been 

compelled to intmduce dig-ital al'cluve systems， pamal'ily fo1' long-tel'm preservation of such contents. VYe investigated 

a method. f01' long-tenn preservation of digital contents in this study thl'ough mutual deposits of 品、chivaliniormation 

between出gital31・chivesystems. 

'0.'e conducted :i.nvestigations based on the IS0 .i_ntemational standal'd. fo1' digital a1、ch.ive systems， known as the 

Open Al'chival 1nfo1111atiol1 System (OA1S)児島l'encemodel. OAIS ref討sωamodel that utilizes inionnation tlu:ough 

linkage of muJtiple (Jjgital arcluve systems but does not cite a model to pl'eserve infonnation thl'ough mutuallinkage of 

such systems. Therefol'e， we pl'opose a model fo1' p1'ese1'vation thl'ough linkages and have developed a pl'oto旬'PefOl、

demonstration ‘A.l'cluval information in the OAIS consists of contents and preservation metadata. We propose a 

method using this system in which the contenおお1dmetadata on the SOU1'ce system side a1'e encapsuJated as they are 

deposited and become contents of the destination sys白m side. Tlus study also addTesses linkage between la培 e

systems such as university libl四百s;we p1'opose a linkage model not only fo1' individual archival iniormation units but 

also fo1' col1edion UI立ts

1¥.n outline of the ill立agemodel described in this study is pl'Ovided below. The arcluvalむ110rmation to be deposited， 

i.e. the contents and prese1'vaむonmeねdata， is五1‘stenclosed in a capsule on the sou1'ce side (this臼 called

encaps吋ation).The archival iniormation enclosed in the capsule (the encapsuJated a1'chival iniormation) is then sent 

to the des出1ationsystem. The encapsulated archival info1'mation received by the dest.i_nation system is accepted and 

stol'8d in the system by attaching desむnation-speci五cp1'ese1、rationmetadata to it. The1'ea立e1'， requests fo1' 1'etu1'n of 

al'chivalロuormationdeposited fi'om the sou1'ce system prompお thedestina包onsystem to return it加 thesoura 

system. 1n that event.， the S01..u'ce systβm opens the encapsuJated archival iniol111ation (res凶ringthe encapsulated 

al'c1uval IJuon11ation to iおorigl.naJstate) and stores it. 

We a1so p1'opose a model for events in which the contents of encapsuJated archival IJぜonnationmust be disclosed on 

the destinぬonsystem side. DisdoSUl‘e is the function of viewing the contents of encaps吐ated a1'chival .Lnforma tion 

and open.i.ng and d:i.splay.i_ng them ¥vhen ne白 ss担)'.The disclosing function relies on the preservation metadata .Ln the 

encapsluated archival inionnationωidenti.fY the contents to be disclosed， and it opens and displays the per世nent

contents as l'8quired. 

'vVe will describe he1'e the p1・ototypedeveloped in this study. We adopted DSpace as the digital archive system 

DSpace is a digital担・chivesystem with an open som'ce that was jointly developed by the Massachusetts Ins桓tuteof 

Technology and Hewlett Packard 1nc. The functions of DSpace were designed to con:、espondwellωthose of OAIS. 

Open-‘soul'ce and 色、eewa1'eso仕wareprogl百l1S3l'e u凶izedto ena ble various so合wareprog1'ams to compose DSpaa. 

DSpace was IJ1stalled on two di五色rentbut linked UNIX servers in this study. 

The th.ree functions of the linkage model (enclosing， opening， and disclosure)但モ describedbelow. The contents and 

pl'eservaむonmetadata担、eenclosed .Ln a capsuJe during encapsulation. We used the x1仏 methodfo1' encapsulation， 

in wluch encapsulatiωwas accomplished by storing the contents and preserva註onmetadata in an xl'v包 doc田 nent.

Con回ntsconsisting ofbit stl'lngs were sto1'ed in the XJ¥ιdocument after being converted into character sむ:1llgssm四

an XMl.J dOCl出1entcannot handle bit sb.'ings. 1n ∞ntrast， contents and preservation metadata位、etaken out of the 

Xl¥1L docmnent dming opening and the contents are converted仕omcharacter sむ:1..ngSmωbit strings. The 

encapsula臼dal'chival uuorτnation in the col1ection is viewed dmmg discloSLU‘e and is opened and disp1ayed when 

necessary at that time_ The di民 losingfuncむonwas achieved in the prototype by utilizing the 1'eなievalfunc位onof 

I¥1i口、osoftAccess. The xl¥包 documentis incOlvorated into I¥1icrosoft Excel， which can s記llfullyprocess xl¥ι 

documents，初 genera白 anExcel fi.le. The Exce1 file thus generated is U凶izedin Access. To clむify，encapsuJated 

arcluval uuonnation as elements of the collection are connected to form an Xl¥1L dOClill1ent and the Xl¥1L document 

thus formed Ii雪山cOlvoratedU1to Excel， mak:i.ng the whole col1ection an xf¥札docmnent.The file generated in Excel is 

then incol1)orated inωAccess and viewed by retrieving the preservation metadata using the ret1'ieval function of 

Access. This担.'chiva1infm1l1ation can then be opened and displayed if necessa早 Apro初typeto ac1ueve a ser:I.es of 

these五ll1ctlonswas developed in this study and the model ¥vas veri.fied USU1g sample data. 

We p1‘oposed an intet-system linkage model for 10ng-te1'm preservation USU1g theロ1temationalstandard for digital 

archive systems， ]mown as the OAIS reference model， and demonstrated it with a prototype. 

(研究指導教員:田畑孝一 語!日計究指導教員:阪口哲男)
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現在、 Web上には様々な検索サイト、ポータルサイトがある。それらサイトの検索サービスとし

ては、ロボットを用いた全文検索サービスや、階層構造でカテゴリを分類したディレクトリ型のサ

ービス、明Tebサイト内のデータベースを検索するサービスなどが挙げられる。

全文検索では、ロボットが収集してきた Webページから検索キーワードと一致するものを探し

出すが、意味的な検索を行うことは難ししLディレクトリ型検索では、階層構造による上下関係で

目的の情報のカテゴリを検索するが、上下関係以外の等価関係や連想関係、での検索は上下関係、だけ

では表現しにくい。データベース型の検索では格納されてし、るレコードのデータ構造や検索式によ

って目的の情報に絞り込んだ詳細な検索を行うことが出来るが、連想、関係をデータ構造や検索式で

表現するのは難しし、

これらのサービスが提供する検索機能では困難な、連想関係による検索を実現する概念・手法と

して、 TopicMapsが挙げられる。 TopicMapsとは、情報リソースとは独立した上{白書に位置付

けられ、情報を意味的こ紺載イヒし、管理、検索、ナビゲートを可能にするための新しし慨念的

枠組みであり、情報リソースが持つ概念と概念との関係を、 トピック間関係と、 トヒ。ツクと情

報リソースの関の関係、から構成されるマップ(地図)としてコンヒ。ュータ上にそデノレ化する。概

念、と概念との関係を、人間の思考に近い形で表現できるため、産官、関係などを含んだ意味的な

情報の系出哉化を行うことが出来る。

本研究では、テキストで、は表現しにくい楽曲の情報、特にアンサンプルの演奏に関する矯報

におpicMapsを適用した。楽曲の情報をおpicMapsのそテ、ノレに基づ、いて構造化し、その構

造を基に、 WebとMacromediaF1ashを用いて、演奏情報を含む楽曲の情報をインタラクテ

ィブに提供するシステムを構築した。なお、1bpicMapsを表現するためのシンタックスとし

ては、活任」に則ったXTM(XML Topic Maps)を使用した。

本研究の楽曲情報のそデノレは、楽曲に関する作曲者との関係、同じく編曲者との関係、寄せ作

年との関係などのメタデータ間の関係だけでなく、楽曲と演奏パートとの関係、パートと楽器

の関係、さらにパートごとの楽器による演奏の音声ファイルなどとの関係を持つ点に特徴があ

る。アンサンプノレ曲は、演奏するパートごとに特定の楽器が割り当てられているが、曲によっ

ては作曲者。謡曲者)~こよって代替の楽器が指定されたり、演奏者の方で音域の近い楽器を代替

の楽器として用いることもできる。そして、代替楽器を使うことにより、聴きなれた楽曲の完rJ

な魅力が分かることもあるが、実際に楽器を用意してまで的強識するのは面倒である。この

ような前首鯨を音楽情報システムとしてサポートできれば、アンサンブルを楽しんで演奏し

たい利用者にとって有益で、あると考えた。

構築したシステムは検索部分と視聴部分との二つの部分に分かれており、検索部分では

Topic Mapsのモデルにより、従来の検索システムでは対応が難しし 1トピックからの検索を

Webのリンクにより実現した。視耳賠5分では、楽譜の閲覧機能だけでなく、Flashを用いて、

インタラクティブな試聴機能を実装した。パートごとの演奏や、パートを自由に組み合わせた

演奏や、パートごとに使用する楽器を変更した場合の演奏などをその場で指定して試聴できる。
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なお、本システムのデータとしては管楽器のためのアンサンプル曲を採り上げた。

本研究では上述の糊敷を持つシステムを嬬築した。楽曲情報のおpicMapsの作成吏新を容

易にするツーノレの開発、そして Webによる情報検索サブシステムと MacrornediaF1ashによ

るインタラクティブ試糖、サブシステムとの直接リンクには改善の余地があり、これらは将来の

課題として残されたが、本研究の当初の目的は達成された。

There are various web search sites and po此alsites on Web now. The following search 

services for those sites are enumerated as re廿ievaltechniques; Full-text search service that 

uses robot; &nせaof也前旬rytype into which category is classi五edby layered s仕ucture;阻 d

Service tha t re仕ievesdata base in Web site. These services have the feature陀 spectively，but 

it is not suitable for retrie吋ngan issue by the association relation. 

Topic Maps is enumerated as a means to retrieve by the association relation not good of 

those servias. Topic Maps is a new∞n白 ptualfrarne to be 1∞ated to the meta: layer that is 

independent of the information reωur民 andtoorg町立zem五)rmationmeaning， andお enable

management，陀廿ieval， and navigating. The rela位onbetween a∞ncept and another conapt 

of the information詑釦urceおmodeledon the ∞mputer in Topic乱1aps. Because the model is 

exp回 ssiblein shape of near human beingfs idea， semantics including an asωc阻tion詑 lation

can be expressed. 

In this research， information in music especially ensemble music is analyzed and 

s仕ucturedwith Topic Maps model. I developed an interactive rnusic information servia 

system with宇 tec加1010giesof Web and Macromedia F1ash. I adopted XTM (2岱1LTopic Maps)ω 

express Topic Maps. 

The model of music口語ormationin this study expre鎚 esthe following structures; music has 

relationsωa perfoロneclpart， assigned or alternative musical instruID.ent and a sound臼e

performed by the instrument，出ldhas also relations to a composer，但1a町出1ger，date of 

product立on，紅ldits s∞re. 

Developed system∞nsIsts of an information retrieval sub巧Tstemand an audio-visual 

subsystem. Rβtrieval fimction仕umtopics of the former sub巧Tstemおrealizedwith Web link 

based on model of Topic Maps. The latter subsystem has a fu.nction of interactive listening of 

performed part or parts selected by a user. The五mctionis realized with Macromecba Flash 

and relating technologies. The subsystem al鈎 hasa func柱。n加 出splaya picture of music 

score. 1 used information about ensemble music for wind music instrument as sample data， 

because the ensemble is匂rpicalensemble music and is goodあra player to select altemative 

muslc rnsむument.

The system suppo此sωtheuser who want初 lotof information about music especially 

ensemble or want ωenjoy performing musical insなument.Thereおre，the purpose of this 

research is acmeved as mentioned above. Future works紅 eωdevelopa labor saving tool for 

making and revising ofTopic Maps of music information andωimprove direct linkage between 

Web based information retrieval subsystem and interactive audio sub勾Tstembased on 

Macromedia Flash. 

(研究指導教員:石塚英弘 副研究指導教員:長谷部紀元)
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Digital Talking Book方式を利用した視覚障碍者のための Web閲覧支接システムの構築

Configul'ation of a Web Viewing Assistance System fo1' Blind People 

Utilizing the Digital Talking Book Method 

学籍番号:20032394G 

氏名:草野秀E!J'j

現代宇土会において，ディジタル情報は私たちにとって重要な情報源になっている。しかし，同時にこれらの

情報をやj用できる人と利用できない人の間で，情報格差(ディジタルデパイド)の溝を深めたことも認識され

ている。 このことから、現代ではディジタルデパイドの問題を解消するために、「情報アクセシピリテイムす

なわち高齢者や障碍者等を含めた，より多くの人々が情報通信機器，ソフトウェア，サービスを支障なく操作

又は利用できる機能を改善することが重要になってきた。情報アクセシピリティの中でも， Webに関するアク

セシビリティを rWebアクセシビリティ jと呼び.WAI (Web Accessibility Initiative)が WCAG(WebContents 

Accessibility Guideline)をガイドラインとして提供している。ところが，ガイドラインに従った Webページ

の制作を行っても，そのレイアウト構造はサイト製作者に依存する部分が大きい。特に、視覚障碍者の場合は

音声ブラウザを用いて Webを閲覧するが，音声の開き取りを頼りに操作するので，日青眼者と比較すると一度

に入手でミきる情報量が正倒的に少ない。そのため，提供される Webレイアウトは単純で把握しやすい構造が

好ましい。にもかかわらず，必ずしもサイト製作者がガイドラインに従うという保証もないため.Webアクセ

シビリティ対応策は，ガイドラインの制定だけで十分とは言いきれない。

一方，視覚障碍者が情報を得るために利用できるディジタルメディアとして.Web以外にも DAISY(Digital 

Accessible Info1'mation SYstem)録音図書がある。 DAISYは、 DAISYコンソーシアムという NGO団体によ

って策定された、マルチメディアコンテンツを構成するファイルの仕採を定めている国際標準規格である。こ

の仕様に従って作成されたメディアは，ディジタル録音図書(DigitalTalking Book : DTB)と呼ばれ，音声 Cl¥1P

3. PCI'vlなど)のみ，テキスト (HTML. XML) のみ，またはその両方を含むファイル構成で提供される。

この DTBは、図書と同様に「目次ー本文ー索ヲIJ という構造を持っているので.コンテンツレイアウトの把握

作業は容易である。 DTBでは目次から本文を同定できることから，その関覧操作もコンテンツの内容によら

ず定形自今かつ容易である。

そこで¥本研究では DTB方式を利用して，視覚障碍者用の Web閲覧支援システムを構築した。本システム

では，閲覧支援の対象とする Webページを DTBに変換し，ユーザへそのコンテンツを提供することを目的と

する。先に述べたように，視覚障碍者にとって DTB方式の操作は定形的かつ容易なため，音声ブラウザによ

る Web閲覧に比べて，煩わしさを軽減させた操作環境を提供できる。また，閲覧支援の対象とする Webペー

ジは， 日本語で提供される国内のニュースサイトとした。いうまでもなく，任意の Webページを単一システ

ムで処理することは難しい。そこで，コンテンツ構造が互いに似通っているニュースサイトを対象とした。す

なわち，予め複数のニュースサイトの HTML文書の文書構造を解析したところそれらに共通な構造が存在す

るので，文書からニュースの見出しと本文を抽出するアルゴリズムはサイトに共通でよく，サイトの相違はそ

れに与えるパラメータを変えるだけで処理できることがわかった。

本システムは Windowsをプラットフォームとしたものであり fDTB関覧ツール (ALTAIR)Jと rWeb閲

覧支援ツール (DTBhp-Maker)Jから構成される。 ALTAIRは財団法人 5本障碍者リハビ 1)テーション協会か

ら無償で提供されているもので， DTBの閲覧に合成音声出力が利用できる。 DTBhp-Makel・は筆者が作成し

たもので，任意に指定した Webページの HTML文書を解析し，必要なテキスト情報を抽出する fHTML解

析プログラム機能j と，抽出したテキスト情報を fDTBに変換する機能Jから成る， DTB自動生成プログラ

ムである。耳TML解析プログラム機能では，盟有のパラメータを与え，前述のアルゴリズムによる解析処理

を行なう。本システムは， ALTAIRで DTBhp-Makerを起動させるので， ALTAIR によるユーザからの操作の

みで Webニュースサイトの指定，および DTBの生成が可能であり，かつ生成した DTBも自由に閲覧できる。

以上，本研究では DTB方式を利用した視覚障碍者のための Web関覧支援システムを構築した。主要全国紙

5を含む 8の Webニュースサイトの槌覧が可能である。システムにおける処理アルゴリズムはサイトに共通

で，各サイトの相違はそれに与えるパラメータの指定のみによって解決できた。
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Digital infOl、mationmedia has become an impOl・tantinformation source in moden1 society. However， a 

digital divide has been created between people who can use information media and those who cannot. It is 

therefore impol'tant to improve information accessibility to resolve the problem of the digital divide 

thl'ough functions that would enable many m01'e people， including aging and handicapped people， to 

opel'ate and use infol'1nation communications devices， software， and services without any hindrance 

Accessibi1ity 1・elatedto the Web is called "Web accessibility，" f01・whichthe Web Accessibility Initiative 

(W/-¥1) is j)r・oviclingthe Web Contents Accessibility Guideline (WCAG). The layout sIl・uctureof a Web page 

produced in compliance with the guideline depends largely on the site pl・oducel'. The volume of 

information available to blind people in particular， who view Web pages using a voice browser and whose 

use of Web pages relies on auclible cues， is significantly less than that available to sightecl people. 

The1、efo1'e，a simple and easy.to'understancl stl、uctU1・eis desirable fo1' Web layouts， However， the 

establishment of a guideline a10ne is not a sufficient measure to promote Web accessibility， since there is 

no assu1'ance that site producers wiU always comply with the guicleline. 

Digital media is available fo1' blind people to obtain information fl'om sources othe1' than the Vleb， such 

as Digital Accessible 1nfol'mation System (DAISY) talking books. DAISY is an international standa1'cl 

established by an NGO called the DA1SY Conso1'tium to p1・ovidespecifica tions f01、 filesto compose 

multimedia contents. Media p1'epa1、edin compliance with those specifications a1'e called Digital Talking 

Books (DTBs)， which a1'e provided in a file configu1'ation that contains voice alone (MP3， PCM， etc.)， text 

a10ne (HTML， XML， etc)， 01' both. DTBs have the same configu1'ation as that of o1'clinary books， consisting 

of a table， body， ancl index， enabling easy undel・stanclingof the content8 layout， A DTB allows 

iclentification of individual texts from the table contents， and thus viewll1g it is unifo工~m and simple 

l'eganlless of its con ten ts 

We configllredηWeb Viewing Assistance System [01' blind people in this stllcly by utilizing the Digital 

Talking Book Method. This system conve1't8 tal・getWeb pages into DTBs to provide their contents to use1's. 

Opera tion of the DTB method is unifol・m and simple fo1' blind people ancl can pl'ovicle an operational 

e11¥'l1・onmen仁withl'educed complexity compa1'ed with viewing Web pages using a voice b1、owse1'，Domestic 

news sites P1'ovided in Japanese ¥vere selected as the target ¥可ebpages fo1' viewing support. 1 t is always 

difficult to process arbitrary Web pages using a single system. Therefo1'e， we selected news sites with 

similar content structures as the targets. Analyzing the document structures of HTML documents on 

multiple news sites revealed a common structu1'e among them; the1'efo1'e， a common algo1'ithm coulcl be 

applied to extr・actheadings and bodies from various documents and the cliffe1'ences between sites could be 

adjusted by just changing the pa1'ameters applied to them. 

This system uses Winclows as the platfo1'm ancl is composecl of a DTB viewing tool (ALTA1R) ancl Web 

viewing assistance tool (DTBhp'Maker). ALTAIR is providecl by the Japanese Society fo1' Rehabilitation of 

Persons with Disabilities (JSRPD) free of cha1'ge and enables utilization of synthesizecl 8peech output for 

viewing DTBs_ DTBhp'Make1' is an automatic DTB generation prog1'am p1'epa1'ed by the authors. 1t 

consists of an HTML analysis program function to analyze the HTML of the Web page and ext1'act 

necessary text and a function to conve1't the extracted text informa tion into a DTB. The HTML analysis 

program analyzes the HTML content using the above-mentioned algo1'ithm and yielcls the inherent 

parameters. This system activates the DTBhp‘Make1' by ALTA1R， and thus designation of the ¥V"eb news 

site ancl gene1'ation of DTB can be accomplishecl with just use1' ope1'ation from ALTAIR， ancl the DTB 

gene1'ated can be viewecl freely. 

A Web Viewing Assistance System fo1' blind people utilizing the DTB method was configu1'ed in this 

stucly. This system enables viewing of eight Web news sites， including five majo1' national newspapers. 

The processing algo1'ithm in the system is common to a11 sites ancl it was able to overCOl1le the clifferences 

between sites by designating the pa1'ameters to be applied 

(研究指導教員:I万畑孝一副研究指導教員:r坂口哲男)
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鉄道の車内広告の潜在機能に関する一考察

一車内広告への接触によって形成される「地域社会のインテ苧ツクスJに着目して一

A Study of the Latent Function of Train Media: 

Focusing on“the lndex of the Local Society" Formed by Contact with Train Media 

学籍番号:200323947 

氏名:様回真幸

今日、東京をはじめとする大都市聞における通勤・通学者の多くは鉄道を利用している。こうした鉄道利用者

にとって、交通広告は日常的に接するメディアの一つであり、テレビ、ラジオ、新聞、雑誌などと並ぶ重要な情

報源、となっている。日常的な鉄道利用者は交通広告に囲まれて暮らしていると言ってもよい。

交通広告の中でも、車内広告は鉄道に乗っている以上、一定時間、興味の有無を問わず自の前に存在する影響

力のあるメディアである。しかしながら、車内広告を含めた、交通広告はテレビや新聞による広告に比べると、

あまり研究されてこなかった。また、車内広告は全国的なマス・メディアである一方、路線やエリアごとに出穣

できる地域密着メディアであるという潜在機能があるが、これを扱った研究は見られない

そこで、本研究では車内広告のこの影響力と潜在機能に注目し、地域情報を広く「地域のニース。とシーズが一

致し、その結果、地域の生活の質(クオリティ・オブ・ライフ)を高める情報Jと定義した上で、鉄道利用者の

視点から把握すべく次のような仮説を構築した。

「車内広告は鉄道に乗っている以上、一定時間、興味の有無を問わず自の前に存在するメディアである。よっ

て、日常的に鉄道を利用し、車内広告に接する人は無意識のうちに、車内広告を眺めることにより、週刊誌の

中吊り広告などで短くまとめられたこユース見出しを得たり、その他の商品広告でさまざまな街品やサービス

に関する矯報を入手したりするうちに、社会に存在するものの断片的な構報、「社会のインデックスjを頭の中

に形成すると考えられる。

ここで、 fメディア接触はゼ口サムではなく、能動的にメディア接触をする人は全てのメディアに積極性を

示すJという理論に基づ‘いて考えると、車内広告によって f全国・広域社会のインデックスJが形成され得る

環境にある鉄道利用者は「地域社会のインテeツクスJ も形成されやすいのではないか(1 )。また、能動的に

メディア接触を行う鉄道利用者、反復して接触する通勤・通学利用者、地域や利用路線に愛着のある利用者も、

その傾向があるのではないか CII )。さらに、 ( 1 )に挙げた f社会のインデックスJを形成する車内広告が

バランスよく掲出され、 ( II )のような鉄道利用者の多い、東京圏の都市圏鉄道や中都市圏の都市内鉄道の車

内広告は他の鉄道の車内広告に比べて、地域情報の伝送路として機能しているのではないか Cill)。

また逆に、仮にこれらの鉄道の車内広告が他の鉄道の車内広告以上に機能していないとすると、そのポテン

シャルがあるということになり、今後の展開が予想される新しいデジタル・コンテンツなどを有効に活用し、

地域に根ざした広告メディアとしていくことで、地域情報の伝送路となり得ると言えるのではないか (N)。

さらに、携帯電話をよく使用する鉄道利用者、すなわち、新しいデジタル・メディアに敏感な人は!日来の車

内広告もよく見ており、来たるユビキタス社会において、車内広告と携帯端末といったメディア・ミックスは成

功していくのではないか (V)J 

これらの仮設を検証するため、東京圏に対する中都市圏として名古屋市を選定し、両者の都市内鉄道と都市圏

鉄道、両方の利用者が存在する東京都中野区および名古屋市北区の住民に対して、郵送による意識調査を行った。

この調査により、「地域情報の伝送路としての車内広告Jの現状について、鉄道利用者の視点から現状を把握し、

ユピキタス社会におけるあり方について展望した。

調査の結果、現状でも、車内広告が地域情報の伝送路としての役割を果たしていることが分かった。またち仮

説で述べたうち、利用する鉄道による差はあまり見られなかったが、逆に、どの鉄道においても、ある程度、地

域情報の伝送路であるという車内広告の潜在機能があることが分かった(仮説田に対応)。むしろ、メディアへの

接触態度、鉄道利用頻度、鉄道利用目的、利用路線への愛着といった要因と「地域情報の伝送路としての車内広

告Jの現状に関連が見られ、この点においては概ね仮説を支持するものであった(1、II)。また同時に、いくつ
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かの新しい知見も得られた。

具体的には能動的にメディア接触を行う鉄道利用者、頻度の高い鉄道利用者、通勤・通学利用者、利用路線に

愛着のある利用者は車内広告を地域情報の伝送路として活用する傾向が見られた。また、性別、混雑度によって、

地域情報の伝送路としての車内広告への意識が異なること、世代によって地域情報の情報源が異なることなどが

分かった。

こうした調査結果を踏まえ、地域の生活の質を高めた広告の成功事例として、京阪電気鉄道の「おけいはん」

について考察し、今後の展望として、車内テレどを用いたクラシファイド・アド、 RFIDタグを用いた中吊り広

告といった新しい技術を用いた事例を検討した。この結果、いくつかクリアしなければならない問題はあるもの

の、デジタル技術を用いることによって、今まで以上に車内広告を地域情報の伝送路として活用できるのではな

いか、その上で、送り手として重要なことはフランナーやクリエイターの「個j を大切すること、そして、その

「個」は fリアルな生活実感jを身につけることが重要なのではないかということについて、展望した(町、 V)。

Daily 1'ailway passenge1's in the metropolitan a1'ea of Japan may admit that transit media has an 

influence on their daily life. Especially， among those transit media， train media can be most influentia1 

because they a1'e in sight of the passengers fo1' a certain period during their journey， regardless of whether 

they are interested in or not. While train media is a nationwide mass media， it a1so has a latent function as 

a 10ca1 based media that can place an advertisement particular to its loca1line and area. In order to examine 

train media's inf1uence and latent function from a passenger's point of view， 1 would like to present the 

following hypothesis: 

"1i'ain media is a media which is presented in front of train passengers for a certain duration during 

the立journeywithout regard to theぴinterest.Thus， 1'egular passengers come into contact with the train 

media， and catch headlines of weekly magazines from hanging posters and collect information through 

various adve1'tisements such as p1'oducts， commodities and services with or without their perception. 

Consequently， it is considered that those fragmenお ofinformation form an“index of society" in their 

subconscious. 

Resting on the theory that“media contact is not zero'sum . somebody who is eager in making contact 

with one media a1so shows positive interest in a11 other mediaぺtrainpassengers who are likely to form 

an “index of nationwide/greater area's society" through train media shou1d a1so be likely to form an“index 

of local society". From this point of view， train media in suburban railways ofTokyo and urban railways of 

othe1' mid 'sized urban cities are considered to function as a transmission method of loca1 information 

better than train media in other railways. Because， frrst1y， advertisements in the former area consist of a 

mixed variety ofinformation， secondly， a 1arge number ofpassengers are regular commuters， and thirdly， 

passengers have attachment for the 10cal society and localline of the area. 

Even though it does not yet function as such at the current stage， it is still potentially possible to 

employ train media as a transmission method of local information by improving its function as local 

advertisement thl'ough utilization of new technique such as digital contents etc. 

Furthermore， frequent mobile phone users， who are sensitive to new digital media， continue observing 

conventional train media at the 8ame time. 80 it is feasible to bring a successful fusion of p1ural media 

such as train media and portable te1'minals." 

ln order to verifシtheabove hypothesis， 1 selected Nagoya City as a mid'sized u1'ban city in compa1'ison 

with Tokyo metropolitan area as both urban and suburban railways ope1'ate in those two cities， and carried 

out a mail survey on the residents in Nakano Ward in Tokyo Metropolis and Kita Ward in Nagoya City. 

As a result of the survey， it was understood that train media was functioning as a transmission 

method for local information， although 1'emarkable diffe1'ences among the locallines described in the above 

hypothesis was not found. However， it is clear that train media on any line have a latent function of as a 

transmission method of local information to some degree. Fmthennore， there is relation obse1'ved between 

the current state of “train media as the transmission method of local information" and the factors on ¥'vhich 

the hypothesis was based such as contact attitude towards media， frequency of use of the line， purpose of 

travel and passengers attachments fo1' the line they use. Consequently， the survey results suppo1't the 

establishment of the hypothesis， as well as presenting new findings. 

On this ground， in conclusion， it is felt train media has potential to develop further in the 

coming ubiquitous society. 

(研究指導教員:木暮啓司i研究指導教員:後藤嘉宏)
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離散コサイン変換を基礎としたオーディオ信号の無歪みデータ圧縮

Lossless Digital Audio Compression based on Discrete Cosine Transforrn 

学籍番号 : 200323950 

氏名 :佐藤博喜

近年の，記録メディア容量，通信容量の増加に伴い，音響信号を高品質で圧縮するアノレゴ

リズムの需要が高まってきている.オーディオ信号の圧縮には有歪み庄縮と無歪み圧縮があ

る.無歪み圧縮は，元のオーディオ信号の完全再現が可能な圧縮方式であり，品質が低下す

ることなく圧縮が行える.本研究では，ディジタル化された音響信号を無歪みで圧縮する新

しい圧縮方式の開発を目的としている.

オーディオ信号の有歪み圧縮では，離散コサイン変換 (DCT)などの変換符号化を用いて，

時間信号を周波数信号に展開する圧縮方式が広く用いられている.一方で 無歪み圧縮の研

究では，変換符号化を用いる圧縮方式の研究伊jは少ない.無歪みと有歪みを統一的に取り扱

う圧縮方式を開発するという観点から，変換符号化を用いた無歪み圧縮の研究は重要であ

る.しかし，変換符号化を用いた無歪み圧縮方式には， (1)変換係数が無限小数点となり冗

長性が生じる， (2)変換符号化だけでは信号の持つ冗長性を完全に除去できない，といった

問題点があった.本研究では，従来の問題を解決するために， (1)の改善策として可逆的離

散コサイン変換 (RDCT)を用い， (2)の改善策として， RDCTと線形予測を併用する方式

を提案する.

提案するアノレゴリズムは， (a)RDCTの前段にフィノレタバンクを用いることで》周波数帯

域の分割数を増やし，かっ MPEGJAudioとの互換性の可能性を持たせている， (b)RDCT 

の変換係数とフィノレタパンクの誤差信号に線形予測を用いp 圧縮率の改善を行っている，と

いう特徴を持つ.さらに， (c)エントロピーに関して最適なフィノレタバンク出力の量子化方

法を用いている， (d)最終段のエントロピー符号化に算討す符号を用い，その頻度表の記録方

法に関して効率化を図っているという特徴を持つ.

アルゴリズムの評価として，提案アノレゴ、リズムと代表的な従来の圧縮アノレゴリズムで，圧

縮実験を行い，圧縮率の比較を行った.従来の圧縮アノレゴリズムは SHORTENヲ FLACヲ

Tv1onkey's Audio， WaveZipう LTAC，LPACう G-encoderの7つを用い，圧縮するデータには，

RWC研究用音楽データベースを用いた.また，アルゴリズム内部で、のエントロピーの計測

と，提案アノレゴリズムの構成を変更した数種類の類似アルゴリズムについてもエントロピー

の計測を行い，圧縮効果の高い構成方法について実験的な検討を行った.

その結果，提案方式は従来方式と比較して， 1~5%程度，圧縮率が悪かった.しかし，低

域通過フィノレタで帯域制限した青楽信号では，提案法の圧縮率が 10~20%程度よく，矩形

波，正弦波に対しては，提案法の庄縮率が著しくよかった.また，アノレゴリズム内部におけ

るエントロピーの計讃4の結果， RDCTと線形予測を用いることによる効果が確認された.
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The clen13，nd for high quality and high compression in cligital audio data has been 

increasing with multimedia storage extension and network technologies. The purpose of 

th吋isresearch iおstωo develop a new lossless di氾g江a叫1audio c∞ompressiめontechnique. There 

are two kinds of cOllrpression rnethoのう lossyand lossless. Lossless audio compression 

enables the compression of digital audio data without any loss in quality due to a perfect 

reconstruction of the original signal. 

Orthogonal transfonns， such as Discrete Cosine Transfornl (DCT)， are widely used 

in the lossy audio compression technique. However in lossless auclio compression tech-

nique， orthogonal transfoTlTIs are rarely used because the following two problems lie in 

transformation-bωed compression: (1) Coe自cientsof the transformation have reclundancy 

because of their in五niteclecimal， and (2) the redunclancy of a吋 iosignal can not be removed 

perfectly by the transformation. However it will be useful if we construct a compression 

algorithm using transformation that can hanclle both lossy and lossless compression. 

¥tVe employ Reversible DCT(RDCT) to solve these problems， and construct an algorithm 

using RDCT and Liner Predictive Coding(LPC). The algorithm has the following four 

features: (a) A五lterb仙 kis used in the former step of RDCT to keep possible compatibility 

with MPEG / A udio. (b) LPC is applied to coe缶cientsof RDCT and error signals of the 

五1ter bank to relωve re出 1油元町y.(c) The best qωntization in entropy is done to 0凶 P江

seq 問 nces of the 五出i比terba訂仙nk.(d) A 口 a加ari吋此-ithn1日n1e抗叩ticcωodi 時 is used as the entropy coding in the 

final step to improve the e伍ciencyof a frequency table. 

Compressibility was evaluated by experiments on the proposed algorithm and conven-

tional well-known algorithms: SHORTEN， FLAC， :ivIonkeyヲsAudio， ¥VaveZip， LTAC， 

LPAC， and G-encoder.日1eused RWC M usic Database in these expeI、iments. Next we 

triecl to construct an e丘、ectivealgorithnl by measuring entropies in the proposed algorithm 

ancl improved some of the compression. 

Through the experIll1entsう theproposal method was not better than conventional meth-

ods in compressibility 色、on11% to 5% for IYlusic signals， but it was 10% to 20% better for 

band limited music data by low pass五lter.Also it was remarkably superior for sine wave 

ancl square wave data. The effect of the use of RDCT and LPC was con五rmedin of the 

entropy meaSUrelTIent. 

(研究指導教員:田中和世 副研究指導教員:松本紳)
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クラシックピアノソロ曲からのメロディ自動抽出

A Melody Extraction Method from the Classical Piano Solo Pieces 

学籍番号: 200323953 

氏 名:荘司理絵

ひとは音楽を記皆、するとき，メロディやサどなど，楽曲の印象的な一部分だけを記憶すること

が多い.そこで，近年では「ハミング検索」のようにメロディをキーとして曲を探してくる検索

方法が提案されている.こうした検索では，検索対象となるデータから予めメロディを抽出して

おく事が普通で、ある.その他にもメロディは，楽曲要約や楽曲のアレンジ，楽曲分類など様々な

場面で重要な役割を担う.しかし，具体的にどのようなものがメロディとなるのか，絶対的な規

則は発見されていない.そこで，本研究では楽曲からメロディを自動的に抽出する方法を検討し

た.

本研究で対象とする楽曲は，クラシックピアノソロ楽曲で，データ形式は SMド(StandardMIDI 

F i 1 e) とする.その為，従来用いられてきた音色情報やデータ構造の特質(トラック情報など)

を手がかりとした手法は利用できない.また，使用するデータは，実際に演奏したものを記録し

た「実演奏データJである.実演奏データは，和音構成音がデータ上では同時五IJに鳴ると限らな

い，演奏ミスがある等の問題を含む.更に，右手と左手の演奏が，データ上は区別されていない

データについて調査を行った結果，左右の手のどちらかの最高音にメロデ‘ィが現れる事が多い

とわかった.そこで，楽曲を左右のパートに分離する事を提案する.クラシック曲の左右のパー

ト分離はメロデ、ィ抽出だけでなく，自動採譜などにも応用できる.分離の手法は，次の二つの手

法である.ひとつ自は，音高に対して関値を設定し，それより高い音符は右手のパート，低い音

符は左手パートとする.もう一つの方法は，最高音列と最低音列を元に分離する方法で，最高音

列を右手パート，最低音ヂ11を左手パートとし，残りの音符は音高のより近い方に分離する.

メロディ自動抽出はp 左右のパートに分離した結果から行う.まず，左右のパートから，それ

ぞれ最高苦列を取り出し，休符を目安にフレーズに分割する.しかし， MIDIには休符情報がな

いため，音長や無音区間を参考にした.次いで，作成した各フレーズについてメロデ、イらしさの

評価を行い，メロディらしいと判定されたフレーズをつなぎ合わせてメロディとする.メロディ

らしさの評価には，音高や音長の変化の度合いを利用した.

実験の結果，左右の分離では，良いものでは 98%以上の音符を正しく分離する事が出来た.

しかし，楽曲によっては， 74%しか分離できないものもあり，手法について更に検討する必要が

ある.また，フレーズの分割については良い結果が得られなかった.理想とするフレーズを得

るためには，休符以外に，前後関係など考慮する必要がある.メロディらしさの判定についても

同様で，音高・音長以外の要素を取り入れる事が考えられる.
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日Ihenwe listen to music， we tend to 1'emembe1' segments or features that a1'e most 

impressive ---fo1' examp1eフ melodyline ratheI句 thanaccompaniment， 01' the ref1'ain part of 

songs. The 1'etrieval methods w he1'e the sea1'ch key is a sung melody a1'e proposed， like 

"query by humming". To invoke this retrieval method， it is cornmonplace to ext1'act the 

retrieval key (i.e. melody) at the prep1'ocessing stage. Me10dy ext1'action is impo1'tant in 

other applications as well， such as music synopsis， ar1'angementう 01' classification. But， 

there is no definite account of what exactly constitutes a melody. 80 the aim of this 

1'esearch is to investigate methods fo1' automatic ext1'action of melodies f1'om music. 

The input data is taken f1'om 1¥11D1 1'eco1'dings of actual perfo1'mances in 8MF (8tanda1'd 

M1D1 F1LE) data fo1'mat. Example pieces are taken f1'om classical piano s010 music. 

P問 viousstudies on melody extraction used such featu1'es as timb1'e (= inst1'ument) 01' tracks 

(in Sl¥1F) as key featu1'es. These featu1'es a1'e not available in our setting， where the music 

is played on a single inst1'ument (piano) and contained in a single t1'ack. Since the data is 

from actual pe1'formance， there may be certain diversions f1'om the music sco1'e. For 

example， the notes of a chord may not be simutaneously st1'uck， and various miss touches 

may exist as well. An important issue is that the distinction of 1eft and 1'ight hand parts is 

not given in the perfo1'mance data， since all notes are mixed in a single track. 

Through the analysis of the piano music data， melodies we1'e found to exist frequently in 

the highest note sequences of eithe1' the 1eft 01' right hand parts. 80 the separation of 1eft 

and right band pa1'ts becomes necessa1'y. Two metbods fo1' pa1't sepa1'ation were 

implemented. One method sets up a pitch th1'eshold dividing the 10we1' and highe1' notes. 

The other method looks fo1' the highest and 10west notes of a note sequence. The highest 

note sequences are assigned to the right hand， the 10west to the 1eft， and the intermediate 

notes are assigned according to pitch difference. 

1n the next step， sequences corresponding to me10dies are ext1'acted from each pa1't. As 

the highest notes in each pa1't tend to be included in the me10dy， they are first selected as 

me10dy tone candidates. The rne10dy may switch between the 1eft and right hands， so the 

sequences a1'e segmented into "ph1'ases" guided by rests and othe1' cues. Other features 

such as the change in 1'hythrn a1'e eva1uated by various 1'u1es， and the sequence considered to 

be most like1y is extI、actedas the me1od)人

1n an eva1uation experiment， left-1'ight sepa1'ation was 98% cor1'ect in the highest case and 

74% in the lowest. Thus， fu1'ther improvement of the methods is necessa1'y. Investigating 

bette1' crite1'ia fo1' ph1'ase segmentation and judgment of w hat constitutes a me10dy a1'e also 

topics of futu1'e wo1'k. 

(研究指導教員:平賀 譲 高IJ研究指導教員:小高和己)
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コミュニティ指向メタデータボキャブラリの維持管理手法とそれにもとづく

メンテナンスツール

A Model and a SoかんTareTool for Maintaining Community-oriented Metadata ¥'(∞abularies 

学籍番号 :2∞323963

氏名:吉田幹雄

現在、明明明fの発達により、 Web上の情報資源、の量は膨大なものになっているO それら情報資源の中

から有用なものを効率よく発見し共有するために、特定の学術分野における情報資源に関するメタデー

タを提供するサフゅジェクトゲートウェイと呼ばれるサービスが増えてきた。そうしたサーとスを実現す

るため、特定の分野や土製或などのコミュニティに午寺イむした分類や主題を表すボキャブラリの必喪性が増

してきている。しかしながら、情報資源をコミュニティの要求に応、じて分類、をしようとしても、 NDCな

どの一般的な分類規則では各コミュニティ特有の内容に関する項目が不十分で、 Web上の情報資源の主

題として適切な語繋がないことがある。そのため、各コミュニティが独自のボキャブラリを作成するこ

とが求められる。その場合、コミュニティの要求や変化に対応して、自らボキャブラリを維持管理して

いかなければならないoNDCでも 10年に l度程度でしかボキャブラリの見直しがされてないことから、

継続的な紛寺管理は容易ではないことがわかる。

本研究では、ボキャブラリの維持管理によってボキャブラリにどのような変更が必要になるか考察し、

変更前のボキャブラリの状態を参照することが出来るように、タームレベルでパージョン管理を行う維

持管理手法を提案し、その手法にもとづいたコミュニティ指向メタデータボキャプラリの継続的な維持

管理を支援するためのメンテナンスツールの実現を自指した。 ボキャプラリの維持管理作業では、ター

ムの追加や、削除、分離、併合、タームの定義内容の修正などの編集作業を行う。このとき、一つのタ

ームに対する作業であっても、そのタームに関係する他のタームもその作業の影響を受けて変更が必要

になることがある。そのため、ターム定義の一貸性、ターム間の関係の無矛虐性を高めるための仕組み

が求められる。また、編集作業に加えて、タームの定義内容の五霞忍や変更履歴の参照、階層構造の確認

など、維持管理作業の際にはボキャブラリの閲覧を頻繁に行う必要が生じると考えられる。したがって、

編集や閲覧などの作業を組み合わせた作業を容易に行うことが出来るようにする必要があると考えられ

る。

本研究では、機械処理性や相互利用性の向上のために、メタデータボキャプラリを WebOntology 

Language (OWL)形式で記述することにした。本メンテナンスツールは、大きく分けて、編集機能、表

示機能、パージョン管理機能の3つの機能を持つ。本研究では、ボキャブラリの記述形式の定義、ボキ

ャブラリの編集機能、パージョン管理機能の開発を中心として進めた。また、ボキャブラリの閲覧機能

等については共同研究者の担当とし、本研究では、開発された閲覧機能と編集、パージョン管理機能等

を統合して、ーまとまりのシステムとして実現した。

本研究では、ソフトウェア開発環境として、 Java言語のためのソフトウェア開発環境Eclipse (Windows 

2ぼ治上)を用いた。開発されたツールは UNIX(SoIaris 8)上で動作する。ツールを用いて言δzttされたメ

タデータボキャプラリはデータベースに蓄積される。データベース管理システムには PostgreSQLを用い、

クエリ言語には RDQLを用いた。また、メタデ、ータボキャブラリの記述やデータベースとのボキャプラ

リデータのやりとりには、 Java言語で OWLのきδ主を扱うためのAPIである Jenaを用いた。

本論文では、はじめに、メタデータスキーマやメタデータボキャプラリの必要性について述べ、ボキ

ャブラりの維持管理について考察する。その考察を元に、メタデータボキャプラリの維持管理手法を提

案し、 0羽生でのメタデータボキャブラリの定義を示す。そして、その手法にもとづくメンテナンスツー

ルの実現について述べる。最後に、テストデータを用いてメンテナンスツールを評価し、今後の展望を

述べる。
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Since the explosion of the Internet and the WorId Wide Web in the mid-90's， the number of 

information resources on the Web has very rapidly increased and we now have an enormous amount 

of information on the Web. Subject gateways， which provide well-maintained metadata of valuable 

resources in specific su同ectdomains and communities， have been recognized as a crucial 

navigational service on the Internet. A subject gateway for a community requires a subject 

vocabulary which is tailored to represent classification terms for the community and community 

members. However， since there are a lot of community目 specifickeywords， we have found that it is 

insufficient to use general subject vocabularies， such as Nippon Decimal Classification (NDC)， and 

that it is necessary to create and maintain community-oriented vocabularies. 

1n this research， the author has examined the functional requirements for vocabulary 

maintenance and proposed a model which can trace changes of a vocabulary and its terms. The 

primary task of vocabulary maintenance is to edit terms of the vocabulary， i.e.ラ addition，deletion， 

separation and joining of terms and revision of term definitions. As revision of a single term could 

have side e百ectsfor other terms which refer to the term， the side e百ectsshould be automaticall y 

detected and related terms should be nominated for revision in order to maintain consistency of the 

relations among the terms and integrity of the vocabulary. User-friendly vocabulary browsing 

functions integrated wIth the editing functions are required in order to help users check consistency 

of term-to-term relationships， the hierarchical relationship of terms， and the revision history of the 

terロ1S.

ln this research， the author has implemented a tool for vocabulary maintenance based on 

this model. Some metadata vocabularies were encoded with Web Ontology Language (OWL). OWL 

was adopted in order to exploit its interoperability and machine processing capability on the Web. 

The maintenance tool has three functions， which are editing， browsing and version management. The 

browsing function was investigated and implemented mainly by a co-researcher and the author has 

contributed to this research primarily in the issues which include description schemes of a 

vocabulary and its terms and development of the editing and the version management functions. The 

whole system was implemented by merging the components developed by the author and his 

co時 researcher.

The functions are implemented in Java using the Eclipse Java program development 

environment on Windows 2000. The functions operate on UNIX (Solaris 8). The metadata 

vocabularies managed by the tool are stored in a database implemented using PostgreSQL. RDQL 

and Jena， which are RDF Query Language and Java API for OWURDF databases respectively， are 

used to build the interface to the database. 

First， this paper examines the requirements of metadata vocabularies following 

explanations of metadata schemas and vocabularies. Secondly， it shows the model for metadata 

vocabulary maintenance followed by definition of encoding schemes of a metadata vocabulary and 

its terms. Then， this paper shows the software architecture of the maintenance tool and its evaluation. 

The last section contains the concluding remarks and discussions about future work. 

(研究指導教員:杉本重雄 副研究指導教員:阪口哲男)
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電子高取引における顧客志向型マーケティングに関する多面的分析

ーマーケティング活動における構報技術利用の効用と課題-

A Study ofVarious Aspects of CustomerOriented Marketing in E-commerce 

-Meriお組dDemerits of Optimum Use of Information Technology in Marke切19嗣

学籍番号:200323966 

氏名:三木千代子

本研究は、電子商取引における顧客志向型マーケテイングの研究に関して、そのマーケティング

手法のみを対象とするのではなく、関連領域も含めた複合的な研究を行う必要があるのではないか

と考えている点に問題意識がある。そこで、顧客志向型マーケテイングに技術的側面及び法的側面

を加えた多面的な視点からの考察を行うものである。

はじめに、第 l章では、先行研究や研究目的など、研究における基本的事項を示し、第 2章にお

いては、マーケティングの概念や手法が「顧客志向j へと変化しているといった、マーケティング

行動の変化について述べている。

次に、第 3章では、電子商取引における顧客志向型マーケティングへの関心が高まっている状況

に着目し、情報化がビジネス環境に及ぼしている影響について検証した。この検証に基づき、経営

方針や戦略、マーケティング手法を顧客志向へと転換させている企業が増加していることを明らか

にした。同時に、本研究における顧客志向型マーケテインクごの定義も行った。

また、個人を識別した顧客志向型マーケティングの実現には情報技術の利用が必要不可欠である

ため、第 4章においては、顧客志向型マーケティングに利用されている Cookieやスパイウェアな

どの具体的な情報技術の仕組みゃ利用方法、問題点について個別に列挙し、考察を加えた。

上記の情報技術を応用した電子商取引は rBto B (B2B) J (Business to Business)、fBto C (B2C) J 

(Business to ConsUlller)、rCto C (C2C) J (Consumer to Consumer)の3つに大別できる。とり

わけ、電子商取引における顧客志向型マーケティングをより効率的かつ効果的に実施するためには、

顧客への提供価値、実現可能性、競争優位性、収益構造が組み込まれている具体的なビジネスモデ

ルの利用が重要であると考えられる。そこで、第 5章は電子商取引におけるビジネスモデルと顧客

志向的特徴を有するビジネスモデルについての検討を試みた。

一方、より有効的な顧客志向型マーケティングを行う呂的でビジネスモデルを導入する際、必須

の検討対象として法的問題が挙げられる。そのため、本研究では、主に第 6章において、電子商取

引に関わる法制度についてまとめている。まず、電子商取引を行う上で必ず、関わってくるプライパ

シ一保護について、国擦的な原則を解説した。さらに、日本とは違い、連邦法を採用しているアメ

リカの電子商取引に関わる法制度についても考察した。

そして、第 7章では、顧客志向型マーケティングの新たな視点、として、インターネット・オーク

ションを取り扱った。インターネット・オークションは他の章子商取引と同様に fBto BJ、fBto CJ、

rC to CJ型のビジネスに成長しており、なおかつ、個別対応取引である。そこで、本研究ではイ

ンターネット・オークションを顧客志向型マーケティングの導入が可能な電子商取引の一種である

と想定した。ただし、インターネット・オークションは出品者と落札者の取引履歴を第三者も容易

に関覧することが可能であるため、取引の当事者以外が落札者の趣味や~蓄好を把握することもでき

るという危険性を持ち合わせている。したがって、インターネット・オークションを顧客志向型マ

ーケティングとして活用する場合、セキュリティのさらなる向上やオークション・システムの改善

に努めていく必要があると考えらねる。
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本研究における意義は、電子高取引における顧客志向型マーケティングに法的問題と技術的問題

に関する検討を加味し、それぞれの方向からの具体的事例と問題点について検証を行ったことが挙

げられる。さらに、ブログやインターネット・オークションなどの特に新しい情報技術に関する考

察を行ったことにも意義がある。本研究で行った一連の考察については、今後の国内における顧客

志向型マーケティングの諸問題に関する研究を進めていく上での示唆になるものと思われる。

Customeroriented marketing is one of the hottest topics fo1' business. Howeve1'， the new 

serious issues arose f1'om customer-oriented marketing. One of the serious prob1ems is 

concerning protection of the customer's 1'ight to privacy. The main purpose of trus paper is to 

clarifY the merits and demerits of customer-oriented marketing in e1ectronic commerce 

("e-commerce"). The present thesis adopts a new approach to customer-oriented ma1'keting， 

based on a conviction that we shou1d widen our perspectives on customeroriented marketing. 

Therefore， 1 would like to present my findings not on1y in marketing but a1so in 1aw and 

information teclmology. Studies in law and information techno1ogy a1'e wide1y considered 

important and necessary for resea1'ch of customer-oriented marketing. 

Chapter 1 outlines the scope of this study. At first， 1 conduct an overview of some precedent 

research and provide the purpose of this paper. Then， Chapter 2 recounts the vicissitude of 

ma1'keting concepts and examines the shift from mass marketing to a newe1' form of ma1'keting. 

1n Chapter3， 1 wou1d 1比eto de五nethe concept of customer-oriented marketing， and then 

summarize the influence of computerization against the business. Recent1y， the conce1'n about 

e-commerce has been increasing. Numerous companies have shifted their business approach 

fro111 product-centric marketing to customer-centr、icmarketing. Chapter 4 deals with the 

structure and the problem of information technology utihzed fo1' customer-oriented marketing. 

E略com111e1'ceis divided into three categories:“B to B"， "B to C"， and μC to C". E-commerce 

business me七hodsare avai1able on the Internet within the general categories of “B to B"，“B to 

C"and"BωB to C" (“C to C" may a1so be contained). These business methods originated in two 

sources: the first is traditional business. and the second is e且commerceand the Inte1'net. Some 

business methods are requ立edin order to perfo1'm better business. Based on this idea， Chapter 

5 ana1yzes the business method in connection with e-commerce and customer-oriented 

marketing. On the other hand， there are 1egal issues about introduction of the business model 

for perfol百 ingmore effective customer-oriented marketing. Chapter 6 examines the 

internationa1 princip1e of the privacy protection relating to the e-commerce and the 1ega1 system 

in connection with the e-commerce of the United States which has adopted the federal method. 

Finally， Chapter 7 exp101'es a possibility of the Internet Auction w hich provides new prospects 

fo1' customer-oriented marketing， and yet b1'ings about the prob1ems. The Internet Auction is an 

instance of the e-comme1'ce wruch is quite within the bounds of possibility. However， it is widely 

recognized that the Internet Auction needs Ilu.the1' improvement in security and its auction 

system as well. 

The p1'esent thesis examines va1'ious aspects of e-comme1'ce till刀ughstudies in 1egal issues 

and technica1 issues. It investigates a wide 1'ange of subjects f1'om custome1' intention types to 

ma1'keting in e-commerce， and ana1yzes speci五ccases and problems. This study is expected to 

provide a new f1'amewo1'k fo1' customer-01'iented ma1'keting. 

(研究指導教員:山本順一 部研究指導教員:新保史生)
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研究者コミュニティのための護符分析支接システムの構築
一道教資料『道法曾元』を対象として-

Construction of Charm Analysis Support System fo1' 1'esearche1' comnl unity 

-Fo1' Taoism document “Dao・faHui-yuan"一

学籍番号

氏名

200323968 

八十回弓子

近年、博物館や文書館、図書館に収められるような貴重な歴史資料の電子化が盛んに行われている。

一一方、資手ヰ研究分野においては資料の複雑な構造を入手で分析する作業に膨大な時間がかかることから、

コンビュータを用いて大量のデータを分析し、新たな知見を得る試みが行われるようになった。だが、

研究者にとって、資料が画像化されただけの状態は紙と同じであり、コンビュータを用いて資料を分析

する利点を見出すことができない。そこで研究者の要求を満たせるシステムには資料を閲覧する機能だ

けではなく、資料内容を分析支援する機能が必要になるのではないかと考えた。このことから分析支援

システムは情報学に詳しい研究者と、資料学に詳しい研究者の共同作業による構築が望まれる。しかし、

情報学研究者による歴史資料の電子化の手法は、色彩・精巧度など画像状態の技術に着目した傾向が強

く、資料学研究者が求める資料内容を分析支援するシステムは少ないのが現状である。また、資料学研

究者は個別デ、ータを持って研究を進めたいという要求と、情報を共有して研究を進めたいという桔反す

る要求を持っている。

そこで本研究では資料を構造的に把握できる閲覧・検索機能をはじめ、資料今斗i汗究者の研究支援の中

心となる分析支援機能と、システムで得た知見・見解を共有する情報共有機能、個人の知克 ω 見解を登

録・編集するシステム管理機能を持った護符分析支援システムを構築した。対象資料には中国の宗教・

道教の経典「正統道議J~こ含まれる雷法と i呼ばれる呪術の理論的解説書「道法曾元」を用いた。資料は

大きく分けて、冊子形態の fページJ、ページに含まれる絵柄の「護符」、護符を構成する各部品の fパ

ーツJから構成され、絵と文章が複雑に混在しているのが特徴である。この道法曾元全 268巻の約2650

ページ、約4000枚の護符と、護符に含まれる約 1000偲のパーツの各構造にリンクを張ることで、資料

の相互的な閲覧・検索が可能となっている。

またシステムの中心である分析支援機能ではパーツに着目をした。このパーツは道教の呪術の系統を

分析する重要な要素の一つであり、資料中に同ーの絵柄のものが繰り返し出現するという特徴を持つ。

そこで類似している絵柄で分類しやすくするために「パーツコードJという新たな分類番号を付与でき

るようにデータ構造の設計を行い、パーツコードを用いた 3つの分析手法を提案・実装した。第一の分

析支援機能は護符を構成するパーツコードの共起性を分析する機能、第二は護符名と護符を構成するパ

ーツコードの関係を分析する機能、第三は他護符のパーツコード構成との類似性を分析する機能である。

これら 3つの機能を用いて、資料学研究者は呪術の系統の分析を入手での作業より容易に行うことが可

能となった。

本システムの有効性を考察するため、入手で呪術の系統を分析した先行研究と、本システムを用いた

分析結果との比較評価を行った。結果、先行研究の護符分析研究の知見・克解を得ることができる一方

で、創斗特汗究者の新たな分析の発起となる結果も確認することができた。また、システム管理機能を

用いて、自らの知見・見解のもとパーツコードの再構築を行い、より資料学~Jf究者の知見・見解を反映

した護符分析を支援できることも可能である。さらに、情報共有機能によって研究者間でコミュニケー

ションをとりながら資半判汗究を動的に進めることも可能である。以上のような考察から、本研究で構築

した護1的対斤支援システムの有効性を示し、道教の呪術の系統を分析する研究者のための支援システム

を構築するという当初の白的を達成したと考える。
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In this paper， 1 1モse泊、chthe chann analysis support system長)1'tl官民searcherb山lt.Pacently， 

digitization of valuable hisωrical dOCLunent which 8l'e sω問 din a 111 useum 01' a library is performed. 

On the other hands， huge efforts are imposed on a research印、 inorder ωanalyze these dOCU111ents by 

hands. 1n the五eldof resow'ces resem'dl， a lot of documents are analyzed by using a computer， and so 

the l'esearcher acq山Tesnew knowledge. Howevel'， 10r resources researchers， if・thedoctunenお訂e

digitize as images， thel‘e is no advantage w hen rese81・chersuse computers to analyze documents. 1 

suggest that the function not on1y tρview documen臼 butto offer analysis suppo1't of the COl1tents of 

data fOl市 thesystem w hich can臼1the demand of researchers. We need fo1' the system con五guration

the bilateral work of infm、mationscience researchers and resource 陀 searchers.

1'his study provides the Charm Analysis Support System with fm.町五mctions，the札ewingand 

search function as vvhich 1モseal、cherscan tU1derstand the structw'e of docwnents， the analysis 

support nmction w hich resea1'chers can analyze about docwnenお， the sh位、ing-info1"mationfuncむon

which researchers share there lmowledge， and the s可yst臼emmanag伊emen批tfu工2民1詑ctio∞nwh恒ichr唱m冨

r怜ec∞O白rdind必lV刊r:iduaι1k王{nowledg伊e.1'be object source material about the digitization of the historical 

Taoism soul'ceb∞k，・DaoイaHui-yuan". 1'he object has the feature that the picture and the text位 e

intermingled intricately. ''Oao・faJ-hu-yuan" cont加工lS2650 pages of aωtal 01' these 268 volwl1es and 

the charm of about 4000 sheets， and about 1000 partsう bylinking these structllîeS I made viewing 

and search f1.U1CtiOl1. 

SpeciaJl)九回 the analysis support nmction， app1"oxIJnate 1000 p訂 tis important 1'01" 1"esearchers. 

They are one of the important elements which analyze the network of the magic of 1'aoism，紅ldthey 

has the featw'e that the same patterns apperu、repeatedly.1n orderωmake its easy to classiな Iadd 

the new classification num ber "part-cocles" in data construction. 1'hen 1 cal1 propose three tools of 

analysis by used the part-codes. The丘rstanalysis support ftUlction isωanalyze the relation of the 

part-codes which constitutes charms. The second is句 analyzethe relation between the part-codes of 

charms and charm names. 1'he third is to analyze the sIJnil出t匂1with the part崎codesscheme of other 

charms. 1'he analysis of the network of the magic in勺 ao-faHui-yuan" of a 1'esearcher of document is 

attained using these thr、eefWlctions. 

In orde1" to take the validity of this system into consideratiol1， I compare the result by using the 

analysis support nmction with the precedence study which is analyzing the netwo1'k of magic by 

hands. 1'he results訂 eagreed partly as that of p1'ecedence 1'esearch had. On the other hand， the 

1'esults also have new know ledge fo1' resources researchers. Moreover， it is possible ωeditap担:tcode 

and charm analysis which reflected the knowledge of a data study researche1' mo1'e can be supp目指d

by system management nmction. Flu'thermore， it is also possible to advance data research 

dy引 amically，t品田19comιmtmication between researchers by the sharing-information nmction. From 

the above considerations， the validity of the charm analysis suppo此 systembuilt by this study was 

shown， ancl this study is eA-pectecl to 戸、ovidethe support system fo1' the rese81'chers w hich紅 lalyze

the network ofthe magic of1'aoism. 

(1坑究指導教員:松本紳副研究指導教員:宇陀員Ij彦)
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hcp CoのLSDA刊によるバンド構造とプエルミ函に関する研究

Study on the Band Structure and Fermi Surfaces of Hcp Cobalt 

by using LSDA +む Method

学籍番号: 200323971 
氏名:部征

近年 PCなどの性能向上に伴い、磁気記録媒体も益々大容量、高密度化になってきている。より高密

度な記録媒体として垂藍磁気記録とか、光磁気記録などが注目を集めている。また、最近では、ナノテ

クノロジーの新しい分野としてスヒCントロニクスとしウ分野も生まれた。これは従来、半導体素子等に対し

て、電子を制御するとし 1うことからエレクトロニクスとしウ言葉が生まれたように、新たにスピンを直接制御

するとしづ意味で、スヒ。ントロニクスと言われるようになったO 例えば、次世代のメモリとして MRAM(磁気

丸山!{)等が注目を浴びている。これらの素子材料として強磁性体やブェリ磁性体が大きな役割を担って

いる。強磁性体の伊jとしては Fe彼女)， Ni (ニッケノレ)，Co (コノくノレド)，及びその遷移金属合金や、金属開化

合物などがある。今までにも、強磁性体に関する多くの研究が行われてきた。特にれと Niに関しては実

験事実と理論が比較的よく一致している。しかし、同じ手法にも関わらず、 Coに関しては必ずしも実験と

理論との一致はよくない。例えば、フェルミ面や、コンプトン・フ。ロブィールの実験結果は理論と一致して

いない点もある。

最近、コンピュータの計算能力の飛接的向上により、理論計算の精度も向上し、その一方で、実験装

置の高性能化から実験精度も向上してきた。そのことにより、理論計算と実験結果を詳細に比較できる

ようlこなってきた。理論が実験事実を説明することで、物性のメカニズ、ムの解明に大いに役立っている。

これらの物性を調べることは、より高性能な磁性媒体材料を見つけることへの指針となる。

理論計算では、近似ホ勺テンシャルとしてしSDA近似(局所スヒ。ン密度汎関数法，LocalSpin Density 

Functional Approximation)法が比較的に良く実験事実を説明している。しかし、 Coのように、理論と実

験の不一致に対しては、理論計算における LSDA近似によるポテンシヤノレが不十分で、あると考えられる。

そのため、 LSDAを越えるfLSDA+UJとしづ近似法が開発され、 LSDAでは実験を説明できない物質など

の理論研究に利用されるようになってきたO そこで、本研究では hcpCoに対して、 FLAPWを用いて、ポ

テンシヤノレにはしSDA+じとしづ近似法を適用し、バンド計算を行う。そして、ポテンシヤノレ近似の違いに

より、フェノレミ菌の形状がどのように変化するかを調べる。それにより、実験事実を説明できるかどうかを

試みた。

fLSDA+UJにはしてつかのバージョンがあるが、今回 hcpCoに対しては、 AMF(AroundMean Field)と

しづ手法でじ=O.20Ry，0.40Ryを、 HMF(Hubbard Mean Field)としづ手法でUニO.12Ry，O.lSRyを用いて、

バンド計算を行った。それによって、得られたフェノレミ面と dHvA(de haas-van Alphen)の実験から予想さ

れるブェノレミ笛の結果と比べると、形状は定性的に良く一致しているが分かる。しかし、定量的には部分

的なサイズの違いが見られることが分かった。さらに、より詳細な議論のために、 U の違いにより、バンド

構造がどのように変化するのかを分析した。結論としては、 Uの値を変化させただけでは、実験から予想

されるフェルミ屈を再現で、きないことが分かった。原因としていくつかのことが考えられる。 fLSDA十UJは

非磁性金震や、酸化物に対しては、比較的に良く実験事実を説明するが、磁性金属には必ずしも良い

近似になっていなし吋もしれない。それを確かめるためには、完rJのポテンシヤノレ近似法も試す必要があ
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るであろう。また、最近、精度の良いコンブトン・プロフィーノレの実験が行われたので、それに対する理論

計算が行われることも期待される。

Magnelic record device has became large capacity and high density， according 10 the performance of the personal 

computer is improved more and more. For instancムtheperpendicular magnetic recording and the magneto-optical 

disk， etc. attract attention as a more high density recording medium. In addition，“spintronics" is created as a 

remarkable new field of the nanotechnoJogy. Spinlronics utilizes electron spin direclly ralher than electron charge 

carrier thal is utilized in the convenlionaJ巴lectronICdevices such as semiconductor. For example， MRAM(Magnetic 

RAM) is remarkable as the next generation memory. The ferromagnetic and the ferrimagnetic materials have played 

big role as these device materials. Therefore， many investigations on the ferromagnetic materials have been done. The 

iron， nickel and cobalt are the typical ferromagnetic materials. Although， a lot of study on iron and nickel have been 

carried out， some unsolved problems exisl for cobalt. For example， the agreement of the shape of Fermi surfaces 

between theory and experiment is nol good. The theorelical calculalions of the Complon profile are not able to 

explain the experimental results. 

Recently， the accuracy of the theoretical calculations have improved by a rapid improvement of ability of the 

computer. On the other hand， experimentaJ accuracy also has gone up by improving the experimental equipment. 

Therefore， a detailed comparison between theory and experimental result became possible. If the theory is able to 

explain the experiment results for the magnetic materialフ itis possible to apply it to the magnetic mechanism of other 

materials 

ln theoretical calculation， LSDA(Local Spin Density Functional Approximation) method explained well 

experiment data relatively. However， we thought that the potential approximation for cobalt is not enough as the 

cause of the disagreement between theory and experiment. 11 seems that the potential approximation by LSDA 

melhod doesn't reproduce real Fermi surfaces for the hcp cobalt. So， the potential approximation "LSDA+U" is 

introduced 10 cobalt in this study， and the spin polarized band structures are calculatedむyusing the FLAPW method. 

How changes of Ihe shape of Fermi surfaces are examined by the difference potentials. 

Various versions of LSDA+U method exist， but in this study， we use AMF method(U=O.20Ry，0.40Ry) and HMF 

method(U=O.lORy，O.15Ry) for band calculation. ln中lalitatively，the shape of Fermi surfaces are good agreement 

with theory and experiments. However， theoretical results of the size of the Fermi surfaces disagree with the de 

Haas-van Alphen experimental results in quantitatively. We confirm that the Fermi surfaces expected from the 

experiment rtsults can not be reproduced with the LSDA+U for coba1t. It is well know that the LSDA+U potential is 

good approximation for the non-magnetic materials and Ihe oxide materials. However it might be that the LSDA+U is 

not good approximation for the magnetic materials. To make it clearer， it seems that it is necessary 10 test another 

potential approximation 10 hcp cobalt. Moreover， the theoretical calculations of the magnetic Compton profile for the 

cobalt is desired， which was measured by experimental1y with good accuracy recently. 

(研究指導教員:松本紳 副研究指導教員:鎮目浩輔)
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抄録

アジアの論文に現れる農産物についての研究

τhe Exploration of Agricultural Commodities Appearing in Asian Scientific Papers 

学籍番号:200323972 

氏 名 :Tri Margono 

アジア諸国の経済の多くは農業に大きく依存している。貧困にある人の大部分は農村に

住んで雇用、収入、栄養を農業に依存しているので、農業部Ffiの成長は貧困の減少に重要

である。アジアの農業の成長には技術発展が必要である。応用研究に新しい技術を導入す

るための 1つの要因は、農学研究への公的資金で、ある。公的研究は、農産物の生産増に適

した基礎技術を生み出すともに、民間の研究者にとっての情報源としても重要になってい

る。発展途上国では、社会からの農産物需要に基づく政策の変化によって、いろいろな分

野の研究活動が変化する。 FAOによれば、 20の最重要な農産物・食品の中でも最も生産量

が多いのはコメである。

この研究の自的は、アジアの科学論文にどのような農産物が現れているかを調べること

である。この他に、アジア各国の農産物研究における主要なトピックを知り、過去 10年間

における主要国の研究動向を理解することも目的とする。 AGRISデータベースを用いて、

1995年から 2004年 6月までに発表されたデータを収集した。この研究は、農産物につい

て経済的な分析でなくデータベースによる内容分析を行う。

アジアの主要国で最も共通に研究されている情報は穀類に関するものであることが判

った。その中でも重要なのはコメとトウモヨコシである。特に、東南アジアではフィリッ

ピン、東アジアでは中国でその占める割合が高い。インドネシアではコメとトウモロコシ

の割合はもっと低い。

最近 10年間のコメとトウモロコシに関する主要な情報は、植物遺伝学・増殖に関する

ものが多い。この期間、コメとトウモロコシに関するアジアの論文の ':l~l に最も多かったキ

ーワードは、それぞれ「作物品種Jと f植物成長Jであった。

以下に、主要国におけa るコメとトウモロコシに関する主な研究テーマを i995-1999と

2000-2004の 2つの時期に分けて述べる。ただし、マレーシアではコメ、 トウモロコシよ

りもヤシ油についての研究が多いので、その動向を述べる。

[インドネシア]1995-1 999 :コメについては作物管理、トウモロコシについては肥料の効

果。 2000-2004:コメについては肥料効果と殺虫剤。トウモロコシについては肥料効果。
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[フィリッピン]全期間:コメ、 トウモロコシとも植物遺伝学・増殖。

[ベトナム]全即日i悶:コメ、 トウモロコシとも植物遺伝学・増殖。

[マレーシア] 1 995-1 999 :ヤシ1!l1の作物管出。 2000-2004:ヤシ油の害獣、害虫。

[タイ]1995-1 999 :コメについては肥料効果、トウモロコシについては植物遺伝学・増殖。

2000-2004 :コメについては杭物遺伝学・地殖。 トウモロコシについては肥料効果。

[日本]全期間:コメは植物遺伝学・増殖。 トウモロコシは植物生理学・生化学。

[中国] 1 995-1 999 :コメ、 トウモロコシとも植物遺伝学・増殖。 2000ω2004:コメに

ついては植物遺伝学・増殖と作物管理。 トウモロコシについては作物管理。

[i;副主1]1995-1 999 :コメ、 トウモロコシとも植物遺伝学・増殖。 2000-2004:コメに

ついては植物生理学(成長)。 トウモロコシについては肥料効果。

Most 01 the economy of Asian countries is primarily dependent on agriculture. Growth 

in the agriculture sector is one key to poveパyreduction in Asia because of the large 

percentage 01 the poor who live in rural areas and depend upon agriculture for employment， 

income and nutrition. 

In many developing countries changes in research activities in different areas are 

primarily due to changes of government policies based on the society demand for 

agricultural commodity. 

The aim of this study is to determine kinds 01 agricultural commodities represented in 

Asian scienti1ic papers. Other objectives are to know the main topics on the commodities in 

each country and to understand the trends of research in main countries during the last 10 

years. Data was collected from 1995 to 2004 from the International Information System for 

the Agricultural Science and Technology (AGRIS) database. This study uses a different 

approach other than economic analysis for agricultural commodities， namely content 

analysis from a database. 

This study revealed that the most commonly shared information by main countries in 

Asia was on cereals and cereal products. The main topics of these products are rice and 

maize. The sharing of information about rice and maize was dominated by Philippines in 

Southeast Asia and China 川 EastAsia. In maize and rice， less information was shared by 

Indonesia. 

The main kind of information about rice and maize in the subject category of plant 

production， in the past 10 years， generally concerned with plant genetics and breeding. 

During this period， research activity in agricultural commodities in Southeast Asia and East 

Asia has been conducted to raise the司ualityof commodity products through application 

research in plant genetics and breeding. 

(研究指導教員:小野寺夏生 品目研究指導教員岩津まり子)
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XMLに基づ、く地球化学データの可視化のためのインタラクティブ Webアプリケーシヨン

Interactive web application for visualization of XML-based geochemical data 

学籍番号: 200323973 

氏名 NizalTIuddin

デ、スクトッフ。地理情報システム (GIS)は、オンラインシステムに比べて限界があるD その限界

は利用者が遠臨地から地理情報を視覚化出来ないことである。鉱物探査システムは多数の鉱

物フOロジェクト地帯を持っていて、それは遠隔地に広がっている。この限界のために、デスクト

ップ GISは鉱物探査システムを十分にサポート出来ていない。デスクトップ.0Gr'Sは開発された

が‘複雑なユーザーインターフェースを持っている。そのため、多くの人々にとって、簡単な作

業ゼ半く行うこと、特に地球化学のデータの視覚化は困難で、あるO そして、多くのデスクトッフo

GISは、データベース管理ツールも整っていなし、。そのツーノレは地球化学のデータの視覚化

において重要な側面である。

ユーザーは、調べたいデータを地図上で視覚化する前に、地球化学のデータに対する問

い合わせ(query)を別々のデータベース管理ツール、たとえば MSAccessや Oracleなどを使

って実行解決しなければならない。地球化学地閣は、鉱物探査において重要な役割を果たす。

なぜなら、これらの地図は、作業員団や地震学者、トップoの意思決定者によって参考地図とし

て利用されるからである。彼らはその地図により、穴を掘る場所を決定し、最も近い鉱物含有

地域を拡げたりする。

このようなことから、本研究の王な百標は、より効果的で、動的で、使いやすいツーノレを提供

することである。このツールは、地球化学地図を視覚化するための基本的な GlS機能を持つ。

この成果は、作業員団や地質学者、トッフ。の意思決定者、彼らはデスクトッフ。 GISを操作する

十分な技術を持たないが、彼らがインターネットを通じてどこからで、も効果的、動的に地球化

学のデータを視覚化することを手助けできる。また、この研究の成果は、 Webアプリケーション・

ユーザ・インターフェースで、あり、それを使用すれば、プロジェクトの調査地域を選択すること、

地球化学の元素に基づいたテーマ地図(thematicmap)を選択すること、そして、地球化学の元

素の濃度の幅を選択することがで、きるO また、記号のサイズと色を変えて、対話的に地球化学

地図をブラウザ上で得ることもできる口

一般的に、このシステムは、 3つの W3C標準技術:XML， XSLT， SVG を採用し、

Microsoft .NET Frameworkも採用している。その情報は、 XMLに基づく地球化学データと、地

理的地図を作るための SVGに基づく地図データである口地球化学データは XML構造で記述

され、システムに提供され、 XSLTを通して選択を実行する。要望されたXMLデータを選択し、

そのデータを SVGフォーマットとして出力するようlこ、 XSLTを実装した。それは、次いで、その

SVG出力ファイノレは、ブラウザにそれを表示できるように HTMLに埋め込まれる.

XML， XSL T， SVGとの間の棺互運用と、ユーザとの相互作用を可能にするため、このシステ

ムは、 Microso託 VisualStudio Projectの下で、 C持プログラミング、言語を用いた ASP.NETweb 

formにより開発された。 IIS(InternetInformation Services)5.1を Webサーバとして利用し、
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ASP.NET webアプリケーションを管理し、それらにクライアントのブラウザを、ローカルネットワ

ーク内で、またはインターネット上で、利用出来るようiこした。

Desktop geographical informatlon systeln (GIS) has its lIlrutatlon compared with 

online sγstem since its users cannot '¥ァisualizethe geographical informatlon丘omremote 

loca口ons.ivIineral exploraむonsystem has many 1TIIneral project fields that spread across 

工elnotelocauons. Due to this litnitauon， desktop G IS cannot fully support 1nineral 

explora口onsystem. Since Desktop-GIS was developed with a complicated user interface， it 

is difficulr for general users to quickly conduct s釦lpletasks， especia立yvisualizatlon of 

geocbe1TIIcal data.λ1so， most desktop-GIS are not equipped with a database management 

tool， ¥vhich is an important aspect in visualization of geochemical-data. Hence， users 

should perform geochemical data que勾1using a separate database management tool， such 

as l¥1S Access or Oracle， before tbey can visualize an interesting geoche1nical data on map. 

Geoche1TIIcal-map plays anむnportantrole in 1TIIneral exploratlon system because these 

lnaps are used by crew， geologists and top decision-makers as a reference map to determine 

a d工illinglocaむonラ andto expand the nearest mineral area and for other purposes. 1n view 

of that， the aim of this research is to p工ovidemore effec口ve，dynarr立cand user-friendly 

tools which have basic GIS's funcuonaliues for visualization of geochemical-data. 

This output can assist crew， geologists， and top decision-makers who lack the skills to 

operate the Desktop-GIS to visualize the geocbelrucal-data effectively and dynamically 

froln eve巧rplace through the internet. The output of trus research is a web-applicaむonuser 

interface that can be used to select project field， the mineral element， and the range of 

geochen立calelement concentration， as well as to change thema包csize and thema tic color 

to get interactive geocherr立cal-lnapon browser. 

τhis research has adopted three W3C standard technologies: XML， XSLT， and SVG. 

Geochemical-data has been described in XlvfL s位uctureto offer出1Ssystem to perfo主m

selection through XSLT. XSLT was designed to select a desired X1vfL data that will be 

output as SVG format. Then SVG output fue is embedded in HTML format to enable 

bro¥vser to display it. To enable interoperability between Xl¥1L， XSLT and SVG and user's 

interaction， tllls system have been developed with ASP.NET web form using C# 

progranurung language under Microsoft Visual Studio .NET Project. 1nternet Information 

Service (rrs) 5.1 is used as web server to manage ASP.NET web applicaむonsand make 

them available for client's browser via a local network or over出eInternet. 

(研究指導教員:石塚英弘 副研究指導教員:森継修一)
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メタデータ応用システムの宣言的記述とメタデータスキーマ・レジストリに基づく

システムジェネレータの構築

Development of a Software Tool Generator based on Declarative Descriptions of 

Metadata Schemas and Applications 

学籍番号:200323974 

氏名:李万正

インターネット上のメタデータの利用の広がりとともに、メタデータの検索や編集など

メタデータを利用するためのメタデータ応用システムの開発需要が高まり、より効率的な

メタデータ応用システムの開発に対する要求が強くなってきた。本論文では、メタデータ

応用システムの開発効率を向上させることを目的とし、複数のメタデータスキーマ・レジ

ストリと連携しながら、メタデータスキーマに基づく宣言的記述から、応用システムを自

動生成するシステムジェネレータのモデルを提案し、それに基づいて開発したシステムに

ついて述べる。

本モデルでは、メタデータ応用システムの宣言的記述を、メタデータスキーマを定義す

るElementSyntax Definition (ESD)、ユーザインタフェースを定義する UserInterface 

Definition( UID)、そして、メタデータに記述する値のデータ型とその処理方法を定義する

Data Type Description (DD)によって与える。 ESDではシステム生成者が利用するメタデ

ータスキーマを記述する。異体的には、応用システムで利用するエレメント及びその出現

由数、ラベル、データ型、データ値に対する制約、メタデータスキーマ・レジストリを利

用する優先順位・言語コードなどを、 RELAXNGを用いて記述する o ESDを利用すること

によって、複数のメタデータスキーマ・レジストリにおけるスキーマ情報の参照、データ

型に基づく該当エレメントの入力フォームの生成、更にエレメントの値に対する制約に基

づく入力検証機能を記述することができる。

本研究において実現したシステムジェネレータは以下の機能を備えている。

(1)複数のレジストリとの連携

(2)柔軟な応用システムのユーザインタフェースの生成

(3)応用システムの入力検証機能の生成

(4)多言語対応可能な応用システムの生成

(5)システム生成者が独自に定義したデータ型への対応

本論文では、はじめに、メタデータ応用システム開発の効率化について述べ、特に捜数

のメタデータスキーマ・レジストリとの連携、柔軟なユーザインタフェースの生成、応用

システムの入力検証機能の生成と多言語対応可能な応用システムの生成といった応用シス

テムの自動生成に対する要求を分析している。次に、こうした自動生成に対する要求を満

たすために、本研究は提案した三つの記述形式 (ESD、UID及び DD)の役割と記述形式

ついて述べる。最後に、本研究で実現したシステムジェネレータの設計、実装及びそれに

よって生成された応用システムの利用などについて説明し、更にその評価及び今後の展望

について述べる。
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With the broad acceptance of metadata in the Internet， the needs to efficiently 

develop metadata application systems have significantly increased. This thesis proposes 

a model and a system to automatically generate metadata application systems based on 

metadata schemas in order to improve the development efficiency. The proposed system， 

which cooperatively works with one or more metadata schema registries， generates a 

metadata application system from declarative descriptions that are defined based on a 

set of metadata schemas stored in the collaborating registries. 

In this model， a declarative description of an application system consists of three 

components， which are Element Syntax Definition (ESD)， User Interface De五nition

(UID) and Data Type Description (DD). An ESD， which is expressed in RELAX NG， 

specifies the metadata schema for the application system. The ESD describes not only 

the element set used in the application but also syntactical and structural constrains 

such as metadata element labels， data type constraints and mandatory level of each 

element， priority levels to choose metadata schema registries to acquire schema 

descriptions， and so forth. A UID defines user interfaces of the application. A set of user 

interfaces expressed in XML圧ITMLis derived 企omthe UID for the application. A DD 

defines data types defined for the application and associates the data type definitions 

with their corresponding functions to manipulate data of the types. 

The author has built a system generator based on the proposed model which has the 

following functions. 

(1) a function to ac屯uiremetadata schemas used by the application system to be 

generated from metadata schema registries. 

(2) a function to generate user interfaces of the application system. 

(3) a function to generate a validationおnctionof input data for the application. 

(4) a function to generate the application system that supports severallanguages. 

(5) a function to handle data of data types defined for the application system. 

This thesis firstly discusses the efficiency improvement of the metadata application 

development. It focuses on a few speci五ctopics required for automated generation of 

metadata applications， e.g.， flexible generation of user interfaces， input data 

verification， multiple language support， and so forth. Then， this thesis describes the 

three description forms， ESD， UID， and DD. Lastly， it explains the software structure of 

the developed system generator and the evaluation of the system generator. 

(研究指導教員:杉本重雄 副研究指導教員:阪口哲男)
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利用者環境に適合可能な情報資源選択のためのメタデータに基づく

リンキングフレームワーク

A Metadata-based Linking Fralnework for Adaptive Resource Selection 

in accordance with User Environnlcnt 

学籍番号:200323975

氏名:LIM ARTHUR WEE CHUN 

近年の、携帯電話に代表されるモバイル・デバイスとネットワークの急速な発展、さら

にユーザの噌好の多様化等の点で、情報資源へのアクセスと配信の手段がますます多様で

不均質なものになってきている。そのため、多様でかつ動的な環境に対応することのでき

るサービスを提供することの重要性が増してきた。

利用環境が多様化することは、情報資源を利用するユーザ環境が時間への依存性

Ctime巴 awareness) 、利用場所への依存性 (location叩 awareness) 、利用者特性への依存性

C user-awareness) 、言い換えると利用のContextを持つことを意味する。こうした点を踏

まえ、本研究では、動的に変化する利用者環境に対応可能な情報資源参照方式に関する研

究を進めた。

動的な環境に対応するために、モパイル・デバイスではContextに関する情報を絶えず

獲得する必要がある。例えば、情報資源の表示方法や対話方法を調整する管理ツールやア

ルゴリズム はContextを必要とする。また、ユーザの置かれた状況にしたがい、そのユー

ザにとって適切な形態で情報を配信するためにも使われる。モパイル・ネットワークの環

境において、ユーザは、標準的なデスクトッフ環境、携帯電話などいろいろな環境から情

報資源にアクセスする。標準的なデスクトップと比較して、異なるもしくは低い性能と機

能しか持たないモバイル・デバイスからユーザがアクセスする場合、標準的なデスクトッ

プ環境に適合するように設計された 情 報 資 源 は ユ ー ザ の モ パ イ ル 環 境 で 利 用 す る も の と

しては適切ではなく、モパイル・デバイスにより適した形態で提供することや、同じ内容

の資源の中からモバイル・デバイスに適したものを選択して提供することが求められる。

この論文では、 Contextに応じて利用環境に適合可能な情報資源選択のためのメタデー

タに基づくリンクキングフレームワークを提案する。本研究では、 OpenURLフレームワ

ークにおいて提案されたContextObjectのモデルを基礎とし、これを拡張してモパイル・デ

バイスを含む利用者環境に適合した情報資源選択機能持つ動自守なリンキングのためのフ

レームワークを設計した。

ユーザ環境に応じた情報資源の動的なリンク機能のために帯主張した要素には、利用者デ

バイス、ネットワーク骨子;域i揺がある。利用者デバイス属性には、ユーザデバイスの特性を

表現する属性を含み、ネットワーク帯域lt高属性は、接続スピードなどネットワーク接続に

関わる属性を含む。また、被参照情報資源、に関して、例えば、メディアのタイプを表す属

性も付加している。提案したフレームワークの実現可能性を確かめるため、本研究では提

案フレームワークに基づく ContextObject記述を解釈するプロトタイプの開発を行った。
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The explosive growth of the Internet has come with increasing diversity and 

heterogeneity in terms of access device， device capability， network access methodヲ

bandwidth， and user preferences. Information about the user's environment presents new 

opportunities and exposes new challenges in terms of time-awarenessヲ

location-awarenessヲ device-awarenessand user awareness. This implies the requirement 

for a adaptable platform that can make informed decisions about how to respond to 

changes to device capability， user preferencesヲ andother environmental factors. These 

capabilities， preferencesヲ andenvironmental attributes can be collectively referred to as 
'context' . 

An application entity constantly needs to monitor the environment -called context -to 

permit the application to respond to the context. Context-awareness is particularly 

crucial in mobile environments where the context of the application is highly dynamic 

as it allows the application to deal with the constraints of mobile devices in terms of 

presentation and interaction abilities and communication restrictions. Context can be 

used in many and varied ways. For example it can be used as the basis by which an 

adaptation manager decides to modify the presentation and/or behavior of a resource 

that pushes relevant information to a user according to the userヲspresent situation. 

Recently， architectures providing support for context-aware applications have been 

developed. These architectures are data transmission on networks for negotiation 

between a server and a client. However until now such architectures are not trimmed to 

the special requirements of mobile devices with their limitations of network connections， 
lIInited computing power and the characteristics of mobile users. 

This thesis proposes a dynamic resource linking framework -A Metadata-based Linking 

Framework for Adaptive Resource Selection in accordance with User Environment 

The framework design is based on the ContextObject concept of the OpenURL 

fralnework which is a model to describe parameters required for dynamic resource 

linking. This frame¥入lork enables adaptation to the services and lnternet content 

according to the user's device and access environment. ln mobile network environments， 

a user may access a resource from a different environment such as， a standard desktop 

environment and a mobile phone. If this user accesses from a mobile device which 

normally has a different or lower version of specification compared to the standard 

desktop specification， the standard resource will not be appropriate. 

The ContextObject in the NISO OpenURL framework model does not take the user's 

access environment into consideration. There are no attributes for specification of the 

userフsdevice. This is also true for the resource attributes which are appropriate for 

mobile envIronment in the current ContextObject specification. 

Thusヲ additionalnew sets of extensions of entities and attributes to the ContextObject 

specification are proposed. The extensions proposed are Requester's device， Network 

bandwidth and additional resource content metadata attributes. The Requester's Device 

Entity includes the attributes which wiI1 describe the user's device characteristics. The 

N etwork Entity contains the attributes which describe the network bandwidth and 

connection speed. There are additional sets of new attributes included into the Referent 

Entity which will describe characteristics of the resource content such as the 

Multipurpose Internet Mail Extensions (MIME) which define the types of resource 

content. To establish the feasibility of the framework to run on mobile devices adapting 

to the uSer environment， a prototype was implemented to demonstrate the capabilities of 

the framework. 

(研究指導教員:杉本重雄 副研究指導教員:阪口哲男)
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XMしを用いた生薬・方剤情報の検索@提供システム

XML based infonnation retrieval service systelll fo1' Chinese herbal 

111edicine and prescribing 

学籍番号:200323976 

氏 名:対職域

生薬・方剤は中国の伝統医学であるc 中国では、性別と年齢に関係なく、 80
010の国民が中医

治療を受け、生薬を飲む。生薬・方斉IJは中国の国民の生活と密切に相関している。生薬・方斉IJ情

報とは、生薬・方剤を使用する際に必要な、起源、薬効、羽J効、用法用量、使用注意、適

用症などに関する情報を指す。生薬・方剤情報の管理を通して、生薬・方斉iJの有効、安全な使

用に寄与し、疾病の治療を支援することができる。

生薬と方剤は、密接な関係がある。方斉IJは、単一の生薬による治療から複数の生薬による治療

へと進歩、発展するなかで、次第に形成されたものである。現在、多くの本、文献集やインター

ネットのホームページが生薬・方剤の情報を提供しているが、単純な生薬情報、方斉IJ情報

である。また、生薬と方剤の理論、生薬を使用の理由、生薬と方剤の関係は説明していない。だ

から、現代 lT技術を応用して、医師、薬剤師など医療関係者に対し正確で、安全な情報を迅速

かっ的確に提供・検索するために、理解しやすい WEBシステムを構築してし 1く必要がある口

本研究では、インターネット時代の汎用データ記述技術 XMしを用¥;¥た、生薬・方斉IJ情報検索・

提供システムを構築した。本システムでは、生薬・方剤に関する情報を XML文書で記述し、特定

のノードを選択するためにXPath(XMLPath Language)を、 XMLツリーを変換するためにXSLTを

使っている。さらに、 VisualBasic.NETを使って、プログラムを書いた。

構築したシステムは、生薬と方斉1]の解説の中で、詳しい生薬情報と方斉IJ情報を提供しており、

生薬の写真も提供している。本システムには、認証、検索、リンクの機能が付いている。このシステ

ムには、利用者を医療関係者のみに制限するために、認証機能がある。生薬情報、方剤情報

を別々に検索するために、検索システムは生薬検索と方斉IJ検索に分けて、生薬名、方斉iJ名、薬効

分類、効用分類、応用など指定して検索ができる。検索機能を利用すると、生薬・方剤の情報

を得ることができるようになった。検索項目にはキーワード検索と分類検索としづ項目がある。

生薬と方剤が深く関連があるので、生薬と方斉Jjの情報を参照しやすいために、リンク機能を付け

ている。生薬・方剤がりンクで繋いで、生薬・方斉lJの情報を両方に参照することがで、きる。そうして、

生薬がどの方剤中に応用し、方剤に組成する生薬を使用される理由は、すぐに分かる。

本システムは、クライアント・サーバシステムの形態となっており、クライアントの実行環境は Web

ブラウザであり、サーバ側の実行環境は lnternetlnformation Ser、Vlceである。また、 XML、XSL、

Visual Basic.NET言語を用いた。生薬・方剤情報提供部分のデータは、 XMLで書いて、 XSLT

で変換しており、検索部分は、 V13.NETを使って、 XML文書でデータを検索している。クライア

ントサーバ問の通信は HTTP(l寸yper匂 TextTransfer町、otocol)により行う。ユーザの質問、要

求に応じてページを送信する前に、作成した ASP.NETの¥A/ebアプリケーションが.NET
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Frameworkで実行され、 XML処理がサーバサイドで行われる。その結果は HTML文書と

して Hア]

Herbal medicine and the PIゅescribing(HMP)泊、ethe traditional medicines of China， 

and a1'e used by 80% of Chinese. HMP are fami1iar to Chinese life. Management of 

information about狂MPcontributes to effective and safe usage of HMP， and supports 

cure fo1' disease. 

Chinese herbal medicine has a close relation to Chinese prescribing. The 

prescribing has been gradually developed in long-term advances from treatment with a 

single he1'bal medicine to the treatment with two or more herbal medicines. Many 

books and document collection， and the 1nternet Web pages offer information on HMP. 

However， the available information is simple and insufficient. They do not include 

theory of Chinese herbal medicine and the prescribing， the reason for use HMP， and do 

not explain relation between the herbal medicine and the prescribing. Therefore， it is 

necessary to construct the Web system that understands easily for the health care 

practitioner to offer and to retrieve accurate， safe inforn1ation promptly and 

adequately by applying the technology ofpresent age 1T. 

1n this research， an info1'mation retrieval service system for Chinese herbal 

medicine and the prescribing is constructed using technology of XML that is 

general-purpose data description language in the days of the Internet. This systen1 

uses XSLT to convert the XML tree， and also uses XPath (XML Path Language) to 

select a specific node in the XML document. ln addition， the program was written by 

using Visual Basic.NET. 

The constructed system provides detail information of Chinese herbal medicine 

and the prescribing (CHMP) in the explanation section of CHMP including the 

photograph of the herbal medicine. The system also provides functions of user 

certification， information retrieval， and link between information of herbal luedicine 

and of prescribing. 

This system is a forn1 of the client-server system; the execution environment of the 

client is Web a browser， and the execution environment on the server side consIsts of 

Internet Information Service， .NET Framework and ASP.NET. The data of CHMP 

are written with Xl¥1L. The XML document Is retrieved with XSLT and some 

programs written with VB.NET. Retrieved X1¥1L data is converted with XSLT to 

HTML for a web browser. The HTML is send to Web browser by HTTP (Hyper Text 

Transfer Protocol) 

(研究指導教員:石塚英弘 副研究指導教員岩津まり子)
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地域ディジタルコレクションのためのディレクトリ構築を指向した主題語棄の形成

A Study of Subject Vocabulary Development to Build 

Digital Collection Directories for Regional Resources 

学籍番号:200323981 

氏名:久保順子

近年、各種資料の電子化が進むなかで、公共図書館や大学図書館等の図書館が所蔵する貴重資

料がディジタノレコレクションとして提供され、関覧できるようになってきている。しかし現在、

これらを横断的に閲覧できるシステムはない。そこで、ディジタルコレクションの関覧を効率よ

く横断的に行えるサブ、ジェクトゲートウェイを作ることで、ディジタノレコレクションの価値がよ

り高まると考えられる。本研究では地域指向のディジタルコレクションを対象とするサブジェク

トゲートウェイの構築を目指し、その基盤となるメタデータの作成を行った。また主題諾棄の形

成を中心として、メタデータを分析し、評価を行った。

我々の研究室では、ディジタノレコレクションのためのサブジェクトゲートウェイの実現可能性

を考察するため、昨年度よりディジタノレコレクションの調査をはじめ、 10項目のエレメントか

ら成るメタデータスキーマを定義し、昨年度末までに大学図書館および公共密書館で作成された

デ「ィジタルコンテンツを対象として約 7000件のメタデータを蓄積した。このメタデータから、

大学図書館が所蔵するディジタノレコレクションには、希少価値のある歴史資料や学術的な資料が

多く、一方公共図書館の場合、図書館が所在する地域にまつわる貴重資料が多く提供されている

ことがわかった。また現状では、大学図書館と比較すると、公共図書館の資料は体系的に整理さ

れていないこともわかった。そのため、本研究では公共図書館のディジタルコンテンツを中心に

収集し、地域に特化したコンテンツに焦点を当て、地域指向のディジタノレコレクションのための

サブジェクトゲートウェイの開発に必要な主題諾葉を形成することを目的として研究を進めた。

本研究では、まずディレクトリ構築の観点から、ディジタノレコレクションのメタデータについ

て考察した。この考察に基づき、地域や時代などの主題語が必要であり、メタデータの入力支援

のためにある程度統制した語を用意することが必要であるとの知見を得た。これらの知見から、

メタデータスキーマを再定義した。ここで定義したメタデータスキーマは、 DublinCoreを基礎

として、タイトノレ、内容記述、公開者、資源、識別子 (URL)、当該資源への参照元(関係)、主

題・キーワード(地域、時代区分、主題カテゴリ、フリーキーワード)、資源タイプ(資源、の播

類)、記録形式のエレメントを持ち、それに加えて管理用のエレメントを持っている。時代区分

や主題カテゴリ、資源タイプには簡単な統制語棄を準備し、平成 17年 1月時点で 204館(うち

公共図書館 165館)の Webサイトからおよそ 5600件のメタデータを蓄積した。日本図書館協

会によると現在およそ 1462館の公共図書館が Webサイトを公開しており、ここで収集したも

のはその約 11%にあたることになる。

本研究において蓄積したメタデータから、以下のような点が明らかになった。

(1)地域指向のデ、ィジタルコレクションには、ディジタル化した l次資料だけでなく、各館の

地域資料に関する索引ページが多くある。

(2)作成されたメタデータの主題カテゴリ、時代区分、 f青報資源の種類には以下のような特徴

があり、これらは Webを介して提供される情報資源の特色を表していると考えられる。

作成された全メタデータ中、主題カテゴリとして約 57%には歴史が与えられ、同 23%に
は民俗一般， 11%には文学が与えられている口

同じく時代区分には江戸時代 (29%)，明治 (11%)，昭和 (25%) と江戸時代以降の区分
が与えられているものが多い。

同じく情報資源の種類として、 2次資料(書名)，絵図，吉文書，写真画像と記述された

ものが多く、それぞれ約 28%，17 %， 18 %， 18 %である。

(3)フリーキーワードとして、メタデータ作成者が与えたキーワードには、人名や地名に関連
する固有名詞の割合が多い。

本論文では、はじめに地域指向のコンテンツを主眼においたネットワークリソースの分類およ

び提供手法について述べ、次に本研究における地域ディジタルコレクションのメタデータとスキ

ーマの定義を説明し、最後にメタデータの分布等、分析した結果からメタデータとメタデータス
キーマの評価について述べている。
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Many public libraries and university Iibraries are 0汀eringthe digital collections of regional 
resources via the Internet and navigate users to the resources. However， there is no navigational 
system across the digital collections. The value of the regional digital collections will be increased 
by a subject gateway for the regional resources across library sites. In this study， the author has 
created metadata for regional digital resources in order to create su句ectvocabularies which are 
indispensable to create a directory-style navigational interface of a subject gateway for combining 

regional digital collections. 
A preliminary study of a subject gateway for regional digital collections started in the summer 

of 2003 and we collected about 7000 metadata records for digital contents published by public 
libraries and university libraries in Japan. The schema ofthis metadata was simple and the valuεs for 
the metadata elements were primarily free text. The author learned the foIlowing facts from our 
evaluation of the preliminary study; digital collections of university libraries provide many historical 
and precious resources but they are not necessarily regional， digital col1ections provided by public 
libraries are mostly regional， and in addition， the public library collections are， in general， much 
smaIler than those of university libraries. Based on this evaluation， the author has re-designed the 
metadata schema and collected metadata for regional digital resources published mainly by public 
libraries in order to create a subject vocabulary to build a directory-style navigational interface for a 
subject gateway of regional resources. 

As the first step of this study， the author examined the requirements of metadata schema for 
regional digital collections. She found a need for controlled subject vocabularies for regional and 
historical content and that the vocabularies should be reasonably small. Based on this req凶rements
analysis， she defined a new metadata schema which has eight elements based on the Dublin Core. 
The schema includes as elements: Title， Description， Publisher， URL， Relation， Subject， Type and 
Format， in addition to a few administrative elements. The Su句ectelement is defined by a vocabulary 
to express values of location/region， historical period， subject category in addition to free keywords， 
and the Type element is used to record the genre of resources. The author created a small set of 
vocabularies for these refined elements for her catalogers. She has accumulated about 5，600 
metadata records from 204 libraries' web sites (including 165 public libraries). As the number of 
Wぬ sItesof public libraries is 1，462 according to the Japan Library Association， this metadata 
collection covers approximately 11 % of the Japanese public library web sites. 

The author examined the collected metadata and found the following. 

(1) There are many index pages for special regionaI resources， i.e.， special collections， which are 
not digitized. 

(2) Statistics that show the characteristics of the collected digital resources. 

. The top three subject categories of resources are history， ethnological resource and literature， 
approximately in the proportion 40%， 15% and 7%， respectively. 

. The top three historical periods of resources are Edo， Showa and Meiji， approximately in the 
proportion 30%ラ24%and 10%ラ respectively.

. The top four genres are book title or index page， pictures， ancient documents and photograph 
pic同res，approximately in the proportion 250/0， 150/0， 150/0 and 150

/0， respectively. 
(3) The proportion of proper nouns to general nouns in the terms givenおれesubject keyword is 

rather high， e.g.， person names and place names. 
This thesis first describes the classification and the service method of Intemet resources. 

Then， it explains the definition of metadata and metadata schema for the regional digital resources. 
This thesis shows and discusses statistics of metadata created for the regional digital resources that 
were collected. 

(研究指導教員:杉本重雄副研究指導教員:阪口哲男)
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ンァ る

ー 映犠素材、フレームサイズとの組み合わせによるトランジシヨンの印象評髄-

Change of Impression on Various Editing Points on Visual Contents 

_ Evaluating Impression of a Video Production Technique Which Uses the 

Transition of Subject Matters and the Size of the Frame Together-

200323986 

藤田良治

パソコンの高性能化、低価格化にともない、各家庭で容易にノンリニア編集ができ

ろ環境が整ってきた。ノンリニア編集の普及は、編集工程を大きく様変わりさせると

えも長編集時間を大幅に再帰した口その結果、編集者はさまざまな編集結果を比較検

討することが容易となり、複数の選択肢の中から一つの編集点を選択することが可能

lこなった D この編集作業において、最終的な編集点の選択は編集者の経験をもとにな

されることが一般的である。しかし、効果的に編集作業を行う上で、やはり、異なる

編集による視聴者の印象の違いについて、客観的・実証的な資料があれば、大いに役

立つと思われる口これまでそのような研究はあまりなされていないので、編集の違い

による映像が視聴者に与える印象がどのように異なるか、組織的な実験をもとに分析

することが必要であると考え、本研究をスタートした。

調査の前段階として、テレビ CMを対象に、実際の映像においてどのような編集技術

が使用されているかを調査した。この結果、短時間で多くの情報を伝えるため、一つ

のテレビ CMの中で使用される映像数は多く、各カットの表示時間は短かった。さらに、

二つの映像の間で場面転換の役割をするトランジションに関しては、カットの使用頻

度が圧倒的に高いことが判明した。この調査結果を踏まえ、 トランジションそのもの

が視聴者にどのような心理的影響を与えているかを明らかにするために実験を行った。

実験では、映像素材から 2枚の異なる映像素材の間に 4種類のトランジションと被

写体のサイズが異なるフレームサイズ 4パターン、静的映像である f歯形j と動的映

像である「自然Jr人間Jr人工jの 4パターンを組み合わせて 64種類を製作した(4 

カテゴリ ~X4 パターン X4 種トランジションニ 64 映像)。この吹像を、映像を見る時

間が多い世代 (10代""'-'20代)を対象にした 52名の被験者に呈示し印象評価を行った。

実験に使用する評価用紙は先行研究に使用されている形容詞とトランジションの印象

を表す形容詞から 24対の形容認に絞込み評価項目を選定した。

各項目の回答から主因子分析法により因子を抽出した。その結果、 3国子解を適当

とし、累積説明率は 49.380/0であった。第一因子は、良い、好きな、親しみやすい、

の因子負荷量が高く「好感度J と名づけた。第二因子は、派手な、鋭い、インパクト

のある、の因子負荷量が高く「インパクト震j と名づけた。第三因子は、単純な、わ

かりやすい、の因子負荷量が高く、「明日新度」と名づけた。この 3l!1子の標準得点(平

均 0、標準偏差 1に標準化した)を用いた分析から、標準因子得点、の平均を用いてフ

レームサイズ (F)Xカテゴりー (c)X トランジション (T)の三要因分散分析を各国子そ

れぞれにおいて行った。第一因子ではカテゴリー (C) X トランジション (1) の交互

作用に有意差がみられた (F(9， 936)ヰ .14，pく.01)。その他の交互作用及びフレームサ

イズ (F)の主効果においては有意差がみられなかった。第二因子ではフレーム (F) X 

カテゴリー (c) の交互作用が有意であった (F(9，312)二 3.04，pく.01)。カテゴリー (C)

Xトランジション (T)は有意傾向 (F( 9 ， 936)二1.71， pく.10)であった。その他の交互
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作用およびフレームサイズ (F)の主効果には有意でなかった。第三因子ではカテゴリ

ー (c) xトランジション (T)の交互作用 (F(9，936)二2.09，pく.01)および¥フレームサ

イズ (F) Xカテゴリー (c) の交互作用が有意であった (F(9，312)ニ5.43，pく.05)。そ

の他の交互作用及びフレームサイズ (F) の主効果は有意でなかった。

これらの結果から、同じ被写体や映像内容(カテゴリー)においても異なるトラン

ジションを使用することにより、視聴者の印象を大きく変えることができることが明

らかになった。第一因子で、効果の高し叶、ランジション(デイゾ、ルブ)と第二因子で効

果の高し叶、ランジション(カット)には相関関係が見られた。また、 トランジション

とフレームサイズの関係においては影響が少ないことがわかった。 映像編集において

はトランジション前後の映像の関係が重視され、 トランジションの役割が軽視される

傾向にある。しかし、本研究の結果、 トランジションによって視聴者に与える印象が

大きく異なることが明らかになり、映像編集においてトランジションを適切に選択す

ることによって視!聴者に好感度ならびにインパクトを与えることができるといえる。

Families have easy access to digita1 video cameras now a days. More and 

Illore people are editing videos at home using persona1 computers. The spread of 

the non -linear video editing software using digital format reduced the video 

editing time dranlatically comparing to videotape editing. People can compare 

and contrast various editing resu1ts immediate1y and very easily. In general， final 

editing point is resulted from the experience of the editor. 1 believe that it is very 

useful for editors to have objective and positive resources which demonstrate the 

editing impacts to viewers. Depends on the way of editing， how viewers perceive 

the images? 1 conducted this research because there were very few researches 

published in this issue. Prior to the main research， preliminary research was 

conducted to identify the fi1m editing technique using TV commercia1s for 

example. In order to communicate vast information in a short amount of time， 

there are many cuts and the display time shortened. In addition， the limited 

types sty les of transition between images were used. For this study， 1 identified 

the psychological impacts of various sty1es of motion image transition to viewers. 1 

produced 64 different types of images in total. There were 4 different subjects， 4 

different size of frames， and 4 different types of transition styles. 

From the study， 1 concluded that the different types of image transition will 

impact different1y to the viewers even if the same subjects or themes of images 

were used. There was the correlation between disso1ve transition and cut 

transition. No significant connection was found between the transition sty1e and 

the size of the frame. Occasionally， editors consider the relationship of two visua1s 

before and after the transition more important than the ro1e of transition itse1f. 

狂owever，as a result of this study， it is clear that viewers receive very different 

impression from the use of various types of transition. By choosing the appropriate 

type of transition， editors can provide the better impression and the strong impact 

to the viewer. 

(研究指導教員:椎名健 話IJ研究指導教員:西岡貞一)
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中国における日本企業の広告表現の変化について

一一改革開放以後の新聞広告を中心に一一

A study on changing in advertising expression of Japanese enterprises in China 

-一一Thenewspaper advertisement after the reform and opening一担pof China--

学籍番号:2002528 

氏名:徐瀞

広告は「社会を映し出す鏡j といわれる。中国市場における日本広告はこれまで日本企業の中国進出を

映し出していると考えられる。日本企業の中国進出の歴史、現状及びその評価に関してさまざまな先行研

究が存在している。本研究では情報メディアの一つである広告に注目し、日本企業広告活動の状況および

広告表現から得られる情報をもと仁、日本企業の中国進出について検討を行うことが本研究の目的である。

日本企業の広告は 1979年より中国広告市場の再開とともに、中国市場に現れた。従って、本研究では中

国市場における臼本企業の広告活動の展開過程を明らかにするとともに、これまで日本であまり議論され

ていなかった広告表現の特徴と変化を明らかにすることが論文の主な構成である。

本研究の研究方法は、文献調査と広告物の内容分析である。

文献調査では、日本企業の中国進出に関して、主に日本語の先行文献の検討を行い、その歴史や各段階

の特徴などを明らかにした。そして、中国市場における日本企業の広告活動に関しては、主に中国語文献

を参考にした。

内容分析では、主に広告表現に注目し、日本企業が中国消費者にどのようなメッセージを送ってきたの

か、そのメッセージの内容にどのような特徴と変化があるのか。これらの問題を明らかlこすることを目的

とした。具体的には 1979年----2002年の期間内の F人民日報』に掲載されている日本企業の広告 (2224件)

と欧米企業の広告 (1067件)をすべて収集し、広告の量的側面と質的側面について分析した。なお、質的

側面に関しては広告のリテラルな要素とヴィジュアルな要素を抽出処理した。

本研究の結果、改革開放以後の中国における臼本企業の広告活動の展開過程については、 4つのi時期に

分けることができた。①模索期(1979年"-'1980年代初頭)一一この時期の f日本広告j は量的にも、広告

表現にも厳しく規制され、広告制作を模索していたように見られる。②拡大期 (1980年代半ば"-'1990年)

一一広告費の急増や日本製品の需要増加などにより、「日本広告jはこの時期で中国消費者に大きなインパ

クトを与えたのである。③安定期 (1990年代前半)一一一日本製品が高い競争力を持っており、市場シェア

は減少傾向が見られたが、日本企業の広告費投入が高い水準に維持していたのである。④低迷期 (1990年

代後半)一一日本製品の中国市場における優位性が失われつつあり、広告活動も低迷していたのである。

内容分析の段階では主に以下の 2点が検証できた。①日本企業の中国進出は早い段階で行われてきたが、

企業現地化の推進は欧米企業より遅れている。②臼本商品のイメージが良いものの、日本企業に対する親

近感はそれほど良くないο

つぎに、 f日本広告j と「欧米広告Jの広告表現については、次のような結果が得られた。①量的には日

本企業の商品広告が圧倒的に多いことがわかった。これらの志告は輪出高品の広告量が現地企業製品の広

告量より、圧倒的に多い。欧米企業の広告には高品広告より企業広告の方が多く、商品広告には現地企業

の出稿が多数占めている。②質的には日本企業の広告訴求は品質と技術の強調に重点を置く傾向が強く、
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中国社会、中国文化との深層的なかかわりのある感性的な訴求が少ない。

結論としては、問題が多いとは言っても、日本ブランドは長年の誌告宣伝効果により、中国消費者にと

って根強い存在となっている。この意味では、「日本広告Jの経済的役割は十分に果たしていると言えるか

もしれない。しかし、異文化コミュニケーションのメディアとして、 iEl本広告jが国際棺互理解に十分な

役割を果たしたのかについては疑問である。これから中国社会、現地文化との積極的に付き合うことによ

り、より一層洗練され親しみやすい企業メッセージを発信することが必要である。

It is thought that the advertisement of Japanese enterp1'ises in Chinese ma1'ket 1'e丑ectsthe 

investment activity of them. The pu1'pose of this 1'esea1'ch is to investigate the investment activity of 

Japanese enterp1'ises through getting the information of advertisement from Japanese enterprises， 

and the content of these advertisements， at the same time rega1'ding the advertisement as an 

information media. 

The 1'evival of J apanese enterp1'ises advertisement on the Chinese market is on the 1979， which is 

the yea1' Chinese advertisement market opened on. As this research dealing with the variational 

process of J apanese enterprises adve1'tisement， we a1so put our energy on these advertisements' 

cha1'acters and changes which are often overlooked by other people. 

That documents investigation and a content analysis of Newspaper advertisement is the research 

method. J apanese documents a1'e mainly used for the research of the activities of J apanese enterprises 

in China. However， Chinese documents a1'e mainly used fo1' researching of the advertisement activities 

of Japanese enterprises in China. 

In the content analysis， The Japanese enterprise and USA and Europe enterprise's advertisements 

published from 1979 to 2002 in Chinese the largest circulation newspaper .24 years'iPeople's DailyJ 

were collected. Both the ad volume and the content were taking statistics analyzed. The literal 

element and the Sight element of the advertisement have been extracted about the content. The 

feature and the change in advertising expression of a result and both the following were obtained.① 

The Japanese advertisements' amount in China has an overwhelm predominance for USA and Europe 

enterprises. Meanwhile the export commodity is the mostly number. The amount of institutional 

advertising Is larger than that of the product advertisement， and the amount of the advertisement of 

the 10ca1 company is 1arger in the product advertisement in the advertisement of the USA and Europe 

enterp工・lse.② For the advertising solicitation of Japanese enterprises， the tendency to give priority to 

the emphasis of the quality and the technology is strong， and a sensibility solicitation with deep 

relations between Chinese society and Chinese culture is little in the advertising content. 

In conclusion， J apanese brand is deep-rooted existence for Chinese consumers because of a longtime 

the advertisement and advertising effectiveness even there are still a lot of prob1ems. It is necessary 

fo1' Japanese enterprises to communicate with Chinese society to build conversant figures in China. 

(研究指導教員:溝上智恵子 高Ij研究指導教員:四元正弘)
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3次元運動錯援の理解を深めるための官官bコンテンヅの開発

Develop盤8且tof腎ebcontents of three-dime陸sion盟ove盟entillusion 

学籍番号:2002535 

氏名:中根幹代

視覚心理学の学習には、錯視を再現する装置や測定器の作成、心理学実験室で、の供覧実

験を行う必要性などがあるため、以前から教室や自宅での学習には困難が伴っていた。と

りわけ、 3次元の運動実験には困難で、あった。そのため、文献からの参照のみで実際に実験

を行わずに学習を進めることがある。

最近では web上で gif形式や Flash等を使った動画像を用いて実験の紹介をしているサ

イトも見受けられるようになり、動函を見ることも容易になってきた。実験用画像が web

上で見ることが出来れば、体験的な学習がいつでもどこでも可能になり、これだけでも大

きな前進である。しかし、利用者側である学習者は依然としてその用意された実験用画像

を関覧する事しか出来ない場合が多く、利用者に実験の条件値の変更など実験への何らか

のアクションを促すようなサイトは少ない。さらに、 3次元の運動を伴う錯視現象(以下

3次元運動錯視と呼ぶ)を扱い、そのような機能を持ったサイトは無いというのが現状で

ある。

そこで本研究では、視覚心理学の実験を実際に行え、観察し、利用者が実験の条件値を

変更とすることができる画像コンテンツを開発することを試みた。また併せて、そのコン

テンツを提供する webサイトを構築した。提供する実験用画像は、前述のとおり現在の web

上ではまだあまり扱われていない r3次元運動錯視Jを中心に作成し、それぞれのテーマ

についての解説に加え、利用者が実際に実験を行うことが出来るようになっている。

実験用画像は Java3Dにより作成され、物体の形、拡大縮小、回転、位置の変更や視点、の

変更、運動の開始・終了、運動時間の変更など、実験の条件となるパラメーターの変更を

行えるようにした。各設定の変更には、利用者がマウスやキーボード(数字キ一、矢印キ

ー)を利用し、画面上の GUIによる操作によって変更作業を可能としている。これらのこ

とにより、利用者にとって使いやすく、実際に 3次元運動錯視の実験を行えるようになっ

たと考える。

本研究の目的であった供覧実験用のコンテンツの作成、及び web上で、の公開については

その基礎が構築できた。本システムでは 3次元空間内に各錯視現象を再現し、その利点を

活かすための操作性を加えていることで、紙媒体の教本やこれまでの類似システムのよう

な2次元の空間表現で行う実験デモに比べ、利用者にとって各錯視現象がよりリアルに体

感することができるようになっていると忠われる。

本研究がユビキタス社会にあって、視覚心理学の学習者にとり有効なコンテンツになる

と期待している。
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The device and measuring instrument of the illusion， and the experiment in the visual 

psychology laboratory， are necessary to study of the visual psychology. Thεrefore， 

study at the school and home is difficult. Especially， the movement experiment of 

threε-dimension is difficult. 

Recently， there are si tes where i t introduces the experiment by using the animation 

images (animation images that uses the gif form， or Flash， etc.) on web. But the learner 

who is the user side still can only see the images. The site where the action (change 

in condition of experiment etc.) to the experiment by the user is possible is few. 

Especially， the site where the illusion pheno血enonwi th movement of three-dimensions 

(called three ・-di血ensionmovement illusion) was treated is a little. 

Then， 1 tried the development of the image contents: user can actually conduct 

the i llusion experiment and experimental conditions can be changed. And 1 constructed 

the wεb si te to offer the image contents. The most themes of the offεred experimental 

image contents are "Three-dimension movement i llusion" that has not been treatεd sti 11 

so much on web. 

1 devised the syste立1so that the user might deepen the understanding of three-

dimension movement il1usion. There areεxplanations of each theme， and the user can 

actu丘11yexperiment by using image contents. Thεexperimenta1 image contents are made 

by Java3D (one of java API)， and are able to change each parameters of experiment 

by the user. For instanceョ ithas the function at shape， the size， th己rotation，the 

position， and the moving time， etc. The user can do the change work of each setting 

by the GUI operation on the screens. The user can actually experiment on 

three-dimension movement i11usion by this system's i盟agecontents. 

The purpose of this research was "make image contents of illusion己xperimentand 

open them to the pub1ic on web"， and it was constructed. It sεems that the user can 

experience the phenomenon of three-dimension movement illusion in this system 

compared wi th the experiment conducted by the textbook made of paper and two-dimensi on 

space 1ike a similar system. B己causε，the space of this system is in the 

three-dimension space， and this system has profitab1e operativeness for the user. 

It is expected that this system becomes effective contents for the 1earner of the 

visual psychology in the ubiquitous society. 

(研究指導教員:椎名健副研究指導教員:松本紳)
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組織と企業情報ポータル(EIP)

The Orgal1ization and the Enterprise Il1formation Portal (EIP) 

学籍番号:2002543 

氏 名:星野修

企業情報ポータル(EIP:Ente叩 riseInformation Portal)は、 1990年代後半から導入され

た。 EIPは、その特徴であるシングルサインオン機能、パーソナライズ機能、マルチデー

タソース機能などを生かして、組織成員の業務に適合した利用法や基幹系システムのデー

タ利用、アプリケーション関連携、検索機能が組み込まれるなど高度化が進行しつつあり、

発展期にある。

本研究は、情報社会から自己の成長や組織の知が価値創造の源泉となる知識社会への変

化を展望した上で、今後、組織成員間のコミュニケーションを生み出し、促進するために

EIPをどう再定義してゆくのか、という点を大きな課題とした。研究方法として、システ

ム構築とそれに関わる諸問題を検討した。本研究の前提作業として、グループウェアと

CSCWCComputer Supported Cooperative Work)の特性、ナレッジマネジメントと ITの関

係、コア・コンビタンスの経営資源としての位置づけ、コミュニケーションと場の役割、

組織コミュニケーションに潜む不均衡や矛盾などのレヴューを行った。分析・設計のフェ

ーズでは、組織成員間にとって分かる・伝わる EIPの機能や情報に関する分析を加え、コ

ミュニケーション・ポータルを提案した。次いで、知識の獲得や蓄積、成長問の相互作用

にとって不可欠なコンテクスト情報をも分かりあえる仕組みの実現について考察した。コ

ミュニケーションとは、相互に「共通項Jを作り上げるプロセスのことをいう。

システムの仕様に組込んだ業務は、検索や問合せを主とする問合せ業務、立場として質

問者と回答者、その対象とするカテゴリとしては FAQ、Know'Who、対話の手段、である。

これらを整理し二つの立場の者が、三つのカテゴリの中で四つのページを操作することが

課題解決として有意であることを明らかにした。特に機能として、ボータル上にインタラ

クティブ・コミュニケーション・エリアを設け、アプリケーション共有とした。また、次の

ような新たなコンセフトを作り、論述を補った。まず、 FAQを過去の事例集と位置づける

のもよいが、事前のコミュニケーションである「先回り FAQJ を提案した。次に、個々の

問題を逐一解決するという方法論よりも何をすることでどの問題解決が図れるかという

れ帰納法的解決を理解するための投光器モデルJを思い描いた。さらに、はじめは見向き

もされなかったアイディアに再評価のチャンスを残す「知識再表出の落花生モデルJを提

案した。

単に意見を言うだけでなく相手を尊重し、補い合うことで増価してゆく相互の作用やプ

ロセスをコラボレーションという。今後 EIPは、知識の共有ばかりでなく新たな知識の創

造を促進するシステムとして、また組織成員相互のコラボレーションやイノベーションを

生み出す情報活動の中心的基盤として位置づけられていくものと考える。
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In this paper， the EIP is the abbreviated designation of the Enterprise Information 

Portal. The EIP was introduced in the second half of the 1990s. It features the E1P and 

it has a single signature on feature， a user fitness feature and multi-data-source feature 

and so on. The EIP is advancing by the upgrade， and is a development period. 

This research views a change into the know ledge society仕omthe information 

society五rst.In the future， to improve a communication among the organization 

members mOI・e，the point how 1 redefined the E1P was assumed to be a big problem. 1 

examined creation of the system and various problems of related to it as a research 

nlethod. As assumption work of this research， 1 did a review in the characteristic of 

groupware and CSCW (Computer Supported Cooperative Work) ， the relation between the 

knowledge management and IT， the role of the "ba"， and so on. As for phase of the 

analysis and the design， 1 considered about the feature and the information as the E1P 

which understands a member each other. Then， 1 proposed "a communication portal". 

Next， 1 thought about the achievement means of the mechanism that context 

information was able to be understood mutually. 

The businesses which 1 set as the specification of the system and the category to 

make the object are as follows. It is a search and the asking business w hich makes 

asking of primary concern. It is an interrogator and a respondent as the situation. It is a 

FAQ， Know-Who， the means of the dialog as the category. I ordered these setting 

environments. Then， that the person with two situations used three categories and to 

operate four pages made that the solution of the problem included a meaning clear. 1 

provided an interactive communication area onto a portal， especially as the feature and 

made application sharing. AIso， 1 made some new concepts， and supplemented the 

statement. First， 1 proposed “the going ahead of FAQ" which is a preliminary 

communication. Next， 1 imagined "the floodlight model to understand the solution ofthe 

induction" to the methodology to solve each problem in detail. 1n addition， 1 proposed 

"the peanut model where the knowledge appears again" who leaves the chance of the 

reevaluation in the idea which， too， wasn't faced in the seeing in the beginning. 

The interaction and the process which is done by increasing a value in respecting a 

companion in addition to luerely giving an opinion and helping each other about it are 

called collaboration. 1 think that the EIP is placed as the systelu which promotes the 

creation of the new knowledge in addition to the sharing of knowledge and also the 

central basis of the mutual collaboration of the users and the information activity which 

produces innovation in the future. 

(研究指導教員:山本 )1慎一 郎研究指導教員:後藤嘉宏)
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アーカイブズにおける科期サーピス ーアメリカでの震関を中心iこー

Us舘eSe口足C伐e血Ar詑cl恒日V開es 一Itc偲en1一ぽsond血ev，刊ellおop阻 en瓜tint曲heU血t舵edStat胎es一
学籍番号:200323957 

氏名:田I~高知宏

アーカイブズは、人々が歴史的証拠と資料を入手する際の支援をし、また人々が国民としてのアイデンティテ

ィを形成する上で重要な役割を果たしてきた。アーカイブズ磁交は、人々に掛けるサービスを通じて、社会に

必須不可欠な機関と認識されてきた。本研究では、アメリカの公文書を扱うアーカイブズの利用サービスを対立象

として取りあげ、アーカイブズ利用サービスの変遷の検討と時期区分を行ない、各時期の矧教を整理した。

アメリカにおいてはすでに植民地日寺代から、公文書などの歴史的資料は、後代に重要な証拠書類として利用

される可梧性があると考えられ、保存の動きが見られる。しかし、専門の機関付勝機関などにアーカイブズが

付設され、対利用者サービスが展開されるには、いくつかの制是が必要で、あった。まず、提供するべき資料を把

握しなければならない。これは、 1820年代からアメリカ各地で歴史協会(出storicalSociety) と呼称される団

体が設立され、資料の寵劉事業などを行っていたこと、そしてその後 1890年代からアメリカ歴史協会の公文書

委員会 (PublicArchives Comrnissioη)において実施された史手詰周査と目録刊行というこつの討対是が必要で、あっ

た。このアーカイブズに関係資料が蓄積され、その前主と記録が把握され始めた時期を「アーカイブズ鞠諸規

とした。

アメリカ最初の公文書館で、あるアラバマ州立アーカイブズが 1901年に設立されて以降、各地で州政府を中、

に同様の施設が設けられた。そこで州内の資料の前生状況が調査され、目録が刊行された。アメリカ歴史協会を

中心とするアーカイブズ}欝力が展開され、専門職アーキピストの年次大会が開窪されるようになり、毛利、Hで実施

された資料の調査は、資料を歴史研究に利用するとし¥う意義を確認した点で重要で、あったと言える。このように

資料を歴史研究に利用するために主に歴史家達が活接した 1900-1930年の時期を「アーカイプズ利用サービス萌

芽期Jと捉えた。

1930-1940 年代は、国立公文書館の活動によって、研究者や学生に~tするレブアレンスサービスの必要性が明

確に認識されるようになった。またこの時期に専門職団体であるアメリカアーキピスト協会が設立され、アーカ

イブズのサービス提供者であるアーキピストとし、う専門的相主の必要性が明確に意識されるようになった。この

持期を「アーカイブズ利用サービス砕主期Jとした。また、この時期には、図書館においても、川λの公文書委

員会(Comrnitteeon Public Documents)が公表した刊行物においても、アーカイブズの利用サービスについて

言及された。

1950-1960年代は、シェレンバーグ?の著した必dernA.rch i v，自において、「利用サービスJ概念が整理され、

州立アーカイブズを対象とする珍伏調査では、アーカイブズにおけるレフアレンスサービスの劾毎状況が報告さ

れた。また、この時期には展示会が始められ、一般市民向けを想定した新たな利用者サーピスが本格的に加えら

れた。この 1950-1960年代を「アーカイブズ利用サービス展開期」とした。

1970-1980年代は、アメリカアーキピスト協会が f広範な利用についての特芳IJSAA委員会j を設置し、アーカ

イブPズの斡主的な利用者で、ある市民一般への認識を深めつつあった。さらには、国際障害者年の実施や留の立法

政策の展開によって、アーカイブズの利用対象の範囲は、視覚障害者や聴覚障害者、身伺障害者、高断滑など、

それまで見過ごされてきた人々へと拡大していった。多くの州立アーカイブズにおいて、閲覧室での利用サービ

ス以外の展示、講演会、フィノレムなどの上映、出版、教育プログラム、テレビやラジオを通じた広報などが見ら

れるようになったことは、一般市民を露見した利用サービスの充実を示すもので、あった。一般市民向けの利用サ

ービスの安定と利用者像の拡大とし¥う 2つの側面を持つこの時期を「アーカイブズ利用サービス安定・拡大期J

と捉えた。

1990年代初頭は、アーカイブズの提供する利用サービスにとって、その後の情報スーパーノ¥イウェイの基盤

整備やコンピュータの爆発的な普及にともなうサービスの車足実期の入口にあたるので、この時期を「アーカイブ

ズ利用サービス転換湖特期j とした。

これらの時期区分を行ない、詳細に検討した結果、アメリカにおけるアーカイブズは、①歴史資料の管理保管

機関から利用保存機関へと変貌したこと、@芳!J用者像が、歴史家から一般市民や児童生徒へと拡大し、さらに障

害を持った人々や高齢者を含む一般市民へと広められてしりたこと、③アーカイブズの担い手が、一般の政府職

員や歴史家から専門的なアーキピストへと変化したこと、これら三つの点が明らかとなった。
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Archives play組問中0抗組trole in the acqwsition of d∞ument:s and evidena. Morωver， they are 

essential加 thecreaLion of a national idenbty A陀恒vefacilities and the services they provide have ∞，mero 

berぽ句nizedas indispensable 的縦~iety・

百1ecurrent study f位useson the use of public d∞ument archives in the United States. The history of 

archive凶 e問 nbe世videdin to distinct eras. By de以~ribing the characteristics of each era， we will be able 

ωidentiらrtrends 加担~hiveuse in the Uni秘dSta民s.

Public dωnnen臼 have恥en∞llectedsince theω，lonization of the Ameロcan∞n出 ent，as it was thought 

that they might be used as important evidence. However， some∞nditions had ωbefu描lledbefore紅 chived

dぽ umen臼ωuldbe offer吋 forpubhc use. For example， it was necess担 yro undersぬndwhich d白 山nents

should beぽ ch封印i Also，:from出e1820s， groups called官 lSωricalSocieties"， which started ro show up all 

over the co凶位y，re-pubhshed certain d低 u血 ents. Later，仕umthe 1890s， the Public Arehives CD四missIun

sぬ此edωexaminedc吃ument:sand create catalo伊 es. Therefore， this firstはagein the develc平田entof 

ぽch土vesfucilities is 加盟1edthe ttPr伎はrsortρA町悩veUse" and it is characterized by the gradual 

development of the 戸市erpre-∞nditions for出-chives知∞臨emωuse.

官児島坑public泣 chivesfacility was the Alabama State Archive.s， es胞bhshed出 1901，and it was followed 

by si立世紅白す沼田ations出 theother states. These state出℃恒vefucilities exam.ined d促 ument:sand 

created catal句uesof their holdings. 1もeAmerican Hisrorical A路 oc泊tionw槌 atthe center of the泣 chives

出 O九1ement. It offered an annual担池町ist∞nference. Through the work of the Ass促 iationandはate

拙-chives，出-chivedd促国nen臼 star副知 beused in res鉛陀:hprojec白幽Thisera， spanning from 1的。印

1930. will be called the "Birth ofArclrive Use" 

F:rom the 1930s船出e1悦白， r回 earchersand student:s had access胎 referenceservices出roughthe 

activities of the National Archives. In addition， the establishment of the Society of Ame口問nArch町おお as

th e official as蹴 iationfor the p:rof邸sionsen吋 roclari:fY the p悶桓onofthe a蛇対円st. Fu対lermore，ALA's 

Comm.i抗eeon Public Dぽ ument:spu凶shed加 artic1ewhich fu此herd，必1ed出euse of arch士V飴血

librariansrup. Due to the progr郎 smade during this era， we refer ωit as出e"Establishment of Archive 

Usell 

In出e1950s and 1960s，出esta蛇 ofreference services was made known出rough蹴 1ellenbergsd唱曲on

of紅 chiveuse出Mod白百A児 rrivesand the survey出atwas performed on出evarious state紅 ℃ 恒ves. Also， 

a new t.rend伍:cu口吋 whenthe出 drivess胞武ed胎 exhibittheir holdings白出egenぽ alpublic. This era 

will be known as出e恒例elopmentof Arcl立veUse" for that rea鈎 tll.

In the 197白 and198品， the S∞1e匂T of American Archivistsωtablished a spec:ial∞血mitteefor 

en∞uraging wider use ofぽ chives. 古田 sel"¥Tedωincrease the pubhc's awaren回 sof紅 clrives. Also，出e

lntemational Year of Disabled Persons and the nation's legislative policies helpedωmcre泊 e紅 clrive回 e

泣nongthe elderly and pぼ耳plewith山知al，he紅担g，or other physical impairments. 官1estate紅曲折es

expanded the立actI¥弛esduring出18periodωinc1ude the regular凶 eofthe∞llectIOn along with exhiliits， 

lec加res，臼IllS， pubhshing， educational p:rograms， and a品re出singon the tele吋sionand radio. Because of 

the increase in the number of users and the general stabilization of the紅 clrives勾悦em，出isera is ref込町ed

加 as出e"Stab出zationand Exp剖lSIOnofA叶lIVeUse". 

百 eIT'他国nof the inおrmatIOnsuperhighyway and the mass availability of personal ∞mpute路 has

caused a ch出1ge出 archivesservice pI'OVlSlOn. 官1ebeginning of出eH粉 818，註1erefOre，ωlled出e

"Beginning of Evolution in Arc恒veUse". 

By ∞nsidering出epreceding stages， we切 nidenti(y c位朗intrends in arehive use in the United Stat:es. 

First of all，出epurpωe of担-chivesfacilities went f:rom simple s1Drage to出efacilita註onof凶 e. S日~nd，

蹴悩ves出atwere initially used exc1usively by h:isωrians came加 beused by student:s and the general 

public， and eventually by the elderly and p創平1ewith d也abili桓es. Finally， we see a movement away f初m

s加盟ng紅白土vesfacilities with general government employees and rus的白血18towards the use of quahfied 

訂-ch即日ts.

(研究指導教員:山本)1慎一 面断究指導教員:秋本留重)
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戦後における日本浪憂派の書誌釣研究

一日本浪蔓派閥人の活動と日本浪憂派訪問を中心に-

Bililiographic Research on Postwar J apan Romantic Sch∞i的ihonRom出血a)

Focusing on JRS Joumals and Research on JRS -
学籍番号:200323959

氏 名:中山千枝子

本布院では、「戦後における日本浪蔓派の蕎詩句研究Jとして、戦麦における日本浪蔓派同人の活動と戦後、日本浪憂派

研究がどのように行われてきたのかとし¥うことにつし吋昔訪台な研究を行った。

「日本浪豊沢Jとは、厳密に言えば 1935年(眠症 10)3肘も 1938年(BHf[]13) 8月に渡って刊行された一文芸同人嬬志

の誌名に過ぎ、郎、が、文学史の中では、この雑志を中心に活動した人々、及びその思潮を概括して日本浪憂派と呼んでい

る。「自本浪蔓派J廃干IJ後の雑誌のうち、その志杭能ぐ嬬志を中心に概観するo

まず、戦後の日本浪曇派伺人の活動を、同人が活動の場として創刊しアオ信志ーしち早く刊行され、戦後の保田輿重郎の

第一歩となった場動、戦後における保田輿重郎の文筆業の中心となった同人雑誌祖国」、その後を継し 1で商業誌として

刊行された総合誌f新論J、同じく「浪憂」、文崇志「浪憂派」、「イ口ニアjなど対象に、その自次を元に見てし¥くことで、戦全の

日本浪蔓派の流れを辿った。そのうえで、戦後における日本浪憂派の研究状況を見、両者を照らし合わせることによって、

戦後の民主主義社会の中で E本浪曇派がどのような軌跡を描いてきたのか明らかにした。

また、戦後における日本浪憂派の研究の発展は、ネ土針句・文学史的事件などからそれぞれ5つの段階に分けることとした。

第 l劉階から第5拐帯を普寵見すると以下のようになる。

第 1 段階として、 1945年の終戦後~1956年を設定した。「文学者の戦争責任J論争から、文愚皇放を経て、鞘走ジャーナリ

ズムの中で日本浪憂派は黙云受される状況にあった。そうした状況を、竹内好が 1951年のf近代主義と民族の見守題jによって

日本浪憂派好子究の口火を切り、これ以降、ジャーナリズムの中でも日本浪蔓派が語られる機会が少しずつ増えてし、った。

第 2 樹培は、 1957 年~1960 年までである。第 1 段階コ日本浪憂派括平を受けて、第 2 段階では日本浪憂派研究史の中

でも優れた数々の論考が登場したG 橋)11文三la本浪蔓派批判序説Jや、大同信の「保田輿重郎ノート」、三校康高の「日本

浪憂派」の運動などがそれに該当する。

第3段階は、安保後の 1961 年~1970年 11 月 25 日である。 60年に入ると、保田輿重郎の「現代の崎人伝jや林房雄の「大

東亜戦争肯定論対湘次し、で登場し、日本浪蔓派の復活が言われてし、た。こうした動きを受けて、 1966年から68年にかけて、

織が呂本浪費派事前Jが全 3巻で出され、閉じく 1968年 9月には剛院izpら「保田輿重郎著作集」が干u行された。第2段

階の日本浪蔓訳訪問の充実を受け、第3段階で日本浪曇派研究は大きな成果を得ることが出来た<>1970年 11月25日三島

由紀夫の自決としづ彊理的な事件により、自本浪蔓派帯関もまた影響を受けることとなった。

第 4 段ß皆l士、 1970 年 12 月 ~1981 年 11 月までとし、この時期は、三島事件を受けて、三島の死との関遊hら再び日本浪

曇派が脚光を路びてし悦也第 4段階で、は「三島以後jの成果-彼が参加しても寸こ日本浪蔓派の間人雑誌、「文塾文イヒjや、

「呂本浪蔓派jの復子IJ事業や、嬬志「浪蔓」の貧i汗uが顕著である。

第5段階として、 1982年~現在までを設定した。保田奥説日死去後、日本浪隻派文学運動中唯一復刊されてし 1なかった

同人鰭志「コギトjが復刊され、 1985年 11月から 1989年にかけて遂に嶋田輿重郎全集Jが干IJ行されたq 第 5閥3皆を以って

ようやく日本渡憂派文学運動関車の資料が全て出揃うこととなった。全集の刊行は、 90年代の自本浪蔓派研究に大きな成果

をもたらした。例年代前半には昭和 10年代以来のf第 2次保田輿重郎ブームjとも言える現象が起こり、全集以後の新しし¥

世代の登場を決定づけた心

開人の活動と日本浪蔓派研院とし 1う2つの観献も戦後の日本浪曇派を見ると、両者が相互に関車しあってしも状況があ

っfむこれまで歩合ど研究とさ才Lてこなかった日本浪憂派間人の戦後の活動一雑誌についてみることによって、戦後の日本浪

憂派研究に新たな視座を与えることが出来たのではないだ、ろうか。作成しf才信志の目次と参考文献目録と併せて、今後の日

本浪憂派訪問に役立つものが作成で、きたと思う。

古田 currentre回世'Chprov:ides a bibliographic 1∞kin句 thepo誌waract三vitiesof the Japan Romantic School 

(JRS) and the rese自由 thathas been done on the JRS. Strictly speal自宅， "Japan Romantic Sch∞11" refersぬ a
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liter出 γjOUTI1althat w出 pubhshedbetween March 1935 and Au伊1st1938. However， this term is also used 

mo四 generallyto de配 ribethe people w ho contributed加 thisjOUTI1al and their way of thinking. 明日 current 

rese但-chfocuses on the joUTI1als that were pubhshed after the dis∞n出lU組問 ofthe Japan Roman位cSch∞l 

jOUTIlal， but that follow its凶 nof thought. 

The members of the JRS pubhshed a number of journals immediately following the war， such as Yasuda 

Yojurou's fust pωtwar effort吋'aido"，and the journal that became the fi田 usof the postw ar literary world 

"Sokoku". These were followed by general trade magazines such as "Shmron" and "Rρman"， the literary 

magaz:ines "Rρmanha" and 11 lronia" ，etc. It is possible to discover the trends of JRS by 1∞king at the ∞ntents 

pages of these journals. In addition， the current study 1∞ks at the kind of research that was performed on JRS 

after the war. 同rt込山gboth of these inωconsideration， the current rese出-chhopes to show how the JRS 

iniluenced Japan's po坑wardemocratic s∞:le句r. It is possible to divide the history of research on the JRS inω 

five必stinctstages， each including various incidents of social andliterary hi品。巧r.The five stages位'8as follows. 

百四島'ststage st紅白din 1945， just as the war ended， and went un吐 1956.Fromthe ωntrove向 rof "writers' 

開 sponsibili勺rfor the war"ωthe banishment of the並teraryworld， it can be seen that within p凶 twarjoumalism， 

the phenomenon of the JRS was being deliberately ignored during this time. In 1凶95臼1，T;品北王臼euch恒iYcお【osl恒1訂j工miwa部S 

able tωo br陀刃ak王through this 釘sileぬncω~ with 

E陀ちS卸e紅'Chon JRS. From this point， JRS started to receive more attention in journalistic c立des.

古1esecond stage ran from 1957 to 1960. During this se∞nd stage， the criticisms that were raised during the 

fust 5tage helped to spark印 meofthe m叫 enlightening也.scu笛 ionsin the hi.story of rese位'Chon JRS. Examples 

incIude Hashikawa Bunzo's "N出onRρm釦 iliaHihan Josetsu"， Ooka Mako旬's吋asudaYojurou Note s" ， and 

Saegusa Yasut北山明出onRρmanha" 

The third stage ran from the 1961 Japan-U.S. Secu丘町百四tyto November 25， 1970. 叫1e1960s saw 

Yasuda Yojurou's氾 endaino Kijinden" and Hayashi Fusao's "In A血1'Illぬonof the Great East Asian War" come 

out in quick su∞ession， summoning a 1"8vival of JRS. Because of this， the "Nihon Rom出 iliaKenkyuu" joumal 

C剖 neout in three volUll1es from 1966 to 1968， and a Yasuda Yojurou Omnibus Cdlection w出 pubhshedby 

Nanbokush ) in September 1968. Durせ19the third stage， the 1"8searchers we1"8 able to use the excellent materials 

produced uuring the second stage加 enhancetheir results. Mishima Yukio's d白日lon初 t司王e記5own life on 

November 25， 1970 had a dramatic impact on 1"8se自由 onthe JRS. 

The fourth stage 1出 tedfromDe白mber1970 to November 1981. After :rvlishima's death， the JRS ag担nfound 

itself in the limelight. Prominent during this "Post l¥也.shima"stage担モ thejournal"Bungei Bunka" to which 

Mshima∞ntributed， the 1"8vival ofthe "N出onRρmanha"journal， and the c陀 ationof the journal"Rρman" 

百1efifth stage is企ひm1982 to the p陀 se凶. After Yasuda yc司uゎu'sdeath， "Kogito"， the only jOUTI1al that had 

not been 1"8vived， was brought back to life. From November 1985 to 1989， the Complete Works of Yasuda 

Yojurou we問 pubhshed.By this stage，色1ally，all of the nece部副γJRSdocuments had been brought together.古田

pub1ication of the Complete Works provided a伊-eatdeal of material for JRS拘 se泣'Chersin the 1990s. During the 

白ちthalf ofthe 1990s， a second "Yasuda Yojurou" boom was evident following the first one in 1935. Anew age in 

JRS 1"8search has been created from the pubhshing of the Complete Works. 

This 1"8search h出 1∞kedat the JRSl by∞nsidering the activities of the JRS members and the subsequent 

rese位'Chthat has been done on the JRS. It can be 5een that the two phenomena are closely 1"8lated. The 

po坑waractivi勺Tof the JRS members has not 1"8ceived close attention in the p銅.同rl∞kingat the various 

journals， it:is pos司ble句 see the JRS from a new vantage point. The catalog oft出he∞nt胞en脳臼pa勾ge侶50ft出h犯判e吋j戸ot泣1立工rrτna

and the catalog of 1"8ちf品e1"8ち官叩e町enc偲edworks t出ha拭twe詑 cr、羽t飴βdfor the current 拘 S卸e泣℃也hshould prove us田e五白u血 良futur江r匂e 

r開es卸e担'ChonJRS.

(事院指導教員:黒古一夫副研知旨導教員:寺町惇)
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デモクラシー・法・萌え:1児童ポルノJ規制{二おける判断手続の分節=構造化と図書館への射程

A critical analysis on the confusion of"virtual child pomography" with“r回 1child abuse" 

学籍番号:200323962 

氏 名:原田伸一朗

「児童ポルノJは、“社会問題"としても、へi育報法学"の研究対象としても、新しく、格好の

話題であるが、この問題についての流行の論じられ方、世間での取り扱われ方には、本稿は達

手口惑を持っている。すなわち、“児童ポjレノとは、 f児童J(子ども〉の「ポルノ J(性表現)で

ある"と L叶単純な理解(言い換え)では、「児童ポルノ j をポルノの一種、したがって「わい

せつj の問題、(あるいはそのコロラリーとして「表現の自由Jの問題)としてしか論じられな

くなり、「克童ポルノ」という特別の概念を作ってこれを(他の性表現とは方IJの形で)特別に規

制する意味が見過ごされてしまう。 r児童ポルノ j規制を巡る議論のすべての混乱は、この点の

無理解に根本的原因があると尽われる。

そこで本稿は、「児童ポルノJ を fポルノ Jのアナヮジーから遮断すること、「光童ポルノ J

の本質規定を行うことから出発する。すなわち、 f児童ポルノ Jを、性表現であるよりも前に「児

童虐待J(児童の人権，法益侵害) そのものあるいはその証拠と捉える視角から、 fわいせつJ

表現規制や「有害J表現規制などとは区別された、「児童ポルノ」規制本来の根拠と脈絡を再唯

認し、従来の議論の混乱を整理する。

そして、児童(構造の最下端に置かれる弱小単位の代名詞)を破壊(虐待)から守り抜くこ

とができるかどうかに、デモクラシーの構造上の成否がかかっていると L寸先行仮説のもと、

先童虐待(子殺いというトポスを、法学政治学上の中核的位置に定位する。また、 "yirtualchild 

pomography" (絵などに描かれた「児童JIこ見えるいキャラクター"の性表現。本物の児童を

使用しているわけではないので、それらは本来 f児童虐待j でも「児童ポルノ j でもないので

あるが、その奇妙なリアリティが、 f児童ポルノ Jと問視される根拠ともなっている)が、とり

わけ日本において特異な形態で発達してきている現状をふまえ、それらの表現に情報メディア

論的分析を加えることで、そのリアリティ/ヴアーチャリティを論証する口

本稿の基本的論旨 Li...r児童ポルノ Jが一義的かっ明確な規制対象として法的に措定される(べ

き〉根拠をふまえ、コミュニティ・ライブラリアンの自由な裁量や独自の基準に取り扱いが委

ねられるべき f有害表現Jなどとは性質が異なる別個の規制フィーjレドを設けることにある。

そのための判断枠組と判断手続の進行を図式化して提示し現実の法規制の発動メカニズムの

明確な視覚化を試みる口これは、 3去学方法論、法的思考の定式化、訴訟の形態、・手続のあり方

とも接続する関心である。

本稿は、単なる法学論文ではなく、単なる情報メディア研究でもなく、また、「児童ポルノ J

規制の現状をレポート風にまとめたた、けの事実確認型論文にもとどまらないor j![，童ポルノニ児

童虐待Jは非常に全体性を持った?家層的トポスであり、その合意・示唆・コロラリーは社会構

造・社会現象の各部にわたっている D それらの問題群を全体として捉えるには、単一の方法論

では不十分であることは先行研究が証明しており、ここに、総合的研究を行う必要性が生じて

いる。

そこで本稿は、身近に観察される何気ない現象・マテリアルから、;告;翰な学術論文まで、メ

ディアのレベルによる差別をせずにすべて素材として活用し、一本の軸に位置づけなおした、

見取図・航海図としての性格をも有する論稿を志向した。そして、先行研究の引き写しではな

い独自の視点での研究の常として、本稿は、(誰が試行・思考しても i司じ道筋で向じ結論に至る

という)r一般解j ではなく、「特F未解J(本稿にしかこのようには書けない論文)のーっとなら
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ざるを得なかった白だからこそ、いったい何をすることが「論言正Jなのかという点についての

見解(学問論・方法論)をも織り込み、本稿を広〈足、考・議論の手がかりとなる論考としてま

とめようと努めた。

本稿は、デモクラシー・法・萌えの三つの要素が奇妙な形て¥ しかし多分に必然的な帰結と

して交錯するに至った被合トポス f児童ポルノ Jに全体的視座を置き、「児童ポルノ j という総

合問題に、〈法学政治学〉と〈図書館情報メディア研究〉の両極から接近することを試みるもの

である。そして、その複合の帰結として、「児童ポルノ j 規制の判断手続を理論的に最適化(分

節=構造化)し、図書館の実務上の課題に応じる思考手続の〈形態〉を提示することを本論の

目的とする。したがって本稿は、純然たる法解釈学論文でもないし、図書館'情報学論文として

も従来とは毛色の異なった、〈思考の手がかり) <アイデア・リンク) <ブック・レファレンス〉

とL叶意味での「図書館的J論文と L叶側面を持っている。

本稿にとって、「児童ポルノ j は、特権的トポスであるが、あくまで出発点に過ぎι、¥， ¥0 r児
童ポルノ」そのもの、文字面にこだわって研究対象を楼小化するのではなく、「児童ポルノ Jに

典型的に現れている現代社会構造の本質-根底的問題をこそ発見し、その射程を跡、づけ、その

中枢に切り込むことあるいはそのための思考の装備を整えることが本稿の真の研究課題であっ

た。

This paper f(∞uses on the pr出1(1facie s仕飢gebut theoretically inevitable relationships betw切 nDemocracぁ

Law and "Moe円台oma viewpoint of Child Pomography. 

The U.S. Child Pornography Prevention Act of 1996 expanded the島deralprohibition on child 

pornography to include not only pomographic images rnade using actual childreれぅ butalso釦 yvisual 

depiction that is， or app伺 rsto be， of a minor engaging in sexually explicit conduct. Thus， the meaning of 

"Child Pomogrョphy"includes not only r切 1child abuse but also "virtual child pomography" that seems to 

be harming no acぉalchildren. 

My first attentions should be toward a critical analysis on the le伊1and s∞ial con五1Sionof“virtual child 

pornography" with“r儲 1child abuse"， and a recons甘uctionof a cl飽rIyarticulated and structured 

j udgement pr∞岱sof regulating "Child Pornography" and other sexual depictions such as“Obscenity" or 

"Harm白Ito minors". That attempts could also cοn仕ibuteto managing appropriate and confident Librarγs 

servlc岱 aboutlegally or s∞ially problematic materials. 

Primarily， it白 historiωlyand philosophiωlIy甘uethat the original p抑制 ofpro油 itingchild 

pomography was to protect children 's rights or entitIements. And， my basic hypoth岱 151S出atthe social 

s甘uctureofDemocracy requires pat白rnlisticprotections of minors; Democracy saves Children. 

Othぽwise，Dem∞racyand Patぽnalismhave fundamental ambivalences in their own vertical struc加res

that wave ambiguously betw切 nChild-Saving and Child-Killing.“Moe七出atmeans Japanese otaku 

boyラsspecific affection or sexuality toward virtual c凶ractersラ holdssame psychological structural 

ambivalence， 1 found. Thωe demand consistent e宜ortsand ethics for Democracy， Paternalism and Moe to 

prevent企omcritical prostiMions. 

My conclusive conscious about Moe is in its aspects of virtual representations in Japan岱 eAnime or 

Manga， and v治問1sexuality in otaku boys. The enthusiastically virtualiz吋 styleof Japan凶 e-generated

Moetic "virtual child pomography" should not be confusingly or mi坑akenlyprohibited by laws 

∞ncぽningabαrtprotecting r切 1children 企omserious actual abus岱.

(研究指導教員:山本)11美一 割研究指導教員:新保史生)
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